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1　はじめに
現在、科学技術系人材の養成確保のために、大学院による人材の養成活動の強
化が図られている。そして、より多くの学部学生が大学院修士課程へ、さらによ
り多くの修士課程の学生が博士課程へ進学するようにするために、在学中の経済
的支援制度や博士課程修了後の経済的支援制度（いわゆる”ボスドグ’支援制度）
が拡充されているところである。一方、この施策により増加する修士課程及び博
士課程修了者の就職については、公的機関への就職枠が限られていることから、
民間企業への就職が従来以上に期待されるところであり、企業サイドの実情もき
ちんと把握しておく必要がある。
このような認識のもと本報告は、わが国の主要な民間大企業が現在、大学院卒
等の高学歴研究者及び技術者をどのような割合で採用し、どのように評価し、ま
たこれらの人材の供給源である大学の教育研究について何を望んでいるかを、選
定したわが国の研究開発活性の高い民間企業28社の人事部門にインタビュー調
査し、とりまとめたものである。
従って、本報告は、主に行政部門や大学関係者に企業の現状に関する情報を提
供し、今後の施策の展開等に役立ててもらうためのものである。本報告が我が国
における科学技術系人材の適正な養成確保策を考える上で、一助となれば幸いで
ある。また今後、さらなる検討や分析が必要となるのは言うまでもない。
なお、インタビュー調査に当たっては、各企業の人事部門の方々に貴重な時間
を割いていただき、文献等ではなかなか得ることのできない貴重な情報を提供し
ていただいた。このため、本調査はこれらの企業の方々のご協力に負うところが
極めて大きい。また、解析結果の図表の作成を第一調査研究グループの神田職員
にお願い致しました。これらの方々に対し、この場を借りて、心から感謝の意を
表します。
平成9年11月
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2　問題意識及び調査方法
（1）　本調査研究を行うに当たっての問題意識
本調査研究を行うに当たっての問題意識は、大きく以下の2つに分けられる。
1）大学院の拡充に対しての企業側の考え方
1996年7月に閣議決定された「科学技術基本計画」においては、科学技術
系人材の養成確保が科学技術振興策の一つとして挙げられている。そして、この
ための具体的な施策として、「大学院の拡充」や「日本育英会奨学金の貸与人数
の拡充」「ポストドクター等1万人支援計画の達成」等が挙げられている（科学
技術基本計画）。すなわち、科学技術系人材の養成確保を図るために、大学院の
学生数の拡充により、大学院による養成活動を一層強化しようとしている。そし
て、大学院への進学促進策として、在学中の経済的支援制度（例：日本育英会の
奨学金制度、日本学術振興会の特別研究員制度（D．C」等）を拡充するととも
に、博士課程修了後の経済的支援制度（例：日本学術振興会の特別研究員制度、
科学技術振興事業団の科学技術特別研究員制度等）の拡充を図り、より多くの学
部学生が修士課程へ、さらにはより多くの修士課程の学生が博士課程へ進学する
ことを促している。
しかし大学院の学生、中でも博士課程修了者の就職先機関側の実情については、
十分には把握できていない。たとえば、大学や国立試験研究機関等のポストは今
後の学生数の減少や行革等の実情を考えれば、採用人員が減ることはあっても増
えることはないことが容易に想像できる。そのため今後、民間企業の大学院修了
者の採用が、従来以上に増加することに期待せざるを得ないと予想される。
そこでどのような企業が、現在及び将来に亘ってどのような目的で、どの程度、
高学歴者の就職が増えることを望んでいるのか、また企業にとって現状の大学院
の研究及び教育内容がどのように改善のされることを望んでいるのか等、企業サ
イドの実情を調査する必要がある。
2）企業における研究者及び技術者の評価や人事管理
科学技術基本計画において政府の研究開発投資を大幅に増額するという考え
方が示されており、この政府研究開発投資が投入されるのは主に、大学、国立試
験研究機関等の公的部門である。このような状況の中、これらの公的部門におけ
る評価や人事管理のあり方についても時代に即応した効果的な評価及び人事管理
がなされようとしている。そこで、民間企業における最近の研究者や技術者に対
する評価や人事管理のあり方から学ぶべき点も多いのではないかとの認識の上か
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らから、企業の実体を調査する必要がある。
（2）　調査方法
表1，表2及び表3は、学校基本調査報告書から作成レた平成8年度の学部卒、
修士卒及び博士卒就業者の業種別割合を示す。これらの表が示すように、各卒業
就業者率は、製造業とサービス業の合計で約6－8割に瑳する。したがって、こ
れらの二つの業種の内、研究開発活性の高い企業を調査する七とにより、研究者
・技術者として採用する企業側の高学歴キャリアニーズの実感を把握することがで
きる。
そこで、製造業における研究開発費の大きい（おおむね1010億円以上の）企業を
選び、各企業の人事部門を訪問年、各企業における研究者及び技術者の採用や評
価等に関するインタビュー調査轟行った。また上述したように、製造業以外の理
工系大卒学生の就職先として重要な地位を占めて工いるサエビス企業をいくつか選
び、同様の調査を行った。
調査を行った企業は合計28社（食料品2社、化学5社、医薬品3社、鉄鋼2
社ド機械．′4社＼電気機器7社、非製造業（サービス業）5社）であり、調査した事
項は別表に示す通りである。また、調査時期は96年11月から97年5月であ
る。
上述したとお．り今回の調査は企業数が限られているノものの、主要な約30社か
らなる調査研究は、現状と将来の傾向を示唆する貴重なデータが得られたものと
考える。しかし、本調査の結果を踏まえ、更に広範囲な対象企業の調査検討も必
要と考える。
?
表1　理工系学部卒就業者の業種別割合（平成8年度）＊
（?）．???????????、???????????
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＊学校基本調査報告書より作成
????????? ???????????????????????ー????
表2　理工系修士卒就業者の業種割合（平成8年度）＊
（?）．????????＿??????????????
?????
＊学校基本鱒査報告書より作成
????????????????????????ー?????
業種
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表3　理工系博士卒就業者の業種別割合（平成8年度）＊
????????????????
（?）．??????????????????????
?????
＊　学校基本調査報告書から作成
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調査した内容
1　研究者及び技術者の採用ン
（1）新卒採用者の人数、学歴（学士、修士及び博士等）
（2）新卒採用者の採用ルート（学校推薦、自由公募等）、選考方法、選考基準
（3）博士課程修了者の採用数、採用ルート（学校推薦、自由公募等）、選考方
法、選考基準
（4）職種別採用の現状（研究開発職、技術営業職・システム手ンジ二ア）
（5）採用時期の多様化（海外留学生or国内新卒者の4月以外の時期の採用）
（6）中途採用（経験者採用）の動機、人数、年令、選考方法、選考基準
（7）女性研究者・技術者の採用数、外国人研究者・技術者の採用数
2　研究者及び技術者の評価と処遇
（1）新卒採用者の配属先（基礎研究、応用研究、商品開発、生産技術、技術営
業等）、学歴との関係及び各事業部間の異動状況や研究部門と事業部門間の
異動状況
（2）博士課程修了者の配属先、その後の異動状況
（3）研究者及び技術者（博士号取得者も含む）の昇格・昇給の体系、能力・業
績の評価基準、評価結果の昇格・昇給への反映、非ライン職の処遇（ライン
職との差、専門職制度等）
（4）評価の実施方法、評価結果の本人への通知の有無、社内公募制の現状
（5）特許取得の奨励制度及び博士号取得の奨励制度
3　研究者及び技術者の教育と養成についての大学等に対する要望事項
例：教育内容（カリキュラム）の改善
研究内容の改善
産学問の人事交流の拡大等
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【要約編】

要約編
1　研究者及び技術者の採用
企業が求める研究者及び技術者のキャリアニーズとして、新卒（大学学部卒
以上）採用、中途採用（以下本報告では経験者採用とする）、技術系女性採用及
び外国人の採用のアンケート調査を行った結果について以下に述べる。
1－1　新卒採用者の採用
（1）修士の比率
企業における技術系の新卒採用者に占める修士の割合の調査結果を表1－1に
示す。
表ト1修士卒採用割合とその採用動向
タ
イ
修士比 率の推 移
業種 と企業 数
過去約 5年 現 在の傾 向 将来動 向
A 低い 同水 準 同水準
電気機器 ：1社
計 1杜 （4％）
B 低 い
中程 度まで 同水準
サービス．5社、鉄 鋼 ：2
社、機械 ：3社 、電気
増加傾向 機器 ：4杜、化学 ：1杜
計　 ＝社 （5日の
C 高い 同水準 同水準
化学 ：3杜
計　 3杜 （‖％）
D
職種 別採用が行われ、A、8、 化学 ：1社、食料 品 ：1社、医薬品 ：3社
計　 5社 （用 ％）Cの各々のタイプ に分 かれる。
E 中程度 水準を低下させた。 同水準
電気機器 ：2社
機械 ：1社
計　 3杜 （11％）
合計：28杜
比率
低い：20％以下
中程度：20～80％程度
高い：80％以上
傾向タイプ
A：学士の比率が高く、
修士の比率が低い企業
B：ここ数年で修士の比率が
高まっている企業
C：従来からの修士の比率が高く、
学士の比率が低い企業
D：職種により修士の比率が高く、
学士の比率が低い企業
E：過去、中程度であったが現在は比率を
減少させた企業
肩7－
推移バターン
：」＝＝
過去　　　現在　　　将来
高
低」二二
過去　　　現在　　　将来
高
低［
過去　　　現在　　　将来
A、B、C混在
；［三三来
二：二：
タイプ別比率
この表が示すように、修士の割合が最近上昇しその採用率が60％を越える企
業は、回答企業の約6割に達している。特に高い業種は、その比率が90％以上
の化学業界にみられる。
最近の採用率が上昇した原因としては、
・学部から大学院修士課程への進学率が上昇したこと
・企業の採用数が絞られたこと
・大学からの推薦も学士より修士が優先されること
が挙げられる。この結果、学校推薦による企業への応募者中の修士の比率が上昇
しているのである。そして、この現象が、学部学生に修士課程への進学をますま
す促す結果になっている。
他方、このような外部的要因により修士の割合が上昇したことに対し懸念を持っ
ている企業もあり、97年の採用で例年より修士の割合を意識的に低くした企業
も約1割あった。
一方、化学、生物及び薬学等の分野では、上記の外部的要因に加えて、研究す
るのに高い専門性が要求されるため、研究者及び技術者は修士以上であることが
必要となることも原因として挙げられる。
（2）博士の採用
一方、技術系の新卒採用者に占める博士の割合の調査結果を表1－2に示す。こ
のようにまだその絶対数は少ないものの、　ここ数年で全体的には増加傾向にある。
特に高い（比率が10％以上）業種は修士採用の場合と同様に、化学及び医薬品
等にみられた。将来、数％以上の比率に持っていきたいと考えている企業は全体
の約7割に達している。鉄鋼や機械及びサービス業界では、博士の採用数は極め
て少ないが、中には今後は採用に積極的な方向に転換しようとしている企業もあ
った。
この背景としては、
・特に医薬品、化学、食料品業界で見られるように、研究を進めていく上では
博士の専門能力が必要となっているため、積極的に博士を採用している。
・修士のレベルの低下、博士課程への進学率の上昇等により、博士の採用を増
やさざるを得ない。
という2つの面がある。
今後の博士の採用の予定については、
・社内の博士に対するニーズやそのニーズに見合った博士がどの程度いるか
－8－
表1－2　博士卒の採用割合とその採用動向
タ
イ
博士の比率の推移
業種と企業数
過去約5年 現在の傾向 将来動向
A 低い 低い 低い
鉄鋼 ：2社、機械 ：3
社、サービス：3杜
計　 7社 （26％）
B 低い 低い 増加傾向
機械 ：1社、電気機
器 ：1杜、サイ ス：2社
計　 4社 （15％）
C 低い 中程度 同程度
食料品 ：2社、化学 ：2
社、電気機器 ：6杜，サー
ビス：1杜
計 11杜（41％）
D 高い 高い
同程度か
増加傾向
化学 ：3社、医薬品 ：2
杜、
計　 5杜 （18％）
比軍　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 合計 ：27社
低い：2％以下
中程度：2～10％程度
高い：10％以上
傾向タイプ
A：極めて少なく、今後も変わらない
B：過去、現在は極めて少ないが、今後は増加の傾向
C：過去は少なかったが、最近かなり増加した
D：過去から高く、今後も同程度か増加傾向
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が不明確なため、博士の採用数を増やすかどうかも不明確。
という声がある一方で、特に医薬品、化学、食料品業界では、
・博士の採用を積極的に増やしていきたい。
という声が多かった。また、中には、博士の採用数について一定の限度値（この
数までなら、採用した博士全員を基礎研究部門に配属できる）を示す企業もあっ
た。
表1－3は、博士課程修了採用者の採用後の評価に対する調査結果を示す。こ
の結果が示すように、博士採用者に対し否定的な評価は十数パーセント程度にす．
ぎなかった。
表卜3　博士課程修了者の採用後の評価
ケース 業種と企業数
A
機械 ：1社
電気機器 ：4社
化学 ：1社　　　 計　 6社（43％）
B
電気機器 ：
医薬品 ：2社
計　 6社（43％）
C
鉄鋼 ：2社
計　 2社（14％）
合計：14社
?????? ??? ???
?‥
???
?
い
る
マイナスイメージ
－10　1
評価ケース比率
（3）採用方法
採用方法は修士及び学士と博士とで異なっており、修士及び学士の場合は、な
お学校推薦制が原則となっている。これに対し博士の場合は、自由公募制や学校
推薦制はとらずに、個別に対応する（例：大学教授からの推薦や博士課程の学生
本人からのアプローチを受けて「受け身的に」対応したり、関係のある大学教授
に博士の推薦を依頼する等）という企業が最も多かった。
1－2　経験者採用
（1）採用実績
経験者採用の数については、バブルの崩壊により、ここ数年は大きく減少して
いる企業もあったが、全体的に見れば、ここ数年で増加する傾向にある。そして、
今後についても、バブルの時期のような大々的な経験者採用こそしないものの、
積極的に経験者採用をしていきたいという企業がかなりあった。
表1－4に経験者採用の採用状況結果を示す。この結果が示すように、近年か
なり経験者採用が多くなっている企業は、回答企業の4割近くになっている。
表1－4　経験者採用の採用状況と業種及び企業数
タ イプ 菓踵 と企業 数
A
食料 品 ：2社 、医 薬品 ：3社
化 学 ：1杜 ． 機械 ：1社
電 気機器　 3社 、サー ビス 1社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 計 10杜 （385％）
B
化 学 ：3社 、電気 機器 ：2杜
鉄鋼 ：1杜
計　 6社 （23％）
C
化 学 ：l社 、鉄鋼 ：1社
機 械 ：2杜、電気 機器 ：3杜
サイ ス：3杜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 計 10杜 （38．5％）
合計 ：26社
＊　Cが今後増加する傾向にある
タイプ
A：もともと少ない
B：バブル時期は多かったが最近少ない
C：最近かなり多い
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（2）採用動機及び目的
経験者採用の動機と目的に対する調査結果を表1－5に示す。
経験者採用を行う動機及び目的については、ほとんどの企業で「新規事業や急速
に伸びている事業を実施するため」が挙げられた。その比率は新製品開発も含め
ると約6割になる。これらの事業では、社内に対応できる人材がおらず（又は少
なく）かつ、社内の人材を教育したり、新卒者を採用して教育するだけの時間的
余裕がないことから、新卒者採用ではなく、経験者採用で対応するためである。
表卜5　経験者採用の動機、目的別業種及び企業数
タイプ 業種と企業数
A
化学 ：1社
医薬品 ：1杜
計　 2杜 （9％）
B
化学 ：1杜、電気機器 ：3社
ダビス：3杜、鉄鋼 ：2社
医薬品 ：1杜、食料品 ：1社 計 11社 （50％）
C
電気機器 ：1社、ダビス：4杜
医薬品 ：1社、食料品 ：1社
計　 7社 （32％）
D
電気機器 ：1杜
機械 ：1社
計　 2社 （9％）
合計：22社
胃12－
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（3）採用方法
募集方法は、特定の大学教授に頼んで必要な人材を推薦してもらったり、人材
斡旋会社に頼んで必要な人材をヘッドハンティングしてもらったりというような
方法が中心で、これに加えて、応募者からのアプローチに対応したり、公募をし
たりすることもある、というのが一般的であった。
選考方法としては、面接（技術面接、人事面接）が用いられ、中でも専門能力
（技術的能力）を判定する技術面接にウエイトが置かれていた。そして、その専
門能力（技術的能力）については、（丑応募者の過去の経歴等から見て、専門分野
・領域が企業側のニーズに合っていること（応募者の専門能力を活用できる部署
が社内にあること）、②応募者の専門能力のレベルが即戦力たるレベルに達して
いること、の2つが要求されていた。
1－3　技術系女性の採用
技術系の採用者全体に占める女性の割合と今後の傾向性の調査結果を図1－1
に示す。
図上1技術系女性採用者の全採用に対する比率の業種比較と今後
の傾向性
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この結果は、その企業が採用対象としている大学の学部、学科における女性の割
合に大きく依存している。例えば、　女性の割合がおおむね10％以上の企業は、
主に、化学及び医薬品業界で見られたが、これらの企業で主に採用している化学
系、生物系及び薬学系の学部、学科における女性の割合も数10％と高かった。
しかし、これまで女性の比率自体が低かった学部、学科で女性の比率が高まれ
ば、それに比例して企業による女性の採用数も自動的に増えるかというと、必ず
しもそうとは言えない。それは、企業に女性の採用を躊躇させる要因がなお残っ
ているからのようである。具体的には、
・入社後の配属先が主に研究部門に限定される（工場等への配属が困難）。
・出産休暇や育児休職等による職場からの長期離脱といった男性にはないハン
ディキャップがある。
という2点が挙げられる。しかし、今後については、女性の配属先の幅を拡大し
ようとしている企業がある。それは、「出産休暇や育児休職は、女性を採用する場
合には当然のこととして考えなければならない」といった意見もあり、全体的に
は、技術系の女性の採用は今後拡大する条件が整いつつあり、それは特に化学系
企業に見られる。
1－4　外国人の採用
研究者及び技術者としての外国人の採用数については、全体的には少ないもの
の、電気機器業界のように比較的採用数の多い企業が見られる業界もあった。そ
の採用の動機及び目的についての調査結果を表1－6に示す。
表1－6　外国人研究者、技術者の採用動機、目的の比較
採用動機
目的
業種 と企業数
A
電気棚澗「 2社
化学 ：1社
食料品 ：1社　　　　　　 計　 4社 （27％）
B
食料品 ：1杜、医薬品 ：2杜、
化学 ：1社、サイ ス：1社
電気機器 ：2杜　　　　　 計　 7杜（4日の
C
食料 品 ：1杜 、医集晶 ：1杜．
化学 ：1社 、電気 機器 ：1杜
計　 4杜 （27％）
舌計 ：15社
採用動機目的
A：外国への事業展開
B：専門能力に期待
C：周りの日本人への刺激、活性化
B　▼
46＼
採用動機、目的の比率
今後の採用傾向
肩：増加
◆：現状
▲：減少
肩14－
その主要な目的は、
A：外国への事業展開のために、その国の者（主にアジア諸国から日本への留
学生）を現地工場の幹部候補生や営業担当者として採用するケース。
B：専門能力（技術的能力）を発揮させるために、外国人（主に欧米のボスド
ク、大学院生）を採用するケース。
C：配属先での周囲の日本人に刺激及び活性を与えるために外国人を採用する
ケース。
の3つのケースがあった。表の結果が示すように、例えばAの専門能力に期待
して採用する企業は、全体の約5割であった。
なお、雇用形態については、「嘱託」として1年契約を結び、その後1年が経
過する度に必要に応じて契約を更新するという企業が多かった。これは、外国人
の場合、本国への帰国や転職等により退職されてしまうというリスクが日本人の
場合より高いと判断されているためだと考えられる。
今後については、図中の矢印で示すように各動機及び目的とも増加傾向にあり、
外国人の採用を積極的に拡大していきたいという企業が多かった。
2　研究者及び技術者の評価と人事管理
2胃1　研究者及び技術者の評価
研究者及び技術者の評価結果を各人の昇格や昇給、ボーナスの査定、人事異動
等に反映させ、各人の業務遂行や能力開発への意欲をかき立てるために、（丑専門
能力（技術的能力）、②人間性、③業績の3点について、まず直属の上司が評価
を行い、さらに上の上司または人事部門が最終評価を行うというのが一般的であ
った。
2－2　新卒採用者の配属先
（1）学歴（修士と学士）と配属先との関係
学歴（修士であるか学士であるか）と入社後の配属先との間の関係については、
「修士は研究部門への配属が中心となり、学士は開発・生産部門への配属が中心
となる」という関係があると明言する企業もあったものの、全体的に見れば、こ
の関係は従来ほど明確でなくなってきている。その調査結果を表2－1に示すが、
修士採用者の配属を限定しない企業が約7割ある。これは、技術系採用者に占め
る修士の比率の上昇に伴い、従来は主に学士が配属されてきた部署（商品開発部
門、生産技術部門等）にも修士が配属されるようになってきているためだと考え
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られる。ただし、なお、研究部門には修士以上が多い反面、学士が配属されるこ
とは少ないため、学歴と配属先との関係は完全になくなっているとも言い切れな
い。
表2－1学歴（修士及び博士）と配属先との関係
タイプ 業種 と企業数
A
化学 ：1社、食料品 ：1社
機械 ：2杜、電気機器 ：1社
計　 5社 （28％）
B
化学 ：1社
機械 ：1杜
計　 2社 （11％）
C
電気機器 ：4社
鉄鋼 ：1社
計　 5社 （28％）
D‡
機械 ：1社、トビス：1社
電気機器 ：2社、食料品 ：1杜
医薬品 ：2社　　　　　　　 計　 6社 （33％）
＊職種別採用も含まれる　　　　　　　　　合計：18杜
学歴と配属先との関係
A：全く関係がない
B：関係なく、専攻分野により配属が異なる
C：多少関係があるが、特に定めのない
D：開係がある
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学歴と配属の関係比率
関係ない
（2）博士の配属先と入社後の異動
博士の入社後の配属先については、修士採用の場合とは異なり、その採用規模
の大小とはあまり関係なく、まず研究部門（基礎研究部門または応用研究・開発
研究部門）に配属する企業がほとんどであった。
その後の博士の異動については、ずっと研究部門にとどまるというケースが多
かったが、中には、工場立ち上げ等のために開発・生産部門に異動するケースも
あった。
2－3　研究者及び技術者の昇格システム
ほとんどの企業で、社内の資格を順次上がっていくことによって、給与や役職
等も上がっていくというシステムが事務系及び技術系共通でとられていた。
そして、この社内の資格をあげるか否かの審査（昇格審査）に当たっては、（丑
過去の評価の積み重ね（目標管理制度による評価結果の積み重ね）が重視され、
（診現在の資格における在籍年数や入社年次（経験年数）も考慮されるというのが
一般的であった。
2－4　研究者及び技術者個人の活性化策
採用後の研究者及び技術者それぞれの活性化は、企業全体の活性化にとって重
要であり、各企業の実状にあわせて様々な方法が採られている。それらの方法は、
・社内公募制（研究開発テーマを会社が提示し、その担当者を自由に応募させ
る）。
・専門職制度（優秀な研究者及び技術者を社内資格や給与面で優遇する）。
・特許取得制度の奨励制度。
・博士号取得の奨励制度。
などがあり、各人の意欲の活性と能力の向上を目指している。
3　研究者及び技術者の養成に関する大学への要望
3－1　大学の教育研究に対する要望
（1）大学の教育研究全般に関する要望
大学で行われている教育研究の内容全般に関する企業サイドの要望には、「大
学はもっと基礎研究をやって欲しい」という要望（主に化学、医薬品業界）もあ
れば、「大学は産業界に近い研究をもっとやってい欲しい」という要望（主に鉄
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鋼、機械、・電気機器業界）もあり、大学の教育研究（特に基礎研究）に対する期
待度は業種及び企業により大きく異なっていた。
（2）学生の教育に関する要望
大学における学生の教育自体に関する企業サイドの要望には次のように分類で
きる。。
・特に修士及び学士レベルでは、幅広い分野で基礎学力の充実を図るべき。
・最近の学生の”現場嫌い”、”モノ作り軽視”の傾向や大学教育における”実験・
実習軽視”の傾向を改めるべき。
・研究室における教育・指導体制（例：学生を”助手的に”使い過ぎる）を改善
すべき。
・大学においても、専門分野の学力だけでなく、自主性・創造性、協調性及び
管理能力等を身につけられるように教育すべき。
等の要望があった。それらの要望比率を表3－1に示す。
この表に示すように学生教育についての要望の内、基礎学力の充実や実験重
視等カリキュラムに関わる要望が約5割に達する。
表3胃1学生の教育に関する要望
タイ プ 業種 と企 業数
A
機械 ：】社 、電 気機器 ：3社
食料品 ：l杜、．医薬品 ：l社
化学 ：l社　　　　　　　　 計　 7社 （29％）
b
機械 ：1社
電気機器 ：3杜
計　 4社 （17％）
C
電 気機器 ：2社
計　 2社 （8％）
D
機 械 ：1社、電 気機器 ：3杜
化学 ：1社、食 料品 ：1杜
ト ビス：】社　　　　　　　　 計　 7社 （29％）
E
機械 ：1牡 、鉄鋼 ：2社
サー ビス：1社
計　 4社 （17％）
合計 ：24社
要望種類
A：基礎学力の充実
B：現場、実験比較の重視
C：教育指導体制の改善
D：人間性（自主、独創、協調等）教育
E：その他
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3－2　産学問の交流に対する要望
このように、大学における教育研究が産業界のニーズを反映したものとなるた
めには、産業界と大学との間で人材の交流がより強化される必要がある。
（1）産業界から大学への人材の流動
・社会人大学院制度の拡充を図り、企業で何年か実務の経験を積んだ者の大学
院への派遣を拡充すべき。
・大学の教員に、外国人や企業の人をもっと登用すべき。
（2）大学から産業界への人材の流動
・学生が一定期間企業で研修を受け、それが単位の認定につながる制度（イ
ンターンシップ制度）の活用等により、学生にもっと外部（企業等）の技術
に触れる機会を与えるべき。
・大学の先生が、一定期間企業に行けるような仕組みを作るべき。
このように学生レベルでの産・学問の交流は拡大しつつあると言え、今後は教
員レベルでの産・学問の交流を拡大するための方策が必要となろう。そして、こ
れにより、大学の教員の意識が変わり、大学における教育研究内容の改善につな
がることが期待されよう。
4　考察及び結論
4－1　考察
本調査研究の各企業による研究者及び技術者の採用に係わるアンケート結果を、
労働統計年報（労働大臣官房政策調査部）、学校基本調査報告書（高等教育機関
編、文部省）及び科学技術指標（科学技術政策研究所）等の関連する統計データ
と比較検討し、企業におけるキャリアニーズの考察を以下に行う。
4－1－1　新卒者の採用
（1）大学生及び大卒就業者の高キャリアー化
学校基本調査報告書及び科学技術指標による統計データを基に、理工系大学生
の最近10年間（86年から96年）の修士課程及び博士課程への進学状況及び
卒業後の就業率を調べた。その結果を表4－1、4－2及び4－3に示す。
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表4－1最近10年間の理工系修士課程進学率の推移＊
詣 ＼ 字t那芋蔓看霞 藩士課 程虚字番 数 ド＿1’ミ・．
（人 ） （人 ） （饉士進学者／学部卒業者）
．8 5 66．130 13．120 15　2
’91 100．332 l乳120 0．1
’9 6 11プ456 30，081 25　6
（???????????）???
???????（???????????
＊：平成9年版科学技術指標（NISTEP REPORT No．50，1997年5月、科学技術政策研究所）及び
学校基本調査報告書（高等研究機関、文部省）の抜粋統計データより作成
表4－2　最近10年間の理工系博士課程進学率の推移＊
年度
① 同窓 学部 卒業者 ② 錬士課程 終了者 ③博士 繹程 進学毒
進学 率（％ ）数
（人）
数
（人 ）
教
（人） （Ⅰ）③／U （Ⅱ）①／②
’86 82．720 11，6日 1，547 19 131
’9 1 38，973 16．054 2，078 2　3 12　9
．96 106．320 27，509 3．鍋2 3　5 13　4
ド←欄士進学者数／
l　　学部卒美春数
十▲・一博士進学者数／l
」＿竺空＿竺」胃士卒言霰
▲一一一－一一一一「■一一一一一▲
ノ
’86　　　．91　　　　－96
年度
．85　　’91　　’96
年度
＊：平成9年版科学技術指標（NISTEP REPORT No．50，1997年5月、科学技術政策研究所）及び
学校基本調査報告書（高等研究機関、文部省）の抜粋統計データより作成
一20－
表4－3　最近10年間の理工系学士、修士及び博士卒就業者の推移＊
年 度
全 就 業者 数 学 部 卒就 業 修 士 卒就 業 博士 卒 就 業
（人 ） 看 数 （人 ） 巻 数 （人 ） 音 数 （人 ）
’8 6
理学 系 10，372 8，851 ，223 298
工学 系 69，168 60，279 ，487 402
計 79，540 銅．130 ，7用 700
（86 鍋 ） （12　㍑） （0．硝）
’9 1
理学 系 11，852 9，661
l
1，850 347
工学 系 81．282 68，89g 1．633 750
計 93，134 78．560 13，483 1，097
（銅 硝 ） （14．硝） （1．錆 ）
’9 6
理 学 系 12，382 9．038 2，807 537
工 学系 88，835 67．857 用，497 1．431
計 101，217 75，895 22，304 2，0日
（76 0‡） （22．6寛） （2．0‡）
カツコ内　 各就 某音 数 ／全 就 某音 数
各就業者数／全就業者数
トー一一叫、、旬
学部卒
186　　　’91　　　’96
年度
修士卒
博士卒
??????????? ?? ?
??????＿???
2鍋
汁一一一一一戎一一／歳
朋年度別　196
2＼
一．・ノー一一ノ
朋年度．91
???????? ???? ????
????????????
人数（千人）
ご二二二二
．86　年度’91　’96
◆一一一一一一
．86　年度191　’96
●一一一一一一一一・一ノ
’86　年度’91　196
ロ：全集業者数
＊：平成9年版科学技術指標（NISTEP REPORT No．50．1997年5月、科学技術政策研究所）及び学校基本調査報告書
（高等研究機関、文部省）の抜粋統計データより作成
これらの結果の概要を以下に示す。
1）進学率
最近10年間の修士及び博士課程への進学率は、
・修士課程進学率が、約15％（86年）→約26％（96年）の1．7倍に、
その絶対数は2．3倍に、
・博士課程進学率が、学部卒者数に対する比率で1．9％（86年）→
3．5％（96年）の1．8倍に、その絶対数は2．4倍に、
それぞれ増加した。
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2）就業者率
一方、各卒業者の社会への就業状況の統計データを整理し表4－3に示すが、
以下のような状況を示している。
・学部卒就業者率は10年間で約87％（86年）→76％（96年）に
減少し、またその絶対数は大卒の全就業者数が増加しているにもかかわらず
91年ごろから減少に転じている。
・修士及び博士卒就業者率は10年間でそれぞれ約12％（86年）→23
％（96年）及び約1％（86年）→2％（96年）と増加の一途を辿って
いる。
（2）本調査研究結果の企業側による採用キャリアー比率と、大卒就業者統計デ
ータとの比較
本調査研究による企業側が採用した修士卒及び博士卒のキャリアー比率は、1
章の表1－1及び1－2に示される。これらの結果を考察するため、上記（1）
の統計データ、すなわち96年理工系修士卒就業者率の23％及び博士就業者率
の2％を基準として比較検討する。
本調査研究結果によると、
・修士卒採用率が20％以下の企業は28社中1社の約4％で、ほとんどの企
業が理工系修士就業者率の23％を越えている。
・また一方、博士卒採用率が2％を下回る企業は約30％と多い。
この比較結果が示すことは、
・各企業の認識として、修士卒採用を増大させているのは企業活動の高度化に
伴い、専門的知識を有する学生に対するニーズが高まっているのではないか
と考える。
・しかし、業種によって異なるが、博士卒採用までの必要性は現状ではそれほ
ど高くはない、との認識と捉えることができる。
（3）企業における採用キャリア率の将来傾向の例
前述のように現在、博士卒採用まではまだ躊躇する企業は多いが、企業の事業
展開が高度化する中、今後ますます創造的な研究及び技術開発が要求される時代
になる。そのため、各企業によるより研究及び技術開発能力の高い、高キャリア
ー者採用の傾向が進むと思われる。その傾向は業種によって異なっており、本調
査研究のアンケート結果に基づき、この傾向性を示す一例として、典型的な高キ
ャリアー率採用のパターンを以下に示す。
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これらのパターンの特徴は、
（丑最近特に高キャリアー採用化が進んだ、
②修士卒採用率が非常に高いものの、博士卒採用率はあまり高くない、
③博士卒採用率が高い、
である。その調査結果を表4－4に示す。
表4－4　先進的な企業における最近の特徴的な修士及び博士採用例
（D　最近特に高キャリアー化が進んだ企業（エレクトロニクス材料、機器メーカ）の例
年次
’92 ’9 3 r94 ’95 ’96
修 士と学士の
比
修 士 20 30 65 89 85
学士 80 70 35 11 15
②　修士採用率が高く、博士採用率は中程度（化学繊維メーカ）
年 次
’9 5 ’9 6
修 士 採 用 率 、
修 士 ／全 体 、 ％ 94．6 95．3
博 士 採 用 率 、
博 士 ／全 体 、 ％ 1．5
3．7
③　博士採用率のもっとも高い（フイルムメーカ）
年次
’95～’97平均
修士採用率、修士
／全体‡、％ 約73％
博士採用率、博士
／全体、％ 約25％
＊全体：全大卒技術系採用者数
（彰の例の企業では4年前の修士卒採用率が20％しかなかったが、96年には
85％の4倍以上に急激に増加している。
②の例では、修士卒採用率が約95％で残りが博士卒と学部卒採用になるが、
ここ数年博士採用率も増加しており、学部卒採用率は1％程度になってしまった。
③の例では、91年から97年までの平均で、ほぼ修士卒と博士卒の採用比率
が73：25で、博士卒採用率が平成8年度学校基本調査報告書統計データの大
学卒就業者中の博士卒割合2％の約10倍以上に達している。また学部卒採用率
は1－2％と非常に低くなっている。
－23－
すなわち、本調査研究のアンケート調査で得られた内容から考察されることは、
日本の主要な製造業企業では、近年の新規事業及び新製品等の開発研究等のため、
より高い知識と能力及び創造性を備えた高キャリアー人材を求めることに積極的
であるといえる。
4－1－2経験者の採用
第47労働統計年報（1994年）における中途採用者（以下本報で用いてい
る経験者採用とする）に係わる調査統計データを抜粋整理すると、図4－1の結
果が得られる。
図4－1今後3年間の経験者の採用の見通し＊
0＼
今後の採用予定　今後の採用予定
手業規模：｛：い
????????????? ． ?
??????
未定　　　　　　無回答
5．000以上1．000・－4．999　300－999　100・－299　　30－99
企業規模（人）
＊：第47回労働統計年報（1994）、労働大臣官房政策調査部の統計ブ一夕を基に作成
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（1）この労働統計データによれば、経験者採用を考えている企業は、
・企業規模平均で約44％であり、
・それらの企業の内、約80％が現状どおりか今後増やしたいと考え、
・企業規模の小さい企業ほど経験者採用に積極的であり、従業員5000人以
上の大企業では、その割合は26％に小さくなる。
（2）一方、本調査研究結果の表1－5によれば、
・28社中22社が経験者採用を現在行っており、その率は約8割になる。
・またその採用動機は、新製品開発も含めた新事業展開が約6割になる。
（3）両者の結果を比較すると、
・労働統計データの”今後採用予定がある”5000人以上の大企業平均は2
6％であり、本調査研究結果はその約3倍にあたる。
（4）これらの結果から考察すると、
・本研究調査対象の企業は、新事業展開等の企業活性が高い企業群であること
がわかる。
・特にその活性の高い企業業種は、本調査研究結果の表1－4から、化学、電
気機器、機械、鉄鋼、及びサービス関連と業種幅が広い。
・特に高キャリアー化採用企業ではあまり含まれていなかった企業の機械、鉄
鋼及びサービス関連が含まれていることが特徴といえる。
・このことは、これらの企業では主に経験者採用者を、研究開発人材の高キャ
リアー人材とは違った狭い分野における即戦力人材として採用しているため
と思われる。
以上のように活発な企業展開において、今後益々戦略的かつ適切な経験者採用が、
新卒者採用と同様に重要になってくる。
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4－1－3技術系女性の採用
本調査研究の技術系女性採用者比率に関する調査結果の図1－1の特徴は、
・化学及び医薬品関連企業において、高い女性採用率を示したことである。
この結果を考察するため、平成8年度学校基本調査報告書の統計データから、
96年度の理工系と化学及び薬学系における女性進学率及び就業率を調べた。そ
の結果を図4－2に示すとともに、比較概要を以下に示す。
図4－2　96年度理工系の関係学科別女性就業者比率＊
（C）女性就業者のキャリアー内訳
＊：平成8年度学校基本調査報告書（高等教育機関縞、文部省）の統計データより作成
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（1）図4－2の統計データからの女性就業者に関する結果
・理学系化学卒の女性就業者率は27％で、理学系全体でも同程度の約23％、
・薬学系卒の女性就業者率は男性より大きく、約65％、
・理工系卒全体での女性就業者率は約9％、
・全体大卒就業者中の男性と女性の修士割合及び博士割合はそれぞれ約2：1。
（2）本調査研究結果の図1－1と図4－2の統計データの比較結果
・本調査研究結果の化学及び医薬晶系企業における高い女性採用割合は、これ
らの関係学科卒からの高い就業者率による。
・しかし、調査対象の化学及び医薬品企業における女性の採用率は、それぞれ
約1割及び2割であり、統計データによる女性就業者率よりかなり低い。
・これらの比較からいえることは、高度な事業展開を行っている大企業にお
いてもまだ技術系女性の採用は、男性に比べ消極的であるといえる。
以上の結果と理工系学部入学者に占める女性割合の近年における単純増加傾向
（平成9年版　科学技術指標　NISTEP REPORT No．50）から判断すると、企業にお
ける適切な女性研究者、技術者の採用が今後ますます重要な課題となってくる。
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4－1胃4　外国人の採用
平成2年の国勢調査摘要データシリーズN0．6「外国人人口・世帯数」（総
務庁統計局、1995）の専門的・技術的外国人職業従事者数の統計データによ
れば、1985年からの5年の間に外国人総数は約1．6倍に増加している。
一方、図4－3は、第48回労働統計年報1995の雇用管理調査データを抜
粋し作成したもので、企業の国際化への対応の人事・労務管理方針の企業数割合
を示すものである。
図4－3　国際化への対応の人事・労務管理方針の企業数
72．9％
ヽ戸規模内訳
0＼
5，000以上　1，000～4，999　　300－999　　100～299　　　30－99
企業規模（人）
＊　第48回労働統計年報（1995）、労働大臣官房政策調査部の統計ギータを素に作成
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この図と本調査研究報告の表1胃6を比較すると、以下のように示すことができ
る。
（1）労働統計年報
・外国人専門職等の採用を増す又は検討する企業割合は、企業全体平均で4．
4％と低い。
・しかし、5000人以上の大企業では、その割合は約30％と高くなる。
（2）本調査研究（表1－6）
・54％の企業が外国人研究者、技術者を採用している。
・採用動機の約50％が外国人の専門能力に期待し、約30％が外国への事
業展開のためとしている。
このように、両者の結果は大企業にいける採用率と採用日的においてほぼ一致
している。
これらのことから、今後国内外での事業展開の競争が激しく、国際化における
先進的な大企業においては、外国人研究者、技術者の採用問題は経験者採用と同
様な位置付けでますます重要となる。
4－1－5　無業者問題
本調査研究のアンケート項目にはないが、大学側のキャリアーと、採用企業側
のキャリアーニーズとの不整合を表す統計データの一つとして考えられるものに、
無業者数がある。
これは大学を卒業したが、進学も就職もしない、また一時的な仕事にも就かな
いものをいう。科学技術指標からのこの最近10年間の大卒無業者率の推移の統
計データを整理し、表4－5に示す。
この表が示すように、各年度における景気変動によるバラツキもあるものの、
学部卒及び修士卒者の無業者率は5％前後で、博士卒の無業者率はその5－6倍
の20－30％である。
博士卒無業者のこの大きな値の要因は、詳細な調査をしないと明らかではない
が、一つの大きな要因としては、企業側の博士卒採用に積極性がないことがあげ
られる。このことは、1－4－1章でも示したように、本調査研究結果の大企業
における修士卒採用率は高いが、博士卒採用率は理工系博士就業者率の2％より
も低い企業が約30％もあったことからも伺える。
今後ますます大学においては高キャリアー化し、博士卒者が増加することは間
違いない。それに伴って博士卒者の無業者率が現在の比率で推移した場合、その
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数自体が一つの社会問題化していく可能性がある。
そのため、博士卒者に対する国及び民間企業等における積極的な対応が必要で
あるとともに、博士卒者の質を高めていくことが重要である。すなわち、現在国
で進めている「ポストドクター等の一万人支援計画」の例でみられるような、積極
的な受け皿の機構と社会的な適合性を図ることを国、企業及び大学側がともに努
力していかなければならない。
表4－5　最近10年間の無業者数の推移＊
年
卒業 者 数 （人 ） 無 業 者 数 （人 ） 無 業 者 比 率 （％ ）
学 部 修 士 博 士 学 部 修 士 博 士 学 部 修 士 博 士
’8 6 36，130 11，639 1，152 2，352 270 367 2．7 2．3 31．g
’9 1 100，322 16，054 1，722 1，481 269 36g 1．5 1．7 21．4
’9 6 117，456 27，509 3，143 7，576 1，070 710 6．5 3．9 22．6
（???????????）?????
’86　　’91　　’96
年度
??????????????
????????????????
???????????
（???????
’86　　’91　’96
年度
＊：平成9年版科学技術指標（NISTEP REPORT No．50，1997年5月、科学技術政策研究所）及び
学校基本調査報告書（高等教育機関編編の各年度版、文部省）の抜粋統計データより作成
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4－2　結論
本調査研究結果及び考察から、以下のように総括的に結論する。
・本調査研究のインタビュー調査及び各種統計データの解析結果の比較検
討から、企業が求める研究者及び技術者のキャリアニーズの実態を考察する
ことができた。
・本調査研究の結果、多くの企業において高キャリア者（修士及び博士）、
経験者、女性及び外国人研究者及び技術者の採用はこれからの事業展開にと
って重要と考え、今後さらに増加させていく傾向にあることがわかった。
しかし、一方では大学における高キャリア化を必ずしも歓迎しない企業もあ
りまた、無業者数の増加等にみられるように、研究者及び技術者に対する需
給に不均衡が存在する等の課題がある。
・そのため大学において、民間サイドのニーズにも十分対応できるよう優れた
高キャリア人材を育成するため、特に大学院大学における教育の一層の向上
が期待される。
また、科学技術基本計画では、研究開発活動の活性化及び高キャリア人材の
活躍の場を拡大すること等をめざした、「ポストドクター等の1万人支援計
画」を推進することとしているが、今後ますます増加する高キャリア人材の
適正な需給に十分配慮することが必要である。
・以上の結論の他、今後関連する調査研究及び議論が更になされることを期待
する。
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本編
1章　研究者及び技術者の採用
大学新卒者の各企業における採用動向のアンケート結果について以下に示す。
1－1　新卒者の採用
本調査研究において調査対象としているのは「企業における研究者及び技術
者」である。実際には、ほとんどの企業で、いわゆる事務系と技術系に分けて採
用しているため、ここでいう「技術系」の人材を調査対象とした。
ただ、中には、事務系と技術系を区別せず、一括して文系学部からも理系学部
からも採用している企業もあった。具体的には、
（1）事務系と技術系を区別しない採用例
1）サービスが3社で、SE（システムエンジニア）として採用している例。
2）医薬品が3社で、化学が1社及び食品が1社で、医薬品営業職（MR；
M－edical Representative，医療情報担当者）として採用している例。
の2つがあった。
（2）区別しない理由
この理由としては、　1）の場合、エンジニアなら専ら理系学部から技術系とし
て採用するのが通例であるが、SEの場合は、［1］その職務の性格上、文系出身者
でも十分対応できること、［2］さらに顧客との交渉等が必要となることが考えられ
る。現にこれらの企業の中には、ここ数年、理系出身者よりも文系出身者の比率
の方が高くなっている（1997年4月採用者で文系比率約80％）企業（サー
ビス：1社）もあった。この企業では、システム開発でも顧客とのやりとりが必
要となるため、採否決定に当たって技術的能力だけでなく対人関係能力も重視す
ることとなり、結果的に文系の比率が高くなっているということであった。また、
サービス以外の業界で独立した職種としてSE（システムエンジニア）を採用す
る場合に、文系・理系不問としている企業（電気機器：1社）もあった。
2）の場合は、営業職なら専ら文系学部から事務系として採用するのが通例で
あるが、医薬品の営業職（MR）の場合は、商品についての高度な専門知識が要
求され、文系出身者だけでは十分対応できないためと考えられる。現に、各社と
も医薬品営業職については、入社後6ケ月間（4月～9月）に及ぶ研修を行い、
自社製晶や医薬品全般にわたる専門的知識の教育を実施している。また、その後
も随時研修が行われている。
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なお、事務系と技術系を分けて採用することについては、「地球環境問題や社
会システムを念頭に置いた事業展開が必要となっており、技術的観点だけでなく
社会科学的観点からの検討も必要となっている」「文理中間型の学部・学科が増
えていることにも配慮する必要がある」「従って、私見ながら、事務系・技術系
別々に採用する方式を見直しても良いのではないか」（機械：1社）という意見
もあった。
さらに、文系出身者を採用する場合、学部卒ばかりというのが普通だが、中に
は文系で修士以上の採用も行っている（文系の採用者全体の中で20％強が修士
以上）という企業（サービス：1社）もあった。
（3）技術と文系間の問題
このほか、「企業の人事担当者は文系出身者が多く、そのほとんどが学士であ
るため、どうしても修士や博士に対するネガティブなイメージ（世間知らず、人
付き合いが苦手、視野が狭い、等）が先行してしまい、理系の修士や博士は損を
している。テレビ等で理系の博士のイメージを覆すような人がどんどん出てくる
と、企業の採用動向もかなり変わってくるのではないか。」という意見に代表さ
れるように、企業において理系の修士、さらには博士が増えれば増えるほど、企
業の管理部門の中心を占める文系出身者（そのほとんどは学士）との学歴・年令
の差が拡大し、理系出身者・文系出身者間の意識の溝がますます深まることが懸
念される。
特に、文系出身者の多くを占める経済学部や法学部においては、もともと修士
課程への進学率が低く、修士課程や博士課程への進学は、将来大学の教員等の研
究者になるコースと位置付けられていることから、今後、企業において理系の修
士や博士の数が増える中で、文系出身者との意識のギャップが従来以上に問題に
なっていくのではないだろうか。
1－1－1　新卒採用者の修士と学士の比率
新卒採用者における修士と学士との比率については、業界や企業によりかなり
異なっており、おおむね以下の4つのタイプに分けることができる。
A　学士の比率が高く、修士の比率が低い企業
B　ここ数年で修士の比率が高まっている企業
C　従来から修士の比率が高く、学士の比率が低い企業
D　職種により修士と学士との比率が大きく異なる企業
E　過去中程度であったが、現在比率を減少させた企業
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（1）タイプA
Aのタイプの企業は、非製造業（サービス業）に多く見られた。具体的には、
1997年の採用で見れば、修士：学士＝25：75（サービス：1社）、修士
：学士＝50：50（サービス：1社）のほか、ほとんど学士ばかりの採用で修
士はほとんど採用していない企業（サービス：1社）もあった。
この理由としては、まず、「これらの業界では、コンピュータや通信等のシス
テムの開発や運用及び管理が技術系従業員の主な業務であり、この業務の遂行に
当たっては、現場での経験が何よりも重要であり、24時間体制で取り組むこと
が必要な場合もあるため」ということが挙げられた。
また、コンピュータや通信等のシステムの開発では、企業が大学における教育
研究に負うところが小さいことも挙げられた（例：「半導体の回路設計技術等は
大学の教育研究にあまり期待できない」（電気機器：1社））。
（2）タイプB
Bのタイプの企業は、主に鉄鋼、機械、電気機器といった業界で見られる。例
えば、91年には修士：学士＝55：45だったのが、97年には75：25に
なった例（鉄鋼：1社）や89年は修士：学士＝50：50だったのが、199
7年には75：25になった例（機械：1社）が挙げられる。
また、ここ数年で修士と学士の比率が大きく逆転した（92年は修士：学士＝
20：80だったのが、96年には85：15になった）例（電気機器：1社）
もあった。具体例は以下の通り。
91～96年の合計で73：27（化学：1社）。
97年は80：20～90：10（鉄鋼：1社）。
97年は75：
95年から70
95年は75：
1社）。
97年は70：
97年は80：
97年は80：
25、91年は55：45（鉄鋼：1社）。
：30、94年までは、50：50（機械：1社）。
25、95年は60：40、89年は50：50（機械：
30（91年から修士：学士比率が逆転）（機械：1社）。
20（電気機器：1社）
20（電気機器：1社）
97年は80：20、94年は55：45、92年は30：70（電気機
器：1社）
96年は85：15、95年は89：11、94年は65：35、93年
は30：70、92年以前は20：80（電気機器：1社）
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97年は60：40（サービス：1社）
97年は80：20（サゼス：1社）
この原因として、そもそも学部から大学院修士課程への進学率が高くなってい
ること、企業の採用数が絞られたこと、さらに大学からの推薦も学士より修士が
優先されることが指摘できよう。この結果、多くの企業で、学校推薦による応募
者中の修士の比率が上昇しているのである。そして、この現象が、学部学生に修
士課程への進学をますます促す結果になっている（例：「学部学生は、大学院を
中心に見ている教授にはあまりかまってもらえず、学校推薦をもらうのにも不利
になるので、ますます修士課程に進学しようとする」（電気機器：1社））。
採用の絶対数で見てみると、応募者中の学士の絶対数が大きく減少しているの
に対し、修士の絶対数はあまり変化していない（例：「96年は修士28名、学
士5名、92年は修士21名、学士100名」（電気機器：1社）、「97年は
修士434名、学士87名、92年は修士342名、学士776名」（電気機器
：1社））という現象も見られた。
つまり、修士の比率が上昇したのは、企業側が積極的に上げようとしたからで
はなく、外部的要因によるものと考えられる。
従って、このように修士の比率が高まっていることに対して不満を持っている
企業もあった。具体的には、「社内には修士を配属するには”重過ぎる”部門
（設計、生産技術、施工管理、品質保証等）もあるため、修士：学士の比率は5
0：50程度が望ましく、修士の比率があまり高くなっても困る」と言う企業
（機械：1社）や、「修士は、学士に比べて研究開発志向が強いため、修士の割
合が現在の70％以上になると、配属先等で問題が出てくると思われ、困る」と
言う企業（機械：1社）もあった。
（3）タイプC
Cのタイプの企業は、化学業界で見られた。例えば、1997年の採用で見れ
ば、修士：学士＝95：5（化学：1社）、修士：学士＝93：7（化学：1
社）、修士：学士＝90：10（化学：1社）等の例が挙げられる（具体例は以
下の通り）。
97年は90以上：10以下（化学：1社）
97年は123名：6名、96年は123名：7名（化学：1社）
97年は　56名：4名、96年は　54名：2名、
95年は　48名：5名（化学：1社）
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この原因として、化学、生物及び薬学等の分野では研究をするのに高い専門性
が要求されるため、研究者及び技術者は修士以上であることが必要となる。この
分野では、企業が大学における基礎研究に負うところが大きく、社内で研究に必
要な専門的能力を高めることは難しいこと等が挙げられた。一方、少数ながら採
用している学士は、生産現場に近い仕事が中心となる機械、電気・電子系が多い
とのことであった。
また、この他に、修士の比率が増えた原因として、「バブル崩壊により経営環
境の厳しい中、従来以上に即戦力を必要としている（入社後じっくり教育してい
る余裕があまりない）」、「企業での研究内容も従来以上に高度化・複雑化して
いる」こと等が挙げられた（化学：1社）。
（4）タイプD
Dのタイプの企業は、主に医薬品業界や食料品業界に見られた。例えば、医薬
品業界では、「研究職」「開発職」「生産職」「営業職（MR）」といったよう
に職種別採用が行われており、その職種によって採用者の学歴が大きく異なって
いる。具体的には、「研究職」「開発職」はほとんどが修士以上（「研究職」に
は博士も）であるのに対し、「生産職」は修士だけでなく学士も多いが最近は修
士の比率が高まっており、「営業職（MR）」ではほとんどが学士である（「営
業職（MR）」には事務系の者も多い）。
つまり、「研究職」「開発職」ではCのタイプと同様の傾向を示し、「生産
職」ではBのタイプに類似しており、「営業職（MR）」はAのタイプに類似し
ていることになる。また、医薬品業界以外でも様々な分野への多角化を図ってい
る企業では、分野ごとに採用者の学歴が大きく異なっており、Dのタイプと言え
る（化学：1社）。
（5）タイプE
Eのタイプの企業は、97年の採用で例年より学士の割合を意識的に高くした
企業もあった。例えば、例年は修士：学士＝80：20だったのを65：35に
した企業（電気機器：1社）、例年は修士：学士＝80：20だったのを70：
30にした企業（電気機器：1社）、例年は修士：学士＝60：40だったのを
55：45にした企業（機械：1社）があった。
この理由として、「バブルの時期に研究部門の人員を増やしたが、今後は逆に
事業部門へ技術者を意識的にシフトしていくため」と言う企業（電気機器：1
社）や、「修士しか採らないという学生側の先入観をなくすとともに、学士を多
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くして欲しいという現場のニーズ（修士では専門領域が狭くなる分、扱いが難し
くなるし、修士を配属するには”重過ぎる”部門も社内には多い）に応えるた
め」と言う企業（機械：1社）や、「半導体の設計のように、大学教育に期待で
きず学士で採用して社内で教育する方が効率的な分野もあるため」と言う企業
（電気機器：1社）があった。
つまり、社内で修士より学士を求める部門が存在し、その部門の強化を図った
り、その部門からの要望（修士より学士が欲しい）に応えるため、というのがそ
の理由である。
以上のように、A～Eのタイプは、おおむね業界別に分かれることとなる。
これらの調査結果を表1－1に示す。この表では、上記タイプ別の企業割合及
びそれらの過去から現在及び将来への採用傾向を示している。
表1－1　修士卒採用割合とその採用動向
タ
イ
修士比率の推移
業種 と企業数過去約 5年 現在の傾向 将来動向
A 低い 同水準 同水準 電気機器 ：1社計 1社 （4％）
8 低い 中程度まで 同水準
サービス：5社、鉄鋼 ：2
社、機械 ・3社 、電気
増加傾向 機器 ：4社．化学 ：1社
計 16社 （5日‘）
C 高い 同水準 同水準
化学 ：3社
計　 3社 （11％）
D
職種別採用が行われ、A、B． 化学 ：1社、食料品 ：l社、医薬品 ：3社
計　 5社（18，のCの各々のタり．に分かれる。
E 中程度
水準を低下
させた。 同水準
電気機器 ：2社
機械 ：1社
計 ：社 （‖％）
合計：28社
比率
低い：20％以下
中程度：20～30％程度
高い：80％以上
傾向タイプ
A：学士の比率が高く、
修士の比率が低い企業
B：ここ数年で修士の比率が
高まっている企業
C：従来からの修士の比率が高く、
学士の比率が低い企業
D：職種により修士の比率が高く、
学士の比率が低い企業
E：過去、中程度であったが現在は比率を
減少させた企業
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推移バターン
：ヒ＝
過去　　　現在　　　将来
低ヒ二二＝＝
過去　　　現在　　　将来
高
低［
過去　　　現在　　　将来
A、B、C混在
：［二二二
過去　　　現在　　　将来
1嶺5冒％
タイプ別比率
この表が示すように、修士の割合が最近上昇しその採用率が60％を越える企
業は、回答企業の約6割に達している。特に高い業種は、その比率が90％以上
の化学業界にみられる。最近の採用率が上昇した原因としては、
・学部から大学院修士課程への進学率が上昇したこと
・企業の採用数が絞られたこと
・大学からの推薦も学士より修士が優先されること
が挙げられる。この結果、学校推薦による企業への応募者中の修士の比率が上昇
しているのである。そして、この現象が、学部学生に修士課程への進学をますま
す促す結果になっている。他方、このような外部的要因により修士の割合が上昇
したことに対し懸念を持っている企業もあり、97年の採用で例年より修士の割
合を意識的に低くした企業も約1割あった。
一方、化学、生物及び薬学等の分野では、上記の外部的要因に加えて、研究す
るのに高い専門性が要求されるため、研究者及び技術者は修士以上であることが
必要となることも原因として挙げられる。
1－1－2　修士及び学士の採用方法
修士及び学士の採用方法の調査結果概要を図に示すと図1－1のようになる。
図　1－1　修士及び学士の応募方法
推薦する学生を
選考、決定
1．求人 2．学生
を推薦
3．合否
の通知
【自由公募制】
選考し、合否を決定
．???㌔
?＿??
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以下その詳細を説明する。
（1）応募方法
技術系の修士及び学士の応募方法については、次の3つのタイプに分けられる。
A．専ら学校推薦制（企業への応募には大学からの推薦状が必要）をとっている。
B．学校推薦制が原則だが、一部について自由公募制をとっている。
C．全面的に自由公募制をとっている。
1）タイプA
Aのタイプの企業は、28社中10社で見られた。ただ、大学から推薦を受
けて応募してきた学生全員が推薦先の企業に採用される（合格する）わけではな
い。この合格率については、業界、企業によってかなり大きい差があり、90％
程度（電気機器：2社）という例もあれば、20％未満（電気機器：1社）とい
った例もあり、その企業と大学との関係や採用規模により異なってくるものと思
われる。
全般的には、バブル崩壊後の企業の採用者数の抑制により、この合格率は低下
傾向にあるという企業が多く、中には、「大学との関係を良好に保つために、数
年前に大学への求人数を採用数に合わせて大きく絞り、合格率が低下しないよう
にした」という企業もあった（機械：1社）。
また、この合格率が低下傾向にある原因として、「修士課程への進学率の上昇
に伴い修士のレベルが低下している」ことを挙げた企業もあった（電気機器：1
社）。このため、「学校推薦とはいっても、大学側で各学生の能力・適性等を十
分踏まえて各企業へ推薦しているとは言い難く、推薦を受けた学生を企業側でさ
らに選抜するので、実質的には、企業への応募者数が多くなり過ぎるのを抑え、
かつ、応募者が特定の大学、学部及び学科に偏るのを防ぐ効果のある自由応募制
である」という意見もあった（機械：1社）。
このように、合格率の低下に伴い、学校推薦制は形骸化し、大学からの推薦状
はもはや合格の保証書ではなくなり、単なる企業への受験票と化す傾向にある。
すなわち、「大学による推薦する学生の選考」は、”1次選抜”として企業への応
募（受験）を可能にするだけで最終選考としての実質的な意味が小さくなってお
り、「企業による選考」の方が最終選考としての実質的な意味を持つようになっ
ているのである。しかし、全体的に見れば、なお、「学校推薦制」というシステ
ム自体は維持されている。
これは、企業サイドから見てなお学校推薦制にはメリットがある（企業への応
募者数が多くなり過ぎるのを抑え、かつ、応募者が特定の大学、学部・学科に偏
るのを防ぐ効果がある）ためだと考えられる。一方、大学サイドや学生サイドか
ら見れば、せっかく企業への推薦状を出しても（もらっっても）、合格できると
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いう保証がないのであれば、学校推薦制のメリットはほとんどなくなり、1社に
しか応募できないというデメリットばかりが目立ってくることになる。
今後は、大学からの推薦状を1社に対してだけでなく複数の企業に対して出す
という変化も起こり、学校推薦制がさらに形骸化し、実質的には自由公募制によ
り接近していくのではないだろうか。
また、採用枠の10～20％程度は、形式的には学校推薦制でも、実質的には
日頃から大学の研究室と交流のある企業の現場からの推薦を受けた者を採用して
いるという企業もあった（電気機器：1社）。
2）タイプB
Bのタイプは、学校推薦制が原則だが、何らかの形で自由公募制をとってい
る企業で、28社中15社で見られ、自由公募制のとり方により以下の4つのタ
イプに分けられる。
（a）学校推薦制と自由公募を併用（どちらで応募しても良い）。
（b）採用数のうち一定の枠を自由公募枠とした。
（C）特定の専攻学科や採用系列において自由公募制を採用。
（d）特定の職種において自由公募制を採用した。
（a）については、5社（食料品：2社、サービス：2社、化学：1社）あっ
た。（b）については、97年度の新卒者採用から、従来の学校推薦枠とは別に
自由公募枠を新設（学校推薦枠47名、自由公募枠10名）した企業があった
（機械：1社）。ただし、結果的には会社側が期待したほど優秀な人材は集まら
なかった（他社に不合格になった者の敗者復活戦のようになったプ　ということで
あり、学校推薦制が形骸化の傾向はあるものの、1次選抜の機能をまだ有してい
ることがうかがえる。また、98年度の採用から採用枠の一部を自由公募枠とす
る方向で検討中と言う企業もあった（電気機器：1社）。
（C）については、化学関係専攻の学生は学校推薦、機械系や電気・電子系専攻
の学生は自由公募制といった例があった（化学：2社）。これは、その会社の知
名度の小さい学科では優秀な学生の採用に苦労する（例えば、化学メーカーは、
化学系の学科では知名度も高く優秀な学生を比較的採りやすいが、電気・電子系
の学科では知名度が低く、他の業界との人材獲得競争も激しいため、なかなか優
秀な学生を採用するのに苦労する）ため、応募の段階で学校推薦という要求をな
くすことにより、少しでも優秀な学生に応募してもらえるようにするためという
ことであった。
（d）では、セールスエンジニア（技術的な知識を持った営業職）について自由公募制を
採用している企業（電気機器：2社）、医薬品営業職（MR；Medical Represen
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tative，医療情報担当者）について自由公募制を採用している企業（食料品：1社、
化学：1社、医薬品：3社）、SE（システムエンジニア）について1998年
から自由公募制の採用を予定している企業（電気機器：1社）があった。これは、
より幅広く人材を集めたいという企業側の意向を反映しているだけでなく、学校
推薦を受けたことが営業に必要な素養を有しているという保証にはならないし、
学校推薦を受けた学生を入社後に営業やSEに配属するのは推薦した大学側がい
やがるので難しい、といった事情があるためとのことであった（電気機器：1
社）。
このほかに、研究職について自由公募制を採用している企業（医薬品：2社）
あった。
3）タイプC
Cのタイプ、28社中3社で見られ、例外的であった（サービス：3社）。
修士及び学士の各企業が採用している応募方法に関するA．～C．のタイプを、
表1－2に示す。
表1－2　修士及び学士の応募方法とその業種と企業数
タ　 イ　 プ 業種と企業数
A
鉄鋼 ：2社、化学 ：2社、機械 ：3社、
電気機器 ：3社　　　　　　　　　　　　　 計 10社
B
食料品 ：2社、化学 ：3社、機械 ：1社、
電気機器 ：4社、医薬品 ：3社、サービス 2社
計 15社
C サービス ：3社
計 3社
合計28社
A：専ら学校推薦制
B：学校推薦制が原則、一部に自由公募制
C：全面的に自由公募制
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（2）選考方法
修士および学士の選考方法については、学校推薦の場合でも自由公募の場合で
も、ほとんどの企業で、（丑面接と、（訝ペーパーテストの2つを採用していた。
（彰の面接については、その回数は企業により異なるものの、ほとんどの企業で
現場の研究者及び技術者（管理職クラス以上の者である場合が多い）が学生の専
門能力（技術的能力）を見［技術面接］、人事部がその人間性（人物面）を見る
［人事面接］という形になっていた。面接をする現場の研究者及び技術者の人選
については、面接を受ける学生の専攻分野と同じ（または比較的近い）分野の者
をあてるという配慮をしている企業がほとんどであった。
なお、面接の具体的な実施方法については、通常の口頭試問形式をとる例が多
かったが、中には、大学での研究の内容を資料を使ってプレゼンテーションさせ、
その技術的能力を見る企業（電気機器：1社）や、集合プレゼンテーション（1
0名程度の学生を集め、各学生の大学での研究テーマをOHPを使って1人5分
間程度プレゼンテーションさせ、その後他の学生との間で質疑応答させる）を行
い。プレゼンテーションや質疑応答のやり方を見る企業（電気機器：1社）もあ
った。
②のペーパーテストについては、適性検査（論理能力、言語能力、計数能力等
を見る）や一般常識テストを行っている企業が多かったが、中にはこれらのテス
トに加えて、専攻学科ごとに要求される基本的知識を問う社内自製のテストを行
っている企業もあった（機械：1社）。
①と②のどちらにどれだけウエイトをかけるかについては、①の面接が中心で、
②は参考程度とする企業が多かったが、②で見る計数能力や専門分野の基本的知
識についてはこだわるという企業もあった（電気機器：1社、機械：1社）。
また、（丑の面接の前に「書類選考」（履歴書＋研究報告書を提出させ、、応募
者の研究テーマや能力が企業側のニーズに合っているか否かの観点から審査す
る）を実施し、この書類選考に合格して初めて面接を受けることができるという
企業もあった（医薬品：2社）。
これは、言うまでもなく、（彰の面接を受ける者の数を抑えるためだが、同時に
この面接に時間と手間がかなりかかることの現れでもあると考えられる。つまり、
研究職の採用では高い専門性を持った人材を採用することが要求され、その高い
専門性のレベルをきちんと判定できる者（研究現場の研究者）が1人当たりかな
りの時間をかけて面接する必要があるため、必然的に面接を受けられる者の数が
限定されてくるのである（例：1人当たり30分面接するとすると、1週間（6
日間）で約100名面接するのが限度。研究現場の第一線の研究者を面接のため
に拘束できるのはせいぜい2週間。そうすると、200名面接するのが限度。何
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百名も来られては対応できない）。（医薬品：1社）。
（3）選考基準
上記（2）の選考方法により選考する際の基準は、当然、I．専門能力（技術
的能力）とⅡ．人間性（人物面）ということになる。
1）専門能力
専門能力については、大学での専攻分野、研究テーマや大学での成績を参考に
しつつ、主に面接での口頭試問により判定し、補完的にペーパーテスト（知識試
験等）の結果を判定に反映させているという企業が多かった。ただ、修士及び学
士の場合は、博士の場合に比べて、専攻分野での高い専門性が要求されているわ
けではなく、「専攻分野で当然知っているべき基本的事項を知っていること」
（鉄鋼：1社）が求められているのが特徴である。
また、知識を重視するだけでなく、ものの見方や考え方を重視する企業も多か
った（例：「入社してやりたいことや仕事に対する考え方等がはっきりしている
ことを重視」（機械：1社）、「大学で行ってきた研究への取り組みの姿勢及び
スタンスを重視」（化学：1社、医薬品：1社）、「大学での研究を通じてきち
んとしたものの考え方や思考プロセスを持っていることを重視」（化学：1
社））。
2）人間性
人間性については、主に人事面接により判定され、補完的にペーパーテスト
（適性検査）の結果を反映させている企業が多かった。また、要求する人間性
（人物面）の具体的中身については、「企業という組織内でうまくやっていける
こと」を重視する企業が多かった（例：「意欲、エネルギー、明るさがあるこ
と」（電気機器：2社）、「対人能力（プレゼンテーション能力、折衝力等）が
あること」（鉄鋼：1社）、「馬力（パワー）か緻密さ（緻密に詰めてものを考
えられる）のどちらかがあること」（機械：1社））。
3）最終評価
最終的に採否を決定する際にI．とⅡ．のどちらをどの程度重視するかについ
ては、「総合的に考慮する」という企業が多かったが、「I．専門能力が30
％、、Ⅱ．人柄が70％」（機械：1社）というように、Ⅱ．の方を重視すると
明言する企業もあった。この理由としては、「バブル崩壊により採用数が減って
いるため、大学への求人数も減り、学校推薦で推薦されてくる応募者の大半がI．
の専門能力で必要なレベルに達している」（機械：1社）といったように、I．
もⅡ．もどちらも大切だが、学校推薦でI．の専門能力は概ね備わっていること
が分かっているため、後はⅡ．の人間性を中心に見ればよい、とする企業がある。
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一方では、「大学での研究は企業では直接は役に立たない」（化学：1社）、
「現場からも人間性を重視して欲しいという要望が強い」（機械：1社）と、修
士・学士レベルでは、I．の専門能力を重視してもあまり意味がなく、Ⅱ．の人
間性の方を重視する企業もあった。
なお、これらの基準に照らして採否を決定していくのは「短期集中式ではなく
五月雨式になるため、絶対評価（一定の水準に達している否かの評価）にならざ
るを得ず、採用予定数がすぐに埋まってしまう年もあれば、逆に採用予定数がな
かなか埋まらない年もあり、この場合は大学院入試に落ちた者の追加募集で埋め
ている」（電気機器：1社）という企業もあった。
最終的に不採用と決定した場合には、ほとんどの企業で、推薦した教授に企業
の人事担当者等が何らかの形（電話する、直接出向く等）で不採用の理由を説明
しているということであった（図1胃1参照）。　中には、面接の際に人事部が
取っていたメモの内容（専攻分野のこういう事項について質問したが、うまく答
えられなかった、さらに別の事項についてもうまく答えられなかった、等）を人
事部の担当者が推薦した教授に説明に行くという企業もあった（鉄鋼：1社）。
なお、修士及び学士の選考方法と選考基準との関係は、図1－2のとおり。
図1－2　修士及び学士の選考方法と選考基準
選考方法・一一一一一一ll細腰量考基司芦
面　 接
・技術面接
・人事面接
ペーパーテスト
・知識試験●
・適性検査　●●
専 門能 力 （技術 的能 力）
・専攻 分 野 にお け る基本 的知識
・モ ノの見 方 ・考 え 方 、 思考 プ ロセ ス
人 間性 （人 物 面 ）
・企 業 とい う組織’内で う まくや って い
け る能 力
（対 人 応 力、 日関る さ、 パ ワー 等 ）
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1－1－3　博士課程修了者の採用実績と今後
博士課程修了者の採用については、その採用規模（大学卒技術系採用者全体に
占める割合）、今後の方向性などで、おおむね以下の4つのタイプに分けられる。
A．博士課程修了者の採用数が極めて少なく（0～3名／年）、今後もその採
用には消極的な企業
B．博士課程修了者の採用数が極めて少ない（0～3名／年）が、今後は採用
に積極的な方向に転換しようとしている企業
C．博士課程修了者の採用数はもともと少なかったが、ここ2～3年でかなり
の数（数名～10数名／年）を採用した企業
D．博士課程修了者をもともとかなりの数（数名～10数名）採用していた企
業
（1）Aタイプ
Aのタイプは、鉄鋼：2社、機械：3社、サービス：3社で見られた。
その詳細な調査結果を表1－3に示す。
表1－3　博士の採用実績（Aタイプ）
業界 企業 博士の採用数
年　 度　　 博士／技術系全体
鉄鋼 A社 97年度　 0名／ 56名
例年　　　 0～ 1名
B社 97年度　 1名／87名
例年　　　 2～ 3名
機　 械 A社 97年度　 1名／ 136名
例年　　　 0～ 1名
B社 97年度　 0名／ 15名
例年　　　 0～数名
C社 97年度　 0名／57名
例年　　　 0～ 1名
サービス A社 97年度　 0名／30名
例年　　　　 0名
B社 97年度　 0名／ 70名
例年　　　　 0名
C社 97年度　 0名／37名
例年　　　 0名
Aタイプ：博士採用が極めて少なく、今後も変わらない。
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このように博士の採用が少ない背景は、「事業部における設計や生産技術関
係の業務にはさほどの専門知識は不要で、むしろ現場での経験が重要なため、
博士は受け入れにくい」（機械：2社）、「博士が修士に比べて勝っている点
はあまりなく、年令が高いというデメリットもあるので、博士の採用に積極的
になれない」（機械：C社）、「博士の質が以前に比べて落ちているし、博士
を欲しいという現場からのニーズもない」（鉄鋼：B社）、といったように、
概ね業務内容から見て博士をあまり必要としないし、今後もそれは変わらない、
ということであった。
（B）タイプ
Bタイプは、機械：1社、電気機器：1社、サービス：2社であった。
その詳細な調査結果を表1－4に示す。
表1－4　博士の採用実績（Bタイプ）
業界
企業 博士の採用数
年度 博士／技術系全体
機械 A社 例年 0～1名
電気機器 A社 97年度 1名／ 130名
サ胃ビス A社 97年度 0名／230名
例年 0～3名
B社 例年 数名
Bタイプ：博士採用は極めて少ないが今後は増加の意向
これらの企業においては、「あまり最先端の研究をやっている会社でもない
ので、あまり博士は必要なかった」（機械：A社）、「会社全体として開発に
重点があるため、開発に必要な人材として学士や修士の確保が博士の採用より
優先される」（サービス：A社）といったように、業務内容から見て博士を必
要としない一方で、今後については、「博士の能力を活用できる分野（オプト
メカトロニクス、バイオ等）が拡大するのに伴い、博士の採用数も増えるので
はないか」（機械：A社）。「重点事業分野（マルチメディア、半導体、電池
等）では、博士の増員を検討中」（電気機器：A社）、「今後は可能な限り博
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士を積極的に採用してきたい」（サービス：A社）、「博士の高い専門性を活
かせる部分の大きい企業なので、今後は積極的に博士を採用していきたい」
（サービス：B社）といったように、博士の専門能力を活かせる特定の分野で
積極的に博士を採用していこうとしている。
（3）Cタイプ
Cタイプは、電気機器6社であった。その詳細な調査結果を表1－5に示す。
表1－5　博士の採用実績（Cタイプ）
業界 企業 博士の採用数
年　 度 博士／技術系全体
電気機器 A社 例年 5～ 10名／ 320名
B社 96年度 6名／39名
95年度 2名／37名
C社 97年度 10数名／450名
D社 97年度 17名／450名
E社 97年度 10名／550名
例年 2～5名
F社 97年度 17名／535名
96年度 8名／499名
95年度 6名／400名
Cタイプ：博士採用は過去少なかったが、最近かなり増加した。
今後の博士の採用の予定については、「意識的には増やしていく予定はない」
「その時々のニーズに合う優秀な人がいれば採用する」（電気機器：C社）、
「博士に対する現場のニーズは研究テーマ次第なので、今後、博士の採用数を増
やすか否か不明確」（電気機器：D社）といったように、社内の博士に対するニ
ーズやそのニーズに見合った博士がどの程度いるかが不明確なため、博士の採用
数を増やすかどうかも明言できないということであった。また、博士をどの程度
まで採用し得るかについては、「（大卒以上技術系の採用数500～600名程
度のうち）博士の採用は毎年20名程度なら可能（全員、基礎研究部門に配属で
きる）」（電気機器：E社）と一定の限度値を示す例もあった。
（4）Dタイプ
Dタイプは、食品2社、化学5社、医薬品3社、サービス1社であった。そ
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の詳細な調査結果を表1－6に示す。
表1－6　博士の採用実績（Dタイプ）
業種 企業 博士の採用数
年　 度 博士／技術系全体
食科品 A社 97年路 2～3名／ 34名
例年 1～2名
B社 97年度 2名／22名
例年 0～ 1名
化　 学 A社 97年度 8名／35名
96年度 7名／28名
95年度 8名／30名
B社 97年度 2名／30名
例年 2名程度
C社 97年度 5名／ 134名
96年度 2名／133名
D社 97年度 11名／ 71名
96年度 14名／ 70名
95年度 9名／ 62名
E社 97年度 4名／ 71名 （2名／ 16名）
96年度 2名／ 74名 （2名／ 13名）
95年度 5名／81名 （4名／ 16名）
（ ）内は、化学、生物、薬学系の内数
医薬品 A社 例年 研究職の 20％が博士
（残り80％は修士）
B社 97年度 11名／ 92名
96年度 7名／ 116名
サービス A社 97年度 数名／ 54名
例年 数名
Dタイプ：博士採用は過去からかなり多く、今後も同程度か増加傾向
この背景については、「特に医薬品関係の分野では、専門性の高い人材が必要
なため、博士をとりたい」（化学：C社）、「研究は以前に比べて高度化・複雑
化しており、修士では不十分なため、博士をとりたい」（化学：B社）、「研究
所からは、もっと博士の採用数を増やして欲しいという要望がある」（医薬品：
B社）、「海外の学会等で発表する場合、修士では研究者扱いされないため、研
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究職には博士を増やしていきたい」（医薬品：A社）といったように、積極的に
博士を必要としているという例もある。
一方では、「修士課程への進学率の上昇に伴い、修士のレベルが以前に比べて
低下しており、高い専門性を求めようとすると博士が必要」（医薬品：B社）、
「特に薬学系では、博士課程への進学率が上昇しているため、博士に対しても門
戸を閲かざるを得ない」（化学：C社）、「博士課程への進学者数が増えている
ので、博士の採用も増やさざるを得ない」（化学：D社）、「採用に当たっては
あまり学歴にはこだわらない」（化学：A社）、「化学系や薬学・生物系では、
研究開発を進めていくには最低限修士以上が必要だが、結果的に博士を採用する
場合もある」（化学：E社）といったように、修士のレベルの低下、博士課程へ
の進学率の上昇等により博士の採用を増やさざるを得ないという例もあった。も
ちろん、この2つの背景両方が重なっている場合も多かった。
なお、「研究を進めるには修士では不十分だが、博士では年を取り過ぎている
面もあるので、修士と博士の中間くらいの人材が欲しい」（化学：B社）という
声もあった。
今後の博士の採用の予定については、「今後も現状通り（2～3名／年）の採
用をしていきたい」（化学：B社）という例もあったが、「博士の採用は今後も
増やしていく」（医薬品：B社）、「その専門分野が企業側のニーズに合い、そ
の能力が即戦力たるレベルに達していれば、博士を積極的に採用したい」（医薬
品：B社）、「研究職の採用者に占める博士の比率を上げていきたい（現在は2
0％程度だが、50％以上にしたい）」（医薬品：A社）、「専門性の高い人材
を専門職として積極的に採用していく中で、博士の採用も積極的に行っていきた
い」（サービス・A社）といったように、今後の博士の採用にも積極的な例が多
かった。
以上のように、A．～D．のタイプは、おおむね業種別に分かれることとなる。
表1－3から1－6までの結果をまとめ、博士の採用割合とその採用動向をタイ
プ別に表した結果を表1－7に示す。この表が示すように、過去から博士採用比
率が10％以上の高い業種は主に化学、医薬品及び食品に見られ、その比率は約
2割になる。今後博士採用を増加させたいとの意向をもつ企業は合計で約7割に
達することがわかった。
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表卜7　博士卒の採用割合とその採用動向
タ
イ
博士の比率の推移
業種と企業数過去約5年 現在の傾向 将来動向
A 低い 低い 低い
鉄鋼 ：2杜、機種 ：3
社、サービス：3杜
計　 7社（26％）
B 低い 低い 増加傾向
機械 ：l社、電気機
器 ：1杜、サービス：2社
計　 4社（15％）
C 低い 中程度 同程度
食料品 ：2杜、化学 ：2
社、電気機器 ：6杜，サー
ビス：l杜
計 11杜（4日‘）
D 高い 高い
同程度か 化学 ：3社、医薬品 ：2
増加傾向 社、
計　 5社（18％）
比率 合計 ：27社???，???
?????〜， ? ????
?????
????? ??? ?
?????、?? ?? ?? 、?? ???、??、??? ?? 、?
??、??? ?? ???＝＝＝＝?
推移バターン
三⊆東
雲［二二二
手：；三
三［＝乗
1－1－4　博士課程修了者の採用方法
（1）募集方法
博士課程修了者の採用方法については、学校推薦制や自由公募制はとらずに、
A：個別に対応する、（例：大学教授からの推薦や博士課程の学生本人からのア
プローチを受けて対応したり、関係のある大学教授に博士の推薦を依摩する、
等）という企業が最も多く、学士や修士と同様に、B：学校推薦制、を実施して
－51肩
いる企業や、C：自由公募制、を採用している企業は少なかった。
図1－3に博士の採用方法の関係図を示す。
図　1－3　博士の採用方法
「誓
大学院　博士課程
」rl 教　 授　　　　　 学　 生
／
A
／
募学生を推薦紹介
売込み
「よ
推薦 推薦依頼
／
企　業 ！
」　　　　　　　 L
1　　　　　　　 「
A：個別対応
B：学校推薦
C：自由公募
1）Aのケース
Aのケースは、食料品：2社、化学：3社、鉄鋼：2社、機械：4社、
電気機器：4社、サービス：1社で見られた。
具体的には、企業側が積極的に公募や大学への求人等をするのではなく、外部
からの働きかけ（大学教授からの推薦や学生本人からの売り込み）があった場合
に「受け身的に」対応するか、積極的に対応するとしても、せいぜい関係のある
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大学教授に「優秀な博士がいれば当社に応募させて下さい」とお願いするという
形になっている。この原因として、まず、「企業側に博士課程修了者を積極的に
採用する意欲がない」ということが考えられる。つまり、企業が博士の採用に消
極的なため、外部から頼まれた場合に限りその学生の選考に入り、採否の決定を
下す、というわけである。
しかし、実際には、博士の採用に消極的な企業だけでなく、積極的な企業でも、
上記（A）の応募形式を採っている例が見られる。この現象は「企業側に博士課
程修了者を積極的に採用する意欲がない」ということだけでは説明できない。
別の原因として、「企業側のニーズにピッタリ合った分野・能力を持つ博士を
採用したいが、学校推薦や自由公募という形で募集すると応募者が多くなり、選
考に時間と手間がかかり過ぎるので、非効率」「企業側のニーズにピッタリ合っ
た分野・能力を持つ博士を積極的にスカウトしようとしても、そのような博士が
どこにどれだけいるかがなかなか分からないので、受け身的な採用にならざるを
得ない」ということがいくつかの企業で挙げられた。
しかし、これでは企業が自らのニーズにピッタリ合った博士の採用に成功する
のは難しくなる。結果的に、企業側のニーズに十分合っていない博士を採用し、
採用後の社内での博士の評価も必ずしも高いものではない、ということになり、
博士を採用しようという企業の意欲を削いでしまう懸念すら考えられる。
今後は、これを防ぎ、「企業側が社内のニーズを踏まえて積極的に博士をスカ
ウトすることが必要」（化学：1社）となろ，う。このためには、企業が自らのニ
ーズにピッタリ合った博士を採用しやすくなるような環境作りを考えねばならな
い。「企業のニーズにピッタリ合った博士がどこにどれだけいるのかというデー
タをもっと整備して欲しい」（医薬品：1社）という声に代表されるように、企
業側に、どのような博士がどこにどれだけいるのかというデータを提供できるよ
うにすることが期待される。
2）Bのケース
Bのケースは、化学：1社で見られた。具体的には、「学校推薦を原則としつ
つ自由公募も併用」という方式を修士及び学士だけでなく博士についても採用し
ているのである。これは、研究だけではなく生産技術や技術営業等にも幅広く従
事できる人なら、あまり学歴（博士、修士及び学士）にはこだわらない、という
採用方針によるものであろう。また、基本的にAの採用方法をとっているものの、
学校推薦による博士の応募も受け入れている企業（食料品：1社）もあった。
3）Cのケース
Cのケースは、電気機器：2社、医薬品：2社、化学：1社、サービス：1社
で見られた。
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電気機器1社では、従来はAの方式をとっていたが、1996年4月採用から
自由公募制に切り替えたケースである。「応募者が多くなり、選考に時間と手間
がかかり過ぎるので、非効率」というデメリットがあるにもかかわらず自由公募
制を採用したのは、博士を積極的に採用するという企業姿勢を内外に明示するこ
とにより、優秀な博士が、従来修士及び学士の求人をしていた（学校推薦を依頼
していた）大学（学部、学科）以外の大学から幅広くも応募してくることを期待
したためとのことであった。
ただ、実際には、博士の採用数自体は増えたものの（1996年：8名、19
97年：14名）、求人をしていた大学（学部・学科）からの応募がほとんどと
いうことであった。　医薬品2社では、研究職として修士または博士を採用する
場合に自由公募制をとっている。
サービス1社においては、職種（アナリスト、コンサルタント、調査、及びス
テムエンジニア）や学歴（博士、修士及び学士）を問わず、すべて自由公募制を
とっており、博士の採用も自由公募により行っている。
博士の応募方法に関する（A）、（B）及び（C）の3つのタイプとその比率
を表1－8に示す。
表1－8　博士の採用方法と業種及び企業数
タ　 イ　 プ 業種及び企業数
A
食料品 ：2社、化学 ：3社、鉄鋼 ：2社、機械 ：4社
電気機器 ：4社、サービス ：1社
計 16社 （70％）
B 化学 ：1社
計 1社 （4％）
C
化学 ：1社、医薬品 ：2社 寒気機器 ：2社
サービス 1社
什6社 （26％）
合計23社
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A：個別対応
B：学校推薦制
C：自由公募制
（2）選考方法
博士の選考方法については、修士及び学士の場合とは異なり、ペーパーテスト
もあるものの、面接中心になっている。これは、博士の場合、修士や学士の場合
に比べてより高い専門能力に着目して採用するためと考えられる。
つまり、その専門能力を判定するにはペーパーテスト等よりも面接（例：本人
に大学での研究内容をプレゼンテーションさせた後、面接官とディスカッション
させる）の方が適切だと考えられるのであろう。
実際、面接においては、その博士の専門能力をきちんと判定するため、その専
門分野と同じ（または近い）分野の管理職を面接官に充てるという配慮をしてい
る企業が多かった。
また、面接の手順を修士・学士の場合とは別にしている（修士・学士の場合は
1回目の面接は若手社員が応対し、2回目の面接で研究所の専門家（部長クラ
ス）が専門能力を見ることにしているのに対し、博士の場合は1回目の面接から
専門能力を見るようにしている）という企業（食料品：1社）もあった。
なお、面接に入る前に書類選考を行い、応募者のうちかなりの比率をこの段階
で落としている企業（医薬品：1社）もあった。
（3）選考基準
上記（2）の選考方法により選考する際の基準は、基本的には、修士及び学士
の場合と同様に、I．専門能力（技術的能力）とⅡ．人間性（人物面）というこ
とになっている。
I．とⅡ．のどちらにどれだけウエイトを置くかについては、ほとんどの企業
でI．の専門能力（技術的能力）の方によりウエイトを置いている。これは、博
士ならではの高度な専門能力に期待して博士を採用しているためであると考えら
れる。
ただし、その博士の専門能力は高い反面、領域が狭いため、そもそもその博士
の専門能力を活用できる場が社内に存在することが前提となる。このため、ほと
んどの企業で、主に研究部門（研究開発本部、研究所等）との面接【技術面接】
により、
①応募してきた博士の専門能力を活用できる部署（その博士を配属できる部
署）が社内にあるか否かを、その博士の専門分野や研究テーマ等から判定す
る。
その上で
②その専門能力のレベルが要求されるレベルに達しているか否かを判定する。
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ことになっていた。従って、必然的に、入社後の具体的な配属先は内定時に決
まってしまうことになる。
また、②の要求される専門能力のレベルとは、多くの企業で、「入社後即戦力
として使えるレベル」とされている。具体的な基準として、「入社後5年目の学
士、入社後3年目の修士の上位1／3のクラスと比較して、これと同等以上なら
採用し、同等未満なら採用しない」を挙げた企業（サービス：1社）があった。
このように専門能力の高さを重視する一方で、企業で採用する以上、「入社後
研究しかやらない、という人は困る」という声も多かった。
具体的には、
「研究しかやらないという人は採用しない」（機械：1社）、「博士でも研究
だけでなく、生産技術開発や技術営業にも従事してもらう」（化学：1社）、
「乳製品開発職では工場勤務ができないという人は採らない」（食料品：1社）
「社内で研究部門以外にも幅広く動ける人なら博士でも採用したい」（化学：1
社）、「入社当初は希望の部署で希望の仕事に就けても、一生それができるわけ
ではないということを内定時に確認しておく」（電気機器：1社）、
といったように、特定の専門分野の研究部門だけに閉じこもってしまうような
人は採りたくない、という企業側の姿勢が明確に表れている。
このような姿勢がとられるのは、博士のように専門能力が高ければ高いほどそ
の領域は狭くなり、時間の経過に伴いその専門領域が陳腐化する（その専門能力
を活用できる社内の部署が縮小したり、なくなったりする）リスクも高くなる。
そのため、このリスクをできるだけ小さくしようという企業側の方針によるも
のと考えられる。
一方、Ⅱ．の人間性（人物面）については、ウエイトは小さいものの、主に人
事部門との面接（人事面接）により判定し、採否の決定に反映させている。
具体的には、「幅広い分野にも対応できる応用力、好奇心」「組織内でうまく
やっていける協調性」「マネジメント能力」を挙げる企業（電気機器：1社）や
「上からの指示を待つことなく、自ら主体的に物事を進めていけること（リーダ
ーシップ、アグレッシブさ）」を挙げる企業（医薬品：1社）があり、企業によ
りかなり異なる部分もあることが分かった。
博士の選考方法と選考基準との関係を、図1－4に示す。
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図1－4　博士の選考方法と選考基準
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（書類選考）
■■■■■■■■■■■■■■■Ⅰ■
面　接
・技術面接
・人事面接
ペ － パ ー テ ス ト ．
◆・知 識 試 験 ・’
・適 性 検 査 ・1・■■
等
■■■■■r．一■■■■■■
選考基司芦
専門能力（技術的能力）
Q）専門分野、研究テーマ
→社内で活用できるか
②専門能力のレベル
→「即戦力」となり得るか
・研究部門以外にも異動
できること
人間性（人物面）
・協調性
・マネジメント能力　等
1胃1－5　博士課程修了者の評価
採用した博士の配属先での評価については、個々の採用した人によることが多
いが、
A：どちらともいえない。
B：積極的に評価できる。
C：どちらかといえばマイナスイメージ
の三つのタイプに分類することができる。
（1）Aのケース
Aのケースでは、「博士だからといって必ず修士より優秀だとは限らない」とい
う声が多く、例えば、「採用した博士の中には、ずっと研究をやりたいという者、
大学に残りたかったができなかったので企業に就職した者もいるが、ビジネスの
現場で自らの知識を活かしたい（例：途上国でのプラントの建設プげェクトに携わ
りたい、商品開発プロジェクトに携わりたい）という者も最近ではいる。「配属先での
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評価もケースバイケース」（機械：1社、電気機器：4社）と，いうことであった。
いずれにせよ、博士の意識も最近変わってきており、「大学で研究生活を続ける
のではなく企業への就職を希望する人も博士課程に進学するようになってきた」
（化学：1社）ということであった。
（2）Bのケース
Bのケースでは、「実際に採用した博士の配属先での評価は高い」（電気機器
：3社）、「採用した博士の80％には満足している」（電気機器：1社）、
「博士は、修士に比べて即戦力として使えるまでの期間が短い（入社後半年くら
いで即戦力として使える）」（医薬品：1社）、「採用時には修士とあまり差は
出ないが、すぐに修士との有意な差が出る」（医薬品：1社）といったように、
配属先での評価は高い（あるいは評価の高い者しか採用しないとも言える）とい
う声もあった。
（3）Cのケース
Cのケースでは、「博士の質が昔に比べて下がっている」（鉄鋼：1社）とい
う意見もあった。博士課程への進学率の上昇によるものとまず考えられるが、
「教授に言われたことだけを真面目にこなす学生が博士課程に進学しているので
はないか」という指摘もあった（鉄鋼：1社）。
これらの評価の分類の比率を図示すると表1－9のようになり、積極的な評価
とケースバイケースの評価が括抗し、マイナス評価は一割強であった。
表ト9　博士課程修了者の採用後の評価
ケース 業種と企業数
A
機械 ：1杜
電気機器 ：4杜
化学 ：1杜　　　 計　 6社（43％）
B
電気機器 ：
医薬品 ：2社
計　 6社（43％）
C
鉄鋼 ：2社
計　 2社（14％）
合計：14社
???
? ?
?????? ?? ??? 、??
評価ケース比率
イナスイメージ
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1－1－6　博士課程修了者の採用を増やす方策
企業が博士課程修了者を採用するのは、その高い専門性に着目し、その専門能
力を活かした業務に就くことにより、企業に貢献してもらうことを期待している
からと考えられる。その一方、博士課程修了者は専門性が高い反面、その領域が
狭いため、その専門能力を活かせる社内の部門や事業が時代の変化に伴い、縮小
したり消滅したりする可能性があり、その場合にその博士の処遇に困る（他部門、
他事業への配置転換が難しい）こととなる。
このように「博士はつぶしが効かない」ということは、博士を採用した企業側
にとってのリスクであるだけでなく、採用された博士自身にとってのリスクでも
あるため、このリスクを少しでも小さくすることが博士の採用を促進する上で極
めて重要となる。このためには、博士のような専門性の高い人材の流動性を高め
る社会システムを構築し、これらの人材が自らの専門的能力を十分に活用できる
場を求めて転職し得るような環境になれば、企業も博士の採用により積極的にな
れるし、博士も企業への就職により積極的になれるであろう。
なお、「博士はつぶしが効かない」ということについては、「研究分野から企
画部門に異動してくれ、と言った場合でも、修士に比べて博士の方が研究の厳し
さを知っているためか、比較的切り替えが早い」という声もあった（医薬品：1
社）。　また、博士の高い専門性を企業で最大限有効に活用するには、その博士
の専門性の分野、領域やレベルが企業側のニーズに合っているか否かがカギとな
る。企業がそのニーズにぴったり合った博士を採用するには、企業が博士の採用
に受動的にではなく能動的に取り組むことが必要なのはもちろんだが、どこにど
のような分野、簡域及びレベルの博士がいるかという情報を企業側に提供できる
ようにすることが必要となろう。
1－2　新卒者の通年採用
1－2－1　採用規模
新卒者を採用する場合、従来は4月にまとめて採用するというのが通例だった
が、近年、4月以外の時期にも新卒者を採用する企業が現れている。これは「通
年採用」あるいは「採用時期の多様化」などと呼ばれている。採用形態の種類を
表1－10に示す。
－59－
表1－10　採用形態の種類
国内から採用 海外から採用
新卒者 日本人 新卒者の4月 ■第ニ 溺沖への常手生川′
採用 （1－1） ノ級軒 り 十 酎　 ノ：
外国人 日本への留学生 在外外国人学生
（1－6） （1－6）
経験者 日本人 他企業、大学等在籍者 ボス ドク
・他企業
・大学
・ボス ドク
（1－4） （1－4）
外国人 ボス ドク
（1－6）
なお、ここでいう「通年採用」「採用時期の多様化」とは、日本人の新卒者を
対象としたものであ。（表卜10の［コの部分）、同じく4月以外の
時期に採用が行われ得る日本人の経験者採用（いわゆる中途採用）（表1－10
の［コの部分）や外国人の採用は後述する0
このため、この「通年採用」に実際に含まれるのは、海外での日本人留学生を
採用するケースが中心で、これ以外に少数ながら、国内の日本人学生を4月以外
の時期に採用するケース（例：7月に博士論文の審査が修了した者を9月に採用
した（いわゆる”第二新卒つ（電気機器：1社））も含まれることになる。
今回調査した企業の中では、この「通年採用」を実施している企業もあれば、実
施していない企業もあり、その方針は企業により様々であった。
（1）通年採用を実施している企業
通年採用を実施している企業では、その対象となっているのは、ほとんどが日
本から外国への留学生の採用であった。これは卒業時期の違いによるものである
ことは言うまでもない。
採用している留学生の学歴については、「海外の大学院に留学して博士号を取
得した者を採用した」（医薬品：1社）、「海外の大学院博士課程在学生を採用
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した」（医薬品：1社）、「海外の大学院に留学して博士号を取得した者やMB
Aを取得した者を採用した」（サービス：1社）と博士号取得者を挙げる例が多
かった。
また、採用している留学生の留学先の国については、ほとんどの企業で「欧
米」となっていたが、「米国」と明言する企業もあった（電気機器：1社、サー
ビス：1社）。
さらに、海外留学生を採用した動機については、「海外（欧米）での研究開発
に関する情報を入手するため」（医薬品：1社）、「米国の方が情報関連技術が
進んでいるため」（サービス：1社）といったように、海外の方が日本よりも技
術水準が高い分野でその海外の技術情報を得る、という動機が見られた。
なお、これまで述べてきた海外留学生とは、当然、技術系の者であるがー技術
系ばかりではなく事務系の海外留学生の採用も行われている。中には「1996
年から海外留学生の採用を行っているが、事務系だけで、技術系を採用した実績
はまだない」（機械：1社）という企業もあったくらいである。
一方、「10年くらい前から海外への留学生を採用しており、事務系と技術系
が半々の割合だが、今後は技術系の比率を上げていきたい」（機械：1社）と今
後は技術系の採用を増やしていくという企業もあった。また、事務系の場合、採
用の動機や採用した海外留学生の留学先の国なども技術系の場合と異なっており、
例えば、「海外展開先（中国、台湾等）での営業活動のため、その国の言語に堪
能な留学生を採用した」（医薬品：1社）といったように、海外（途上国）での
事業展開に従事させるために、その国への留学生を採用する形になっている。
一方、海外留学生の採用の他に、新卒者を4月以外の時期に採用する例は極め
て少なく、例えば、「7月に博士論文の審査が修了した者を9月に採用した」
（電気機器：1社）といった例がある程度だった。
（2）通年採用を実施していない企業
（1）で述べたように、通年採用により海外留学生を採用するのは、海外への
事業展開を念頭に置いている場合もあるが、通年採用を実施していない企業の中
には、「事業の海外展開を図る上で、その国への留学生を採用しても入社後の教
育に時間がかかるので、むしろ国内の社員をその国に2年間留学させて対応する
方が効率的」という意見（サービス：1社）もあった。
一方、「現在は新卒者は4月採用一本だが、4月以外の時期の採用を希望する
学生がいるという話が大学教授から毎年数件はあり、今後は4月以外の時期の採
用を検討中」（化学：1社）と方向転換を検討している企業もあった。
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1－2－2　採用方法
募集方法については、インターネットによる募集、雑誌への広告の掲載、海外
での説明会及び面接会の実施等により積極的に募集している企業が多かったが、
外部からのアプローチに対して受け身的に対応している企業もあった（下記参
照）。
（1）積極的に募集している企業の例
・「インターネットで随時公募している」（サービス：1社）
・「雑誌に広告を掲載したり、海外での面接会を開催し、たりしている」（機
械：1社）
・「Job Fair等で公募している」（サービス：1社）
・「欧米の特定の大学に対して募集している（20～30名）。欧米人を念
頭に置いて募集しているが、日本人が応募してくることもある」電気機器
：1社）
（2）受動的に対応している企業の例
・「関係ある大学教授からの推薦による」（医薬品：1社）
（3）かつては積極的に募集していたが、現在は受動的に対応している企業の例
・「バブルの時期は海外で日本企業合同の海外留学生向けセミナーを開催し
ていたが、現在は積極的に募集はせず、外部からアプローチがあれば対応
している」（サービス：1社）
1－2－3　採用時期
実際に採用する時期については、年間の特定の時期に限らず、完全に随時採用
している企業（例：「1996年は結果的に4月と12月に採用した」（電気機
器：1社）、「採用時期はケースバイケースだが、全体的には10月が多い」
（医薬品：1社））ばかりではなかった。
むしろ、年間の特定の時期にまとめて採用している企業（例：「募集・内定は
随時だが、入社時教育をまとめて行うため、採用は4月または10月にまとめて
行う」（機械：1社））がかなりあった。中には、入社時教育等のためにすべて
4月にまとめて採用している企業（例：（電気機器：1社、サービス：1社））
もあった。
ただ、今後については、「海外留学生も原則として4月に採用しているが、今
後は通年採用することを計画している」（電気機器：1社）と企業側の都合で採
用時期を4月に限定することはやめようとしている企業もあった。
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1－3　経験者採用
1－3－1　採用規模
わが国においては、企業が労働力を確保しようとする場合、新卒者の採用によ
るのが通例であった。つまり、新卒者の採用があくまでも主流であり、新卒者以
外の者（経験者；新卒後、他企業で勤務した経験のある者等）の採用（以下、
「経験者採用」という）はあくまでも補完的なものに過ぎなかった。そして、新
卒者の採用後定年までの間、最初に雇用した企業が基本的に雇用するという、い
わゆる「終身雇用制」がとられてきた。しかしながら、近年、この「経験者採
用」を行う企業が増える傾向にある。以下、詳しく述べる。
なお、このような「経験者採用」は、「中途採用」と呼ばれることが多いが、
今回調査した企業の中には、「新卒者の4月採用」以外のすべての採用を「中途
採用」と呼ぶ企業もあり、これでは新卒者の4月以外の時期の採用も含まれてし
まうことになる。このため、誤解を避ける観点から、ここでは「中途採用」とい
う用語を用いないこととする。
（1）採用実績
どの程度の規模で経験者採用を行っているかについては、企業により様々だが、
概ね以下の4つのタイプに分けることができる。
A．経験者採用の数はもともと少なかった。
B．経験者採用の数は、バブルの時期は多かったが、ここ数年は大きく減少し
ている。
C．経験者採用の数は、ここ数年かなり多くなっている。
A．の具体的な例としては、
・「1996年度はゼロ」（食料品：1社）
・「年間5名程度を採用している」（食料品：1社）
・「ここ数年は年間0～1名程度を採用している」（化学：1社）
・「ほとんど採用してこなかった」（医薬品：1社）
・「年間数名を採用している」（医薬品：1社）
・「年間2～3名を採用している」（医薬品：1社）
・「数年前まではゼロだったが、過去2年間で5名を採用した」（機械：1
社）
・「1995年まではゼロだったが、1996年に初めて6名を採用した」
（機械：1社）
・「ここ数年は年間2～3名程度を採用している」（電気機器：1社）
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「年間数名（10名未満）を採用している」（サービス：1社）
B．の具体例としては、
・「バブルの時期には年間数十名採用していたが、ここ数年は年間数名程度の
採用である」（化学：1）
・「バブルの時期には年間5～6名採用していたが、ここ数年は採用はゼロで
ある」（化学：1社）
・「バブルの時期には年間10名程度採用していたが、ここ数年は年間1～2
名程度の採用である」（化学：1社）
・「92年までは年間10名以上採用していたが、93年からは年間0～2名
の採用である」（鉄鋼：1社）
・「バブルの時期には、年間数十名を採用していたが、1996年度には約2
0名を採用した」（電気機器：1社）
・「バブル崩壊後は採用数も少なくなっていた」（電気機器：1社）
C．の具体例としては、
・「ここ2年間で約20名を採用している」（化学：1社）
・「（博士や外国人も含めて）年間10名程度を採用している」（鉄鋼：1
社）
・「94年からは、年間20～30名を採用している」（機械：1社）
・「95年春から再開し、95年には約10名、1996年には約50名採用
した」（機械：1社）
・「年間約80名を採用している」（電気機器：1社）
・「96年から、年間数十名採用している」（電気機器：1社）
・「96年から、年間約50名を採用している」（電気機器：1社）
・「95年から年間50名を採用している」（サービス：1社）
・「年間数十名採用することもある」（サービス：1社）
・「過去1年間で200名を採用した」（サービス：1社）
このように、全体的には、94～95年頃から経験者採用の数は増加傾向にあ
ると言える。
経験者採用の採用状況をA、B及びCのタイプ別に表すと、表1－11のよう
になる
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表1－11経験者採用の採用状況と業種及び企業数
タイプ 業 種 と企業数
A
食 料品 ：2杜 、医薬品 ：3社
化 学 ：1杜 、機械 ：l社
電 気機器　 3社 、サー ビス：1社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 計 10杜 （38．5％）
8
化 学 ：3杜、電気 機器 ：2社
鉄鋼 ：1社
計　 6社 （23％）
C
化学 ：1社、鉄鋼 ：1社
機械 ：2社 、電気機器 ：3社
サイ ス：3杜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 計 10社 （38．5％）
合計：26社
＊　Cが今後増加する傾向にある
タイプ
A：もともと少ない
B：バブル時期は多かったが最近少ない
C：最近かなり多い
（2）今後の傾向
今後については、バブルの時期のような大々的な経験者採用こそしないものの、
積極的に経験者採用をしていきたいという企業がかなりあった（具体例は以下の
通り）。
・「今後は、本当に必要な分野の人材を必要最低限の数だげ’ピンポイント的
に”採用していきたい」（化学：1社）
・「今後は、新卒採用：経験者採用＝2：1程度の割合で研究職を採用して
いきたい」（医薬品：1社）
・「1996年度に初めて6名を採用し、今後も年間10名程度を採用して
いきたい」（機械：1社）
・「1997年から年間10名程度（これまでは年間2～3名）採用してい
きたい」（電気機器：1社）
・1996年度に50名、1997年度以降は年間100名程度を採用する
予定　（電気機器：1社）
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「1997年から本格的に経験者採用を開始し、約100名のエンジニア
を含む250名を公募し、採用した」（電気機器：1社）
1－3－2　動機および目的
経験者採用の動機や目的については、ほとんどの企業で「新規事業や急速に伸
びている事業を実施するため」が挙げられた。これらの事業においては、社内に
対応できる人材がおらず（又は少なく）、かつ、社内の人材を教育したり、新卒
者を採用して教育するだけの時間的余裕がないことから、新卒者採用でなく、経
験者採用で対応するのである（具体例は以下の通り）。
・「医薬品開発のために製薬会社から人材を採用している」（化学：1社）
・「新規事業のために電気・情報系を中心に採用している」（化学：1社）
・「半導体、情報通信等の重点分野や新規事業分野の充実のため、電気・電子、
情報、材料系の者を採用した」（電気機器：1社）
・「社内で手薄な分野を充実させるために、半導体プロセス、回路設計、通信シス
テム等の技術者を採用した」（電気機器：1社）
・「半導体、情報・通信、電池等の重点分野や新規事業分野に対応するため、
経験者を採用した」（電気機器：1社）
・「ケーブルテレビ事業や携帯電話事業を実施するため、経験者採用を実施し
た」（電気機器：1社）
・「新規事業を実施するために、コンピューターに強い者を採用した」（サー
ビス：1社）
・「人材の手薄な部分を補うため、コンサルティング会社、コンピューターメ
ーカー、金融機関等から採用した」（サービス：1社）
・「金融機関向けのシステム開発等のために、金融の業務知識のある者を金融
機関から採用した」（サービス：1社）
・「社内で不足している能力を強化するために、経験者採用を実施した」（サ
ービス：1社）
・「伸びている事業部門の人員を補充するため」（サービス：1社）
・「エレクトロニクス事業やエンジニアリげ事業を実施するため、電気・電子、情報、建築、
土木系の者を採用している」（鉄鋼：1社）
・「新規事業の実施のために、主に電気系の者を採用した」（鉄鋼：1社
所）
・「新規事業の立ち上げのため」（医薬品：1社）
・「社内で手薄な部門を強化するため」（医薬品：1社）
・「人材の層が薄い部門を補充するため」（食料品：1社）
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・「新規事業実施のため」（食料品：1社）
この他に、経験者採用の動機として、「社内のカルチャーを変えるため」を挙
げた企業（電気機器：1社）、「社内の年齢構成のバラツキを是正するため」」
を挙げた企業（機械：1社）、「海外（主に米国）での研究開発に関する情報を
得るため、海外のボスドクを採用した」（医薬品：2社）を挙げる企業もあった。
また、特殊な例として「新規事業を実施するための経験者採用とは別に、退職
補充や新規サービス実施等のために警備員を大量に（半年で100名）採用して
いる例（サービス：1社）や「退職者補充のためにシステムエンジニアを大量に
採用している」（サービス：1社）といった例もあった。
以上の経験者の採用動機及び目的をタイプ別に分類すると、次の四に分類でき
る。
A：新製品等の開発
B：新規事業
C：補充
D：その他
このタイプ別の動機及び目的に該当する業種及び企業数と、そのタイプの企業
数比率を示すと表1－12のようになる。
表1－12　経験者採用の動機、目的別業種及び企業数
タイプ 業種と企業数
A
化学 ：1杜
医薬品 ：1杜
計　 2社 （9％）
B
化学 ：1社、電気機器 ：3社
ダビス：3社、鉄鋼 ：2社
医薬品 ：1社、食料品 ：1杜 計　 ＝杜 （50％）
C
電気機器 ：l社、サイ ス：4社
医薬品 ：1杜、食料品 ：1杜
計　 7社（32％）
D
電気機器 ：1社
機械 ：1杜
計　 2社 （9％）
合計 ：22社
????
?????????
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動機、目的別比率
この表が示すように、新製品等の開発を含めると、新事業関連に係わり経験者
を採用する企業割合は約60％にもなる。
なお、経験者採用で採用した者の前歴は、他の企業に勤務していた者が多いの
は当然だが、「大学の教官・助手やボスドクを採用する例もある」（電気機器：
1社、鉄鋼：1社）、「主に海外のボスドクを採用した」（医薬品：1社、1
社）といった例も少数ながらあった。
1－3－3　採用方法
（1）採用方法
経験者の採用方法については、次の3つのタイプがある。
A．応募者からのアプローチ（本人からの売り込み、大学教授からの紹介等）
に対応する
B．特定の大学教授に頼んで必要な人材を推薦してもらったり、人材斡旋会社
に頼んで必要な人材をヘッドハンティングしてもらったりというような形で、
必要な人材を確保
C．就職情報誌やインターネット等で公募する
経験者の採用方法概要を図1－5に示す。
今回調査した企業の中には、まず、「B．の方法を中心に、A．やC．の方法
を併用する企業」があった。例えば、「A．の時もあればB．の時もあり、ケー
スバイケース」という企業（化学：2、機械：1社）といった例や「B．の時も
あればC．の時もあり、ケースバイケース」という企業（電気機器：1社、サー
ビス：1社）もあった。
この原因としては、まず、わが国では、新卒者採用があくまでも中心で経験者
採用は補完的なものに過ぎないため、経験者採用の市場自体がまだ小さく、A．
のように受動的な方法ではもちろんのこと、C．のように公募してもなかなか欲
しい人材が採用できないこと挙げられよう。
さらに、このような経験者採用をしようという技術分野（＝新規事業分野又は
急速に伸びている分野）では、各企業間での人材獲得競争が激しいことや、企業
側のニーズと大学側の教育内容が合っていない（例えば、半導体の回路設計のよ
うな企業側のニーズの高い分野の教育が大学では十分に行われていない）ため、
企業側のニーズに合った人材の数自体が少ないことも挙げられよう。
現に、「20名公募しても1～2名しか採用できず、結果的に公募を継続する
ことも多い」（サービス：1社）といった例があり、企業側の人材に対する需要
と供給とが合っていないことがうかがえる。
一方、C．の公募を中心に据えている企業もあるが、これは、数多く採用しよ
ー68－
図　1－5　経験者の採用方法
A：個人応募
B：個別推薦
C：公募
うとする場合にはB．のように個別に”人捜し”をしていられないためと考えら
れる。例えば、「250種の仕事を明示し、C．の公募をした」（電気機器：1
社）、「必要が生じる度に、C．の公募をした」（電気機器：1社、サービス：
4社）、「研究所でC．の公募をしている。」（食料品：1社、医薬品：1社）
といった例が挙げられる。
ただし、この場合でも、「半導体の回路設計の技術者や情報通信ネットワーク
の技術者等を多数公募しても、応募してくる者は少ない」（電気機器：1社）と
いった例があり、上述の場合と同様に、企業側の人材に対する需要と供給とが合
っていないことがうかがえる。
また、「ボスドクを採用しようとする場合に、国内外を問わずどこにどの分野
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のボスドクがどれだけいるのか、という情報が不十分であるため、企業が主体的
に採用活動を行えず、特定の大学教授に頼んで適切な人を推薦してもらったり、
公募したりということになってしまう。もっとこのような情報が入手しやすいよ
うな体制整備を考えて欲しい。」という意見（医薬品：1社）もあった。
（2）選考方法
具体的な選考方法については、面接を挙げる企業がほとんどだった。面接の形
式としては、ほとんどの企業で、応募者の専門能力（技術的能力）を判定する現
場の技術者（＝入社後の配属先の上司）による面接（技術面接）と人柄等を判定
する人事部門の人間による面接（人事面接）とが、同時に又は別個に行われてお
り、技術面接の方にウエイトが置かれていた。
なお、特殊な例として、「システムエンジニアの採用に当たっては、面接に加
えてコンピュータのスキル調査を行っている」（サービス：1社）といった例が
あった。
（3）選考基準
採用基準については、修士及び学士の採用とは異なっており、博士の場合に類
似している。つまり、ほとんどの企業で、人間性よりも専門能力（技術的能力）
が重視され、その専門能力については、
1．応募者の過去の経歴等から見て、専門分野・領域が企業側のニーズに合っ
ていること
2．応募者の専門能力（技術的能力）のレベルが即戦力たるレベルに達してい
ること
の2つが要求されていた。これは、前述（2）で示した「社内の人材を教育した
り、新卒者を採用して教育する時間的余裕がない」ことに起因しているのは言う
までもない。また、このような基準に照らして採用が決定した時点で入社後の具
体的な配属先も決定していることになる。また、このような基準に照らして選考
するのに要する時間については、「専門性は高いものの”っぶし”の効かない人材
を採用することになるので、面接でも色々な人が会いたがり、新卒者採用の場合
に比べて時間がかかる。」（サービス：1社）といった意見もあった。
この他に、経験者採用の動機に即して、選考基準に「社内にないカルチャーの
持ち主であること」（電気機器：1社）を挙げる企業もあった。
また、年令については、「35才程度まで」と求人広告等で示している企業が
多く、実際に第一線の現場で即戦力として働ける人材が経験者採用では求められ
ていることが分かる。「公募で年令制限はないが、現場の長からの要望もあり、
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現実には35才くらいまでの者を採用した。」（サービス：1社）といった例も
あった。　ただし、実際の採用では「40代以上の者を採痢した」（電気機器：
1社、サービス：1社、鉄鋼：1社、機械：1社）、「特定の専門分野において
は、年令にこだわっていると適切な人材を確保できず、40代以上の者を採用し
た」（電気機器：1社）といった例もあり、中には「新規事業を立ち上げる場合、
他企業で管理職の経験があり、部下の指導や技術の伝承ができる人がいないと、
若い人だけではなかなか成果が出ない」（化学：1社）、「管理職的な意味合い
で40代の者を採用した」（電気機器：1社）といったように、意識的に管理職
クラスの者を採用した例もあった。
1－3－4　採用時期
採用時期については、これまでに述べたように、「新規事業や急速に伸びてい
る事業の実施のために」「即戦力」を求めて経験者採用を行っているのだから、
「毎月数名ずつ採用し、毎月初めに入社式を行っている」（サービス：1社）
「1年間継続して募集し、その都度採用している」（医薬品：1社）といったよ
うに、随時採用を行っている企業がほとんどであった。
1－3－5　社内での意識
なお、このように経験者採用により採用された者は、前述のとおり、わが国の
多くの企業においては、新卒採用者を補完する”例外的な”存在であるため、社内
においてこれらの者に対する偏見や差別意識のようなものがあるのではないか、
と推測される。現に、「今後、経験者採用を積極的に行っていく」という企業の
中でさえも、「他の企業から転職してきた人に対する意識には特別なものがあ
る」という意見もあった。
一方、「過去、自社の急成長及び多角化に伴い、かなりの数で経験者採用を行
ってきたため（例えば、35～40才の技術者の約半数が経験者採用による採用
者）、社内に経験者採用による採用者に対する差別はない」という企業（機械：
1社）もあり、その企業の歴史や長年育まれてきた風土により、経験者採用に対
する社内での見方が大きく異なっていることが分かる。
1－4　女性の採用
′
1－4－1　採用実績
大卒以上の技術系の採用者全体に占める女性の割合については、今回調査した
企業の中でも様々だったが、おおむね10％未満の企業は主に鉄鋼、機械、電気
機器といった業界で見られた。詳細は表1－13に示す。
ー71－
表1－13　女性の採用数及び割合（おおむね10％未満の例）
業界 ：企業 年　 度
女性の採用数／
大卒以上技術系全体 女性の割合
食料品 ：B社 97年 0名／　 22名 0　　 ％
化学 ：A社 97年 2名／　 35名 5． 7％
化学 ：B社 97年 2名／　 30名 6． 7％
鉄鋼 ：A社 97年 1名／　 56名 1．8％
鉄鋼 ：B社 97年 2名／ 100名 2　　　 ％
機械 ：A社 97年 0名／ 136名 0　　 ％
機械 ：C社 97年 0名／　 57名 0　　　 ％
機械 ：D社 97年 6名／ 100名 6　 ．％
電気機器 ：A社 97年 5名／ 130名 3． 8％
電気機器 ：B社 97年 20名／ 320名 6． 3％
電気機器 ：C社 96年 1名／　 39名 2． 6％
電気機器 ：D社 97年 約45名／ 450名 約 10％
電気機器 ：E社 97年 30名／ 450名 6． 7％
電気機器 ：F社 97年 30名／ 550名 5．5％
電気機器 ：G社 97年 25名／ 535名 4．7％
サービス ：A社 96年 1名／　 40名 2． 5％
サービス ：B社 98年 1名／　 69名 4．4％
（参考）在学生に占める女性の割合（専攻別）
（学 部） （修 士 課程 ） （博 士課 程 ）
理 工 学 （全 体） 10． 9％ 3． 8％ 8． 8％‾
機械 工 学 2． 4％ 2． 3％ 4． 6％
電気 通信 工 学 5． 1％ 4． 4％ 5． 8％
金属 工 学 5． 0％ 3． 4％ 5． 3％
★r平成8年度学校基本調査報告書」（平成9年3月、文部省）に基づき作成
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このように女性の採用比率が低くなっている原因としてまず挙げられるのは、
「採用している学部、学科における女性の割合が低いため」ということであっ
た（具体例は以下の通り。これは、技術系の採用については学校推薦制が原則
となっていることによるものと考えられる。
・「機械系の者の採用が一番多いが、この内機械系の学科には女性はほとんど
いない。」（鉄鋼：1社）
・「機械系、電気、電子系及び材料系の者の採用が多いが、学校推薦されて
くる女性自体が少ない」（鉄鋼：1社、機械：2社）。
・「化学系の者の採用が多い一方で、応募してくる女性自体が少ない」（化学
：1社）。
・「電気・電子系、機械系の者の採用が多い一方で、応募してくる女性自体が
少ない」（サービス：1社）。
・「機械系、電気・電子系の者の採用が多いが、1997年4月の採用にお
いては学校推薦されてくる女性はゼロだった」（機械：1社）
・「電気・電子系、機械系の採用が多いが、学校推薦されてくる女性自体が
少なく、推薦されてきた女性は全員採用している。」（電気機器：2社）
従って、女性の割合が低い学部・学科からだけでなく、女性の割合が比較的高
い学部、学科からも採用する企業については前述した企業に比べると、かなり技
術系の採用者全体に占める女性の割合も高くなっている。具体例は表1－14
に示す。
なお、システムエンジニアの採用を中心に、事務系・技術系を問わず採用して
いる企業では、女性の割合が高くなっている。具体例は表1－15に示す。
また、今回調査した企業の中には、採用実績のある学部、学科における女性の
割合とは無関係に、技術系の女性の採用数を増やした企業もあった。具体的には、
①獲得しようとする学生が他の業界との間で人材獲得競争の激しい学部・学科
の者であるため、男性だけでは必要数を確保するのが難しく、
②社内では新しい事業分野に配属するため、長い歴史のある事業分野に配属す
る場合と比べて、女性を採用する上での障害は少なく、
③個人の能力に依存する部分の大きい業務に従事させる、といった理由から女
性を採用する、というものである（化学：1社）。
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表1－14　女性の採用数及び割合（比較的高い例）
業種 ：企業 年　 度 女性採用数／ 女性の採用 主に採用 している
大槻上技術系全体 割合 学科
食料品 ：A社 97年 3名／　 34名 8．8％ 化学、薬学、生物
化学 ：β社 97年 18名／ 134名 13．4％ 化学、薬学、生物
化学 ：C社 97年 14名／　 71名 19． 7％ 生物、薬学
医薬品 ：A社
医薬品 ：B社
医薬品 ：C社
例年
96年
3～ 4名／ 20名
（研究職のみ）
10名／　 46名
15～20％
21． 7％
薬学
生物、薬学
生物、薬学
95年 18名／　 56名 32． 1％
97年 11名／　 85名 12． 9％
96年 21名／　 89名 24． 7％
機械 ：A社 96年 20名／ 215名 9． 3％ 機械、電気が中心
だが、物理、化学
、情報工学も採用
（参考）在学生に占める女性の割合（専攻別）
（学 部 ） （修 士課 程 ） （博 士 課程 ）
理 工 学 （全 体） 10． 9％ 8． 8％ 8． 8％
物 理 学 1 1． 5％ 10． 7％ 6． 8％
化 学 2 9． 7％ 19． 7％ 10． 2％
生物 学 4 2． 5％ 3 1． 1％ 2 1． 0％
薬 学 6 3． 9％ 34． 7％ 17． 4％
★「平成8年度学校基本調査報告書」（平成9年3月、文部省）に基づき作成
表1－15　女性の採用数及び割合（事務系及び技術系
不同の例）
業 界 ・企 業 年　 度 女 性 採 用数
／ 大 卒総 合 職全 体
女 性 の割 合
サ ー ビス ：A社 9 7年 8 9名／ 18 9名 4 7． 1％
サ ー ビス ：B社 9 7年 4 0名 ／ 3 70名 10． 8％
サ ー ビス ：C社 9 7年 16名／　 78名 20． 5％
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以上得られた表1－13及び1－14のデータを整理し、技術系全体に対する
女性採用者割合の業種別平均を図1－6に示す。この図に示すように、化学及び
医薬品企業の採用率が、他の業種より2～13倍も高い。
図1－6　技術系女性採用者の全採用に対する比率の業種比較と今後
の傾向性
0．0％
食料品　　化学　　　鉄鋼　　　機械　　電気機器　サービス　　医薬品
業種
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1－4－2　今後の傾向
技術系の女性の採用について、今後どのようにするかについては、「技術系の
場合、個人の専門能力（技術的能力）や知識が重要となるため、そのような能力
や知識があれば性別はあまり関係がない」「技術的な分野では、女性・男性を意
識せずに議論ができる」「女性でも優秀な人であれば積極的に採用したい」（機
械：2社、電気機器：1社）といった意見が最大公約数的な意見であった。
それでは、これまで女性の比率自体が低かった学部、学科で女性の比率が高ま
れば、これに比例して企業による女性の採用数も自動的に増えるかというと、必
ずしもそうとは言えない。「配属先たる現場からは女性が欲しいという声はあま
りあがってこない」（電気機器：1社、化学：1社）という企業が多い。これは、
企業に女性の採用を躊躇させる要因がなお残っているからのようである。この要
因とは、入社後の処遇上の問題である。具体的には次の2点に分けられよう。
（1）入社後の配属先が男性に比べて限定される
女性の場合、深夜労働に対する規制や工場等の現場での拒否反応等もあり、工
場等の現場に配属することが困難であり、どうしても研究部門への配属が中心と
なってしまう。具体例は以下に示す。
「女性は工場への配属は難しく、総合研究所に配属される」（化学：1社）。
「女性は工場等の現場への配属は難しく、ほとんどが研究所に配属される」
（鉄鋼：1社）。
「女性はシステム開発部門（システムエンジニア等）に配属される者が多
い」（電気機器：1社）。
「技術系の場合、24時間勤務の現場への配属があるため、女性は採用しに
くい」（サービス：1社）。
「技術系の学士の場合、24時間勤務の現場を必ず経験させ、営業部門との
ローテーションもあるため、女性は採用しにくい。従って技術系の女性は修
士以上を採用し、研究所に配属することが多くなる」（サービス：1社）。
なお、このように技術系の女性は研究部門に配属先が限定されてしまう例が多
いが、中には、営業部門に配属される例もあった（具体例は以下の通り）。
「医薬品の営業をデータ提供等によりサポートする職に技術系の女性が就
く」（医薬品：2社、化学：1社）。
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・「今後については、基礎研究や解析分析業務ばかりではなく、商品開発や技
術営業等にも職域を拡大していきたい」（化学：1社）
といったように、女性の配属先の幅を拡大しようとしている企業も見られた。
（2）男性にはないハンディキャップがある
女性には、出産休暇や育児休職等により職場を長期に渡って離れなければなら
ないといった女性ならではの”ハンディキャップ’がある。具体例は以下に示す。
・「結婚、出産、育児による退職や休職等が問題」（機械：1社、電気機器
：1社）
・「特に、研究職で博士の女性を採用すると、年齢的に結婚、出産がすぐに控
えている。採用後すぐに休まれてしまうと困る。従って、女性の採用には、
総論では賛成でも、いざ自分の部署に1人新人を配属するとなれば女性をい
やがる傾向が強い」（医薬品：1社）
今後については、
・「出産や育児に伴う休暇や休職は、女性を採用する場合には当然のこととし
て考えなければならない」（医薬品：1社）
・「女性の方がリスクが高いという現場の意識を変えていかねばならない」
（化学：1社）
と企業側の意識の転換を促す声もあった。
全体的には、色々問題点はあるものの、技術系の女性の採用は今後拡大する条
件が整いつつあり、中には、
・「96年から大卒以上の技術系総合職全体に占める女性の割合を増やしてい
る（5％未満→10％以上に）」（化学：1社）、
・「ここ数年は技術系の女性の採用はゼロだったが、97年は技術系の女性を
2名、ある程度”意識的に’’採用し、今後もコンスタントに女性を採用してい
きたい」（化学：1社）
といった企業も見られた。
なお、女性の配属先での評価については、「大変優秀」という意見もあれば
「（男性に比べて）バラツキが大きいようだ」「個人の能力に依存する部分の大
きい業務は女性に比較的向いているのではないか」という意見もあった。
これらから、おおよその今後の技術系女性採用増減の傾向性を業種別にみると、
図1－6中に示すのようになる。すなわち、化学系企業での増加傾向が特徴的で、
その他は現状維持となる。
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1－5　外国人の採用
1－5－1　採用実績
外国人を研究者及び技術者として採用することについては、採用していても採
用数は少ない（年間数名以下）という企業がほとんどであり、採用していないと
いう企業もあった（鉄鋼：1社、機械：1社、サービス：1社）。
ただし、中には、「年間20名程度採用している」（電気機器：1社）、「97
年には海外から年間25名程度を採用する（ただし外国人ばかりとは限らず、技
術系ばかりとも限らない）」（電気機器：1社）、「年間20～30名程度、欧
米の特定の大学から欧米人を念頭に置いて募集している」（電気機器：1社）と
いうように、比較的採用数の多い企業もあった。
また、「過去10数名採用したが、皆退職した」（機械：1社）という企業も
あった。
1－5－2　採用動機及び目的
採用の動機及び目的については、おおむね以下の3つに分けられよう。
（1）外国への事業展開のため
1つ目は、外国への事業展開を図るために、その国の者（主に中国をはじめと
するアジア諸国から日本への留学生）を採用するケースである。
例えば、「アジア諸国（主に中国）への進出のため、その国の出身者を採用し
た」（電気機器：1社）、「中国への進出のため、中国人技術者を採用した」
（電気機器：1社）、「タイの合弁企業の幹部候補生としてタイ人を採用した」
（化学：1社）といった例があった。
また、技術者ばかりでなく海外での営業に従事させるためにその国の者を採用
する企業もあった（例：「中国への進出を図るために、中国人を医薬品営業職で
採用した」（食料品：1社））。
（2）専門能力を発揮させるため
2つ目は、専門能力（技術的能力）に期待して、外国人（主に欧米のボスドク、
大学院生）を採用するケースである。
例えば、「研究能力等の専門能力に着目して採用する」（食料品：1社、医薬
品：2社）、「優秀な人材であれば、あまり国籍にはこだわらない」（化学：1
社）、「専門能力に着目しで特別専門職”として採用し、その能力に応じて定め
た年俸を支給している」（サービス：1社）というように、専門能力がありさえ
すれば国籍をあまり問わずに採用する企業があった。
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一方、「欧米の特定の大学から専門能力に期待して採用している」（電気機器
：1社）、「外国（主に米国）の方が技術が進んでいる分野では、現場から外国
人が欲しいという要望が上がってくる」（電気機器：1社）というように、日本
よりも技術が進んでいる外国の者を意識的に採用する企業もあった。
（3）周りの日本人に刺激を与えるため
3つ目は、配属先で周りの日本人に刺激を与えることを期待して、外国人を採
用する場合である。なお、この場合においては、B．の動機・目的を併せ持って
いることもある。
例えば、「異なる風土や考え方を持った外国人を入れることにより、周囲の日
本人への刺激となることを期待して外国人を採用する（従って日本語ができるか
どうかは採用の要件とはならない）」（食料品：1社、医薬品：1社）、「日本
人研究者に刺激を与えるため、外国人リサーチャー期間限定採用を1996年1
0月から開始している」（化学：1社）、「社内のカルチャーを変えるために外
国人を入れていきたい」（電気機器：1社）という例があった。
これらの採用動機、目的別比率を表1－16に示す。このように、外国人採用
を実施している企業の内、外国人の専門能力に期待している企業が約5割を占め
ている。
表1－16　外国人研究者、技術者の採用動機、目的の比較
採用動機
目的 業種と企業数
A
電気機器 ：2社
化学 ：1社
食料品 ：1社　　　　　　 計　 4社 （27％）
B
食料品 ：1杜、医薬品 ：2社、
化学 ：1杜、サー ビス：1杜
電気機器 ：2社　　　　　 計　 7社 （46％）
C
食料 品 ：1社、医薬品 ：1社、
化学 ：1社、電気繚器 ：1社
計　 4社 （27％）
合計 ：15社
採用動機日的
A：外国への事業展開
B：専門能力に期待
C：周りの日本人への刺激、活性化
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B　▼
46％
採用動機、目的の比率
今後の採用傾向
ズ：増加
・ト：現状
▲：減少
1－5－3　採用方法
応募方法については、博士の採用の場合と同様で、いわゆる学校推薦や自由公
募等は行わず、本人からのアプローチや大学の教授からの推薦等を受けて、審査
し採否を決定する、という企業が多かった。
ただし、かなりの数を採用する企業では、「人事部や各事業部が、海外事業展
開をも念頭に起きつつ、積極的に人探しに動く」（電気機器：．1社）という例が
あった。
また、「年間20～30名程度、欧米の特定の大学を対象に募集している」
（電気機器：1社）といった例もあった。これは、日本より欧米の方が技術レベ
ルの高い分野について欧米人の能力を活用するために行われているものだが、結
果的に日本人が応募してくることもあるとのことだった。また、ここ2～3年は
米国企業の景気が良かったり、米国のベンチャー企業の待遇が極めて良かったり
するため、内定を出しても米国企業に流れてしまう者が多くなかなか採用にまで
至らないとのことだった。
1－5－4　雇用形態
なお、雇用形態としては、「嘱託」として1年契約を結び、その後1年が経過
する度に必要に応じて契約を更新するという形をとっている企業が多い。これは、
外国人の場合、本国への帰国や転職等により退職されてしまうというリスクが日
本人の場合より高いと判断されているためだと考えられる。なお、契約の更新期
間については、「研究のために必要な期間としてだいたい5年間にわたって更新
する」（医薬品：1社）といった例があった。
ただし、中には「1年目は1年契約を結ぶが、2年目以降は正社員として期間
を定めない契約を結ぶ」（医薬品：1社）という企業もあった。
また、「1年目から正社員として採用するが、各人の専門能力に着目しで’特別
専門職’’として採用し、その能力に応じて定めた年俸を支給する」（サービス：1
社）という企業もあった。
1－5－5　今後の傾向
今後については、採用の動機及び目的の如何にかかわらず、外国人の採用を積
極的に拡大していきたいという企業が多かった（具体例は以下の通り）。
・「今後のアジアでの事業展開を念頭に置いて、特にアジア関係で採用してい
きたい」（機械：1社）
・「周囲の日本人への刺激となることやその専門能力に期待して採用するので、
あまり国籍にはこだわらず、積極的に採用していきたい」（食料品：1社）、
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・「社内のカルチャーを変えるために、今後は積極的に採用していきたい」
（電気機器：1社）
・「今後も一定数の採用を続けていきたい」（化学：1社）
・「今後は採用数を拡大していきたい」（サービス：1社）
なお、社員としての採用ではないが、海外の特定の大学の在学生や卒業生を1
年間程度、研究生（インターンシップ生）として受け入れている企業もあった
（化学：1社）。
1－6　職種別採用
1－6－1　採用実績
、入社後は特定の部門に配属され特定の業務に就くという前提で募集し、採用す
る形（いわゆる「職種別採用」）はどの程度行われているのであろうか。
今回調査した企業の中で、この「職種別採用」を行っている企業は、9社（食
料品1社、化学1社、医薬品3社、電気機器2社、サービス2社）であった。職
種別採用の導入の仕方により以下の3つにタイプに分けられる。
（1）全面的に職種別採用を行っている
大卒以上の技術系の採用においては、全面的に職種別採用を導入しているケー
スである。主に医薬品業界で見られた（具体例は以下の通り）。
・「職種別（研究職、開発職、工務職、製造職）に採用している」（食料品：
1社）
・「職種別（研究職、生産職、営業職）に採用している」（医薬品：1社）
・「職種別（研究職、開発職、生産職、営業職）に採用している」（医薬品：
1社）
・「職種別（アナリスト、コンサルタント、調査、システム）に採用してい
る」（サービス：1社）
（2）特定の業務についてのみ、職種別採用を行っている
原則的には職種別採用は行っていないが、特定の業務については、入社後もそ
の特定の業務に就いてもらうという前提で募集・採用しているケースである。い
わゆる「技術営業」（技術系の者が就く営業職）で見られた（具体例は以下の通
り）。
・「原則的には職種別採用は行っていないが、医薬品営業については、事実上、
医薬品営業職（MR）という職種で採用していると言える」（化学：1社）
・「原則的には職種別採用は行っていないが、技術営業についてはセールスエンジニア
という職種で採用している」（電気機器：2社）
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（3）特定の学歴の者についてのみ、職種別採用を行っている
学歴により、職種別採用を行ったり、行わなかったりするというケースである
（具体例は以下の通り）。
・「学士については職種別採用は行っていないが、修士以上については職種別
（研究職・開発職等）採用を行っている」（サービス：1社）
なお、実質的には職種別採用とは言い難いものの、技術系全員を一つの職種で
採用しているという企業もあった（例：「技術系は全員システムエンジニアとし
て採用する」（サービス：1社））。
1－6－2　今後の傾向
このように、今回調査した企業で見れば、この職種別採用はどちらかといえば
少数派である。これ以外の企業では、おおむね、「技術系総合職」として一括採
用するため、採用内定の段階では配属される部門や業務内容を必ずしも明確にせ
ず、入社後に部門別（各事業部別）に、業務の性格別（基礎研究、応用研究、商
品開発、生産技術、営業等）に配属先が分かれていき、その後も特定の部門や業
務にとらわれることなく柔軟に異動させていく、という形がとられている。
これは、職種別に採用すると、入社後の他の部門や業務への配置換えが制約さ
れ、時代の変化に伴う社内の各部門の拡大・縮小等に柔軟に対応できなくなるた
めだと考えられる。
ただし、今後については、現在は職種別採用を行っていない企業においても、
「各人の業務上の役割に応じた賃金体系の導入に併せて、職種別採用の導入を検
討中」（電気機器：1社）、「98年4月採用からは、新たに技術営業とシステ
ムエンジニアは独自の職種として採用する予定」（電気機器：1社）という
ように、今後は職種別採用を拡大していく動きが見られた。
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第2章　研究者及び技術者の評価と人事管理
2－1　研究者及び技術者の評価
このようにして採用された（第1章参照）研究者及び技術者に対する評価は、
どのように行われているのだろうか。以下、今回調査した企業について、何のた
めに（目的）、誰が（評価者）、どのような基準に照らして（評価基準）、どの
ように方法で（評価方法）評価を行い、その評価結果をどう活用しているか（評
価結果の活用方法）の概略を図2－1に示し、以下に詳細に述べる。
図2－1　研究者及び技術者の評価
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2－1－1　評価の日的
評価の直接の目的としてほとんどの企業で挙げられたのは、「昇格や昇給、ボ
ーナスの査定、人事異動等に反映させるため」である。言い換えれば、いわゆる
人事管理に関する意思決定がこの評価結果に基づいて行われているのである。こ
のように、評価結果と人事管理とをリンクさせることにより、より良い評価の者
により良い報酬が与えられ、各研究者及び技術者により良い評価を受けるインセ
ンティブを与えることになる一方で、評価のやり方によっては、各研究者及び技
術者のやる気を逆に減退させることにもなりかねない。こうならないようにする
ために、評価者や評価方法等において十分な注意を払う必要がある。
また、これ以外の評価の目的としては、「評価結果を被評価者にフィードバッ
クすることにより、被評価者に自分の足らない部分の能力開発を行わせるため」
「企業における採用や研修プログラムがうまく機能しているか否かをチェックす
るため」が挙げられるが、これらは上記の直接の目的を達成していく中で結果的
に達成され得るものと言えよう、
2－1－2　評価者
次に、誰が評価をするかについて述べる。
一般論としては、評価に当たる人材は、次の2つの条件を備えていることが重
要と考えられる。
1．評価を受ける研究者及び技術者を一定期間観察できる地位にいること。
2．十分な評価スキルを持ち、評価を正確に行うように動機づけられているこ
と。
この2つの条件を満たしている者としてまず想起されるのは、「直属の上司」
であろう。実際にもほとんどの企業で、評価者には直属の上司が充てられており、
この直属の上司による評価の後、さらに上の上司または人事部門が最終評価を行
うというスタイルが一般的であった。
しかし、この2つの条件を満たしている者は直属の上司だけではない。同じ上
司でも関連部門の上司、同じ課室や関連部門の同僚、直属及び関連部門の部下、
さらには社外の同分野の専門家等が挙げられよう。評価をできるだけ客観的かつ
公平に行うため、これらの直属の上司以外の者による評価も併せて行い、被評価
者の様々な面を観察し、評価に反映する必要があると考えられるが、実際には、
このような多数の者による評価を行っている企業は今回調査した企業の中ではな
かった。
この理由としては、このような評価には時間や手間がかかり過ぎること、同僚
や部下による評価自体が難しく、被評価者にとってもまだ馴染みがないこと等が
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考えられる。
さらに、評価者に「被評価者たる研究者・技術者本人」も加えることも考えら
れる。つまり、評価のプロセスの中に「自己評価」を加えるのである。これによ
り、被評価者も専ら他人から評価を受けるばかりでなく、自分自身を見つめ直す
機会を持つとともに、自らの評価のプロセスに参画することになるため、評価結
果に対する被評価者自身の納得度が高まることも期待される。この「自己評価」
は、後述する「目標管理制度」により、多くの企業で導入されている。
なお、誰が評価するにしても、客観的かつ公正な評価のためには、評価者に評
価を行うに当たっての特別なスキルが必要となる。そして、評価者にこのスキル
を身につけさせるためには、評価者に対して評価基準、評価方法等に関する教育
を行う必要があろう。この「評価者教育」については、後述する「目標管理制
度」に伴い、多くの企業で実施されていた。
2－1－3　評価の基準
評価はどのような基準に照らして行われるのだろうか。
今回の調査では、ほとんどの企業で、以下の3点について評価を行っていた。
1．専門能力
2．人間性
3．業績
これらの具体的な中身については、細かい点は企業により様々であるものの、
おおむね以下のような内容である。
1．の専門能力には、各専門分野における技術的知識や技量だけでなく、モノ
の見方・考え方、研究テーマの企画力、研究を進めていく上での問題点の把握力、
その問題点の解決を図るための洞察力等も含まれる。
2．の人間性には、やる気・意欲、組織やチームとして仕事を進めていく上で
必要となる能力（協調性、リーダーシップ等）が含まれるだけでなく、より上位
の社内資格に昇格すればするほど必要となる管理能力（仕事の割り当て、スケジ
ュールの立案・進捗状況管理、対外的調整等を行う能力）等も含まれる。
以上1．と2．は仕事を進めていくのに投入されるインプットであるのに対し、
これらのインプットの投入により行われた仕事から産み出されたアウトプットと
なるのが、3．の業績である。その評価システム概念を図2－2に示す。
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図2－2　評価のシステム
【仕事へのインプット】 【仕事のアウトプット】
③　業　績
全般的な傾向として、①や②に基づいて行われる評価は比較的長期的な視点か
ら行われるのに対し、③に基づいて行われる評価は比較的短い一定の期間（半年
～1年）を対象に行われていた。
また、より上位の社内資格に昇格するほど、インプット（郭及び②評価よりもア
ウトプットの③評価の方に重点が置かれるようになる。
さらに、これらの評価は入社後だけでなく、当然、採用の選考過程においても
行われている。この場合、アウトプット③の評価が行われないのは当然だが、イ
ンプット①及び②の評価も入社後の評価と比べて、①の専門能力では、モノの見
方・考え方等がより重視され、②の人間性ではやる気・意欲、組織やチームとし
て仕事を進めていく上で必要となる能力がより重視されていると言えよう。すな
わち、採用の選考過程における評価では、入社後の評価と比べて、比較的変勤し
にくい部分がより重視されているのではないだろうか。
2－1－4　評価の実施方法
上記の評価基準に照ら、評価は具体的にどのような方法で行われているのだろ
うか。
今回の調査では、ほとんどの企業で、いわゆる「目標管理制度」（企業によっ
ては、「チャレンジシステム」「自己管理制度」等と呼ぶ場合もある）により評
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価が行われていた。なお、この「目標管理制度」を用いていない企業の中には、
以下のような例があった。
・「年1回、直属の上司との面談を行ってはいるが、目標設定及び達成度評価
の場ではなく、本人に異動希望等を表明させ、異動が可能か否かを判定する
場となっている」（化学：1社）
・「1年（or半年）に1回、各人の能力や業績を直属の上司が評価しているが、
目標管理制度を用いるか否かはその評価者の自由」（医薬品：1社）
・「会社の歴史が浅いため、評価や人事管理のシステム等が十分に整備されて
いない」（サービス：1社）
では、この「目標管理制度」の具体的なやり方はどうなっているのだろうか。
企業により差があるものの、おおむね以下のようなシステムである（図2－3参
照）。
a　被評価者が今後1年間（or半年間）の自らの目標を設定し、直属の上司と
面談の上、目標を決定する。
b l年後（or半年後）、被評価者が過去1年間（半年間）の自らの目標の達
成度（＝業績）を自己評価し、直属の上司と面談の上、その直属の上司が評
価結果を決定する（その後、さらに上の上司or人事部門が評価結果を最終決
定する）。
C　最終決定した評価結果を被評価者本人に通知する。
d　評価を行う上司に対し、評価基準、評価方法等の教育を行う。
つまり、この制度の特色は、以下の3点に集約できよう。
・まず、被評価者自らが自分自身の目標を設定し、その達成度を自己評価する
こと、
・次に、評価者たる直属の上司との面談を通じて、最終的な目標の設定や達成
度の評価を行うこと、
・さらに評価結果を被評価者に通知することにより、被評価者の今後の目標設
定やその達成に向けての意欲をかき立てること。
このように、被評価者自らを評価のプロセスに積極的に参画させることにより、
被評価者の目標達成への意欲を高めるとともに、直属の上司も部下との面談を通
じて部下の業務に対する意識や意欲を知ることにより、日頃の業務をより円滑に
運営できるようにしているのである。
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図2－3　目標管理制度
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以下、本目標管理制度について、詳細を見ていきたい。
（1）目標設定
目標の設定については、被評価者自身が設定した目標（専門能力等の開発の目
標、業績の目標）が、その者にとって達成が容易過ぎるものとならないようにす
るために、以下の手順で行われるのが一般的であった。
1）まず、その目標が被評価者の社内資格や役職に見合ったものであるか否か
により、その目標の設定を認めるか否かを決定する。
2）次に、設定された目標自体について、被評価者の社内資格から見た重要度、
業績貢献度や難易度（チャレンジ度）により評価を行い（何段階かで評価or
点数化）、その日標自体の評価を決定する（その評価結果値の名称は企業に
より様々で、例えば「設定度」「チャレンジ度」等がある）。
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（2）目標達成度の評価
目標達成度の評価については、
【1．で設定した目標自体の評価】×【その目標の達成度（達成率）】
に基づいて、最初に直接の上司が評価し、最終的にはさらに上の上司or人事部門
が何段階かの評価結果を最終決定するのが一般的であった。また、評価結果をポ
イント化（点数化）する企業もあった（化学：1社、医薬品：1社）。なお、こ
の評価の具体的なやり方に工夫を凝らしている例としては以下のようなものがあ
った。
・「S（最優秀）・A・B・C（普通）・D・Eの6段階で相対評価を行って
いる。Sを全体の5％、Aを15％、Bを30％、残りの50％をC・D・
Eというように、C　－（普通）より上の評価の者の割合を高くすることにより、
C（普通）の評価の者の割合が高くなり過ぎるのを防ぐとともに、Cより低
い評価（D、E）も出やすくなるようにしている。」（機械：1社）
（3）評価結果のフィードバック
評価結果の被評価者への通知は、実施していない企業が多かった（「実施して
いない」と明言した企業は14社（食料品：1社、化学：2社、医薬品：1社、
機械：4社、鉄鋼：1社、電気機器：4社、サービス：1社）。自らが下した部
下に対する評価結果を直接その部下本人に通知するのを嫌う風潮が、日頃その部
下と業務で接している直属の上司にあるためと考えられる。
ただし、評価結果を直接被評価者本人に通知していない企業でも、目標達成度
の評価結果はボーナス額や定期昇給額等にも反映されるため、各人のボーナス額
や定期昇給額等を通じて大体の評価結果（少なくとも標準より上か下か）が被評
価者本人にも結果的に伝わるのが一般的であった（具体例は以下の通り）。
・「月給を見れば、大体の評価結果（標準の上か下か）は分かる」（電気機器
：2社）
・「評価結果がC（普通）の場合の月給の額が知らされているため、各人は自
らの月給を見れば、自分の評価結果がCより上なのか下なのかが分かる」
（機械：1社）
・「ボーナスの額を見れば、大体の評価結果は分かる」（食料品：1社、機械
：1社）
一方、評価結果を被評価者本人に通知している企業もあった（具体例は以下の
通り）。
「評価結果は直接被評価者本人に通知している」（化学：2社、電気
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機器：1社、サービス：1社）
「ボーナス支給後、直属の上司が被評価者本人と面談し、評価について話し
合う」（サービス：1社）
「評価書には3年分程度の欄があり、過去に上司が評価について記入した欄
も被評価者本人が直接見ることができる（もちろん上司だけが見られる欄も
ある）」（電気機器：1社）
「できるだけ上司から被評価者本人に評価結果を通知するように、人事部が
指導しているが、実際に上司が通知しているか否かは分からない」（電気機
器：1社）
（4）の評価者教育
評価者教育については、「目標管理制度をうまく機能させるためには、評価者
（上司）に、具体的な評価方法（目標の設定基準、目標達成までのプロ説の観察
手法、目標達成度の評価基準、部門目標と個人目標との関係、能力を見極める方
法等）をきちんと理解させておく必要がある」という観点から行われるものであ
る。
実際には、評価方法等に関する評価者マニュアルやガイドライン等を作成して
評価者に配布するにとどまっている企業（食料品：1社、化学：2社、機械：1
社）もあれば、管理職昇格時等に行う研修において評価方法等に関する教育も行
っている企業（化学：1社、医薬品：1社、機械：3社、鉄鋼：2社、電気機器
：5社）もあった
なお、「研究者、なかでも基礎研究担当者の評価は非常にやりにくいのではな
いか？」という疑問については、
・「個人プレーが多いため、個人の業績が分かりやすく、集団プレーの多い設
計部門や生産技術部門と比べると、むしろ評価しやすい」（機械：1社）
・「実際にやってみて、基礎研究のように長期間を要する業務でも、半年ごと
に今後の半年間で行うべき内容を示して、その達成度を評価することは可
能」（食料品：1社）
といったように「十分可能である」という意見もある一方で、
・「研究専門職については、短期的な視点からの評価だけでは不利になるため、
長期的な視点（3～5年）からの評価を人事部と研究本部とが共同で実施し
ている」（化学：1社）
といったように「研究者の評価については、特別な配慮をしている」という意見
もあった。
また、いくら客観的かつ公正な評価に努めても、評価には必ず不満が生まれ得
胃釦－
るため、評価に関する不満の相談にのる機関（「苦情処理委員会」）を人事部か
ら独立して設けることを予定している企業もあった（機械：1社）
2－2　新卒採用者の配属先
2－2－1　学士及び修士の配属先
（1）業務の性格別に見た配属先
技術系社員の入社後の配属先については、そこでの業務の性格により、おおむ
ね以下の表2－1のように分けられる（なお、配属先は事業部門別に分けること
もできるが、企業ごとに事業内容が大きく異なるため、ここでは触れないことと
する）。
表2－1　業務の性格別に見た配属先
業務の性格 具体的な配属先の例
基礎研究 本社研究所
応用研究、開発研究 本社研究所、各事業部研究所
商品開発、設計等 各事業部研究所、開発センター、開発部門
生産技術、晶貫管理等 各事業部工場、製造所
（注）この他に技術系の配属先として「技術営業」のある企業もある。
なお、この業務の性格の区分は製造業を念頭に置いたものであり、非製造業に
はそのまま当てはまらない。非製造業では、モノを生産しないため「生産技術」
がなく、「商品開発」の多くはシステムの開発であるため、開発した「システム
の運用・管理」が「商品開発」と並んで重要な業務となる。このほか、ハードを
製作するメーカーとの連携・協力が重要となるため、メーカーとの間の調整業務
も重要となるという企業（サービス：1社）もあった。
それでは、技術系新卒社員（学士及び修士）の入社後の配属先は、どのように
分かれていくのであろうか。企業により上記の業務の性格の分類法が異なるため、
正確な比較はできないものの、今回調査した企業の中でこのデータを得ることが
できた企業について見てみると、表2－2のようになる。
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これを見ると、技術系新卒の社員（る修士及び学士）の配属先としては、基礎
研究・応用研究といった研究部門より開発・生産部門の方が多いことがわかる。
表2－2　96年入社の技術系の配属部門
（業務の性格別）
務 の 性 格 基 礎 研 究 応 用研 究 商 品 開発 生 産 技術
企業名 開発 研 究 設 計 品 質 管理
化 学 A社 50％未瀦 50％以上
化 学 B社 30％ 70％
化 学 C社 50％以 上 50％未 篇
化 学 D社 10％ 90％
機 械 A社 2 0％ 60％ 2 0％
機 械 B社 10％ 90％
機 械 C社 2一一3％ 6 0～ 7 0％ 30～40％
電 気機 器 A社 4 0％ 60％
電 気機 器 B社 20％ 8 0％
電 気機 器 C社 50％ 5 0％
電気 機 器 D社 20一一30％ 70～80％　　　 （関連 会社 ）
電 気機 器 F社 20％ 80％
（2）学歴（修士及び学士）と配属先との関係
次に、学歴（修士であるか学士であるか）と入社後の配属先との間にはどのよ
うな関係があるのだろうか。学歴と配属先との関係については、おおむね次の4
つのタイプに分けられる。
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A）関係ない
学歴（修士であるか学士であるか）と入社後の配属先との間には関係はないと
いうケースである、例えば、
・「関係はなく、個人の適性により配属先を決めている」（化学：1社）、
・「学士と修士との間では配属先に違いはない」（食料品：1社、機械：1社）、
・「修士が商品開発や設計に配属されている」（電気機器：1社）、
・「学士が研究所に修士が工場等の現場に配属されることもある」（機械：1社）
といった5社の例が挙げられる。
B）関係なく、専攻分野により配属がことなる
また、「関係ない」という企業の中には、学歴よりも専攻分野（学科等）によ
り配属先が異なる企業もあった。
例えば、
「化学系では研究所配属が中心で、機械・電気・電子系は工場配属が中心であ
る」（化学：1社）、
「機械系や金属・材料系は商品開発や生産技術部門への配属が中心で、電気・電
子系は研究部門への配属が中心」（機械：1社）
といった2社の例が挙げられる。
C）多少関係あるが、特に定めのない
さらに、「関係ない」としながらも、「強いて言えば、修士は研究の方に偏り、
学士は開発・生産の方に偏る傾向にある」という企業もあった。
例えば、
・「あまり関係ないが、どちらかといえば修士は学士に比べて基礎研究よりに配属
される」（電気機器：2社）、
・「あまり関係ないが、どちらかといえば修士は研究所配属が多い」（鉄鋼：1
社）、
・「あまり関係ないが、どちらかといえば学士は事業部配属が多い」（電気機器：
2社）といった5社の例が挙げられる。
このような現象が起こるのは、技術系採用者に占める修士の比率の上昇に伴い、
従来は主に学士が配属されてきた部署（開発・生産部門）にも修士を配属される
ようになってきているためだと考えられる。ただ、だからといって、「修士は研
究、学士は開発・生産」という傾向が完全になくなっているとも言い切れない、
というのが現状なのであろう。
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D）関係がある
学歴（修士であるか学士であるか否か）と入社後の配属先との間には関係があ
り、修士は研究部門への配属が中心になり、学生は開発・生産部門への配属が中
心となるというケースである。
例えば、
・「基礎研究においては修士が多く、生産技術は学士が多く、商品開発は修士と学
士が半々」（機械：1社）、
・「中央研究所では、博士が最も多く、次に多いのが修士」（電気機器：1社）、
・「研究開発部門は、修士以上に限られる」（サービス：1社）
といった例が挙げられる。
また、職種別採用を行っている企業（医薬品業界等）では、当然、各職種ごと
に配属先が決定されることになる（例：「研究職や開発職は研究所配属、工務職
や製造職は工場配属」（食料品：1社）、「研究職は研究所配属、生産職は工場
配属、営業職は営業部門配属」（医薬品：1社））。この場合、職種と学歴との
間に関係があることが多いため（例：研究職や開発職は修士以上、工務職や製造
職は学士）、結果的に学歴と配属先との間に関係があることになる。
なお、特殊な例ではあるが、修士と学士とで明確に配属先で差を設けている企
業もあった（修士は職種別に採用し、研究所又は開発センターに配属、学士はま
ず全員現場に配属（サービス：1社））。
このように関係のある例は6社あった。
このように、A）の場合でも、「修士は研究、学士は開発・生産」といった傾
向が完全になくなったわけではなく、一方、D）の場合でも、修士の比率の上昇
に伴い、学歴と配属先との関係が従来はど明確でなくなってきているため、実質
的にはA）の場合もD）の場合もあまり変わらなくなってきていると言えよう。
以上述べた学歴（学士と修士）と配属先との関係比較を表2－3に示す。
（3）配属先の決定時期
なお、具体的な配属先がどの段階で決定されるかについては、修士・学士の場
合、採用内定時には（その者の選考分野によりある程度は絞り込まれるものの）
具体的な配属先は決定されず、その後に本人の専攻分野や適性、希望等を考慮し
ながら決定される、という形が多かった（例：配属先の決定に当たっては、本人
の希望と各事業部からの人の要求との両方を考慮しつつ調整し、決定する（機械
：1社））。
ただし、職種別採用を行っている場合には、採用内定の段階で各職種ごとに具
体的な配属先がほぼ決まっていることになる。また、明確に特定の「職種」とし
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表2－3　学歴（修士及び学士）と配属先との関係
タイ プ 業種 と企業数
A
化学 ：1社、食 料品 ：1杜
機械 ：2社、電 気機器 ：l社
計　 5杜 （28％）
B
化学 ：1社
機械 ：1社
計　 2社 （11％）
C
電気機器 ：4社
鉄鋼 ：1社
計　 5杜 （摘 ％）
D‡
機械 ：l社 、サービス：1社
電気機器 ：2社 、食料 品 ：1社
医薬品 ：2杜　　　　　　　 計　 6社 （33％）
＊職種別採用も含まれる
学歴
A
B
C
D
合計：18社
学歴と配属の関係比率
???
?????? ????、?
?????? 、?????＝＝＝‥
関係ない
て採用していない場合でも、入社後特定の事業分野で特定の業務に携わる前提で
採用する場合には、「職種別採用」の場合と同様に採用内定の段階で具体的な配
属先が決まっている例もあった（例：「電気物理系で採用した者はLSI事業部門に
配属され、建築土木系で採用した者は建材事業部門に配属される」（化学：1
社）。
2－2－2　修士及び学士の入社後の異動
修士及び学士の入社後の異動は、どのように行われているのだろうか。
技術系の場合、その専門能力に着目して採用していることから、事務系の場合
はど幅広く異動することはないのが一般的である。具体的な異動のパターンとし
ては、
研究部門から開発・生産部門への異動
開発・生産部門から研究部門への異動
各事業部問の異動
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の3つに分けられる。その概念を図2胃4に示す。
図2－4　修士及び学士の入社後の異動
lヰ‾竺、
（1）研究部門と開発・生産部門間の異動（Aのパターン）
まず、AのパターンとBのパターンについて見てみよう。
全体的に見ると、Aのパターンの異動は比較的多いのに比べ、Bのパターンの
異動は比較的少なかった。
例えば、
・「研究所からシステムエンジニアへの異動は多いが、システムエンジニアか
ら研究所への異動は少ない」（サービス：1社）
・「研究開発本部から各事業部への異動は多いが、逆は少ない」（電気機器：
1社）
・「技術本部から事業本部への異動は多いが、逆は少ない」（電気機器：1
社）
といった例が挙げられる。
この場合、A．のパターンの異動が行われる理由としては、
［1］研究部門での研究成果を事業化するため
というのが最も一般的であったが、このほかにも、
［2］特定の事業部門を強化するため（電気機器：1社）
［3］本人の希望や適性を反映させたり、長い間研究部門にいる人を人事ローテ
ーションで事業部に異動させるため（食料品：1社、化学：1社、電気機器
：2社、サービス：1社）
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といったケースもあった。
［1］のケースは、事業化のために異動するので、「その事業化（商品化→生産）
が終わると、またもとの研究所に戻ってくるケースもある」（化学：1社）との
ことだった。［3］のケースは、「研究部門に新卒者が配属された分だけ、研究部門
から各事業部へ人を異動させる」という人事ローテーションをとっている企業が
多かった。
言い換えれば、「入社後最初に研究部門に配属された者も、年月がたつにつれ
事業部に異動していき、研究部門はその分を新卒者で補充する」という形である
（例：「入社時には技術系の40％が研究部門に配属されるが、入社10年後に
はその比率が20％に低下している」（電気機器：1社））。
このような人事ローテーションをとっているのは、「研究所の人員はできるだ
け若くしておきたい」という意識の下に行っていると明言する企業（化学：1
社）もあった。
また、Bのパターンの異動は少ないものの、本人の希望や適性を反映させる場
合のほか、事業部で必要な新技術の開発を研究部門で行ってもらうために事業部
から研究部門に人を出したり（電気機器：1社）、研究部門の研究を強化するた
めに事業部から研究部門に人を出す（電気機器：1社）といった場合もあった。
一方、中には、AのパターンもBのパターンも同様に多く行われているとい
う企業もあった（化学：2社、電気機器：2社）。
例えば、
・「研究所から工場へ、工場から研究所へといった異動も多い」（化学：1
社）
・「研究所と各事業部との間の人事交流も多い」（電気機器：1社）
・「研究所と製作所・工場間の人事交流も多い」（電気機器：1社）
・「本社研究開発本部と各事業部門との間で相互にほぼ同数が異動している」
（化学：1社）
といった例が挙げられる。
この場合、Aのパターンの異動は、上記と同様の理由で行われるが、Bのパタ
ーンの異動については、本人の適性や希望を反映させる場合のほか、「開発・生
産部門が自らの技術力をアップするために、一定の期間、勉強の意味で人を研究
部門に出す」（電気機器：1社）というケースが多かった。
さらに、数は少ないものの、Bのパターンの異動が見られないのみならず、A．
のパターンの異動もほとんどないという企業もあった（機械：2社）。つまり、
技術系の者は入社時に研究部門に配属されるか、各事業部別に開発・生産部門に
配属され∴その後はその部門の外にはほとんど異動しない、という形になってい
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るのである。
さらには、「各事業部内の異動（開発部門、設計・生産技術部門、品質保証部
門等の間の異動）も従来あまり活発でなかったため、数年前に”ローテーション制
度”を設け、入社後6年で必ず担当職種や担当商品を変えるようにしている」（機
械：1社）という例もあった。
なお、職種別採用を行っている場合には、当然のことながら、入社後の職種間
の異動はあまりない。
例えば、
・「入社後の職種（研究職・開発職、工務職・製造職）間の異動はまれ」（食
料品：1社）
・「入社後の職種（研究職・営業職）間の異動はほとんどない」（医薬品：1
社）
といった例が挙げられる。
ただし、職種間の異動が全くないわけではなく、例外的に職種間の異動が行わ
れる場合もあった（具体例は以下の通り）。
・「職種間の異動は本人の希望や上司の了解により、時々行われる」（医薬品
：1社、サービス：1社）
・「研究職、開発職というように職種別採用を行っているため、入社後の職種
間の異動はほとんどないが、例外的に、研究所から開発センターへの異動も
あノる」（サービス：1社）
・「職種間の異動は、個人が持っている技術を活かす形で行われる。研究成果
を事業化するために研究職から開発職や生産職へ異動することもあれば、逆
に開発職や生産職から研究職への異動もある」（医薬品：1社）
（2）各事業部間の異動（Cのパターンの異動）
これに対し、Cのパターンの異動は、あまり見られなかった。つまり、最初に
配属された事業分野から他の事業分野に異動することはあまりないということで
あり、技術系はその専門能力に着目して採用していることを考えれば、当然のこ
とと言えよう。
ただし、中には、「事業本部間の異動もあり、この異動歴が昇格審査の際の考
慮事項の一つとなっている」（電気機器：1社）という企業もあった。
2－2－3　博士の配属先
博士の入社後の配属先については、その採用規模の大小とはあまり関係なく、
まず研究部門（基礎研究部門または応用研究・開発研究部門）に配属する企業が
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ほとんどであった。これは、博士を採用するのは、その者の専門能力（技術的能
力）に期待しているからであり、その専門能力を十分に発揮できる部門に配属す
るとなると、必然的に研究に近い部門に配属することになるためであると考えら
れる。なお、この入社後の配属先が、採用内定の時点で決定しているのは前述の
通りである。
また、職種別採用を行っていても、ほとんどの場合博士は「研究職」として採
用しているため、上記の場合と同様に、入社後の配属先は研究部門（基礎研究部
門または応用研究・開発研究部門）となっていた（食料品：1社、医薬品：3
社）。
一方、数は少ないものの、研究部門以外に、開発・生産部門に博士が配属され
ることもあるとする企業もあった（鉄鋼：1社、機械：1社、電気機器：1社）。
その後の博士の異動については、
［1］ずっと研究部門にとどまる、
というケースが多かったが、中には、
［2］開発・生産部門（各事業部）へ異動する、
というケースもあった（化学：1社、電気機器：2社、サービス：1社）。例え
ば、
・「工場立ち上げのために、博士が応用研究部門から生産技術部門に異動し、
工場立ち上げ終了後にもとの応用研究部門に戻った」（化学：1社）
・「博士も入社後だんだん商品に関心を持つようになり、中には事業部への異
動を望む博士もいる」（電気機器：1社）
といった例が挙げられる。
2－3　研究者及び技術者の昇格システム
以上のようにして、企業に技術系社員として採用され、各部署に配属された後、
彼らはどのように昇格していくのであろうか。
ほとんどの企業が、いわゆる「職能資格制度」を導入し、社内の資格を順次上
がっていくことことによって、給与や役職等も上がっていくというシステムをと
っていた。
図2－5に一般的な研究者及び技術者の昇格システムの概略を示す。
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図2－5　研究者及び技術者の昇格システム（一般的な姿）
社内の資格（例）????㍊ ? ? ? ㌍ ? ?昇格審査の基準［り過圭の評価結果の積み重ね
〔：専門能力の
人間性の評
業績の評価
評価
価結
結果
結果
果
［2］年功的要素
〔：票芸禁 で呈芸芸孟㌢籍年数
［3］昇格試験
・ペーパーテスト
知職試験
論文試験
・面接試験
完全に事務系とは別の、技術系独自の昇格システムを持っている例はなく、昇
格システム自体は事務系・技術系共通という企業がほとんどであった。
ただし、中には、「入社後15～20年目くらいからは技術系独自の資格制度
があり、最終的には特定の技術毎に”技師長”、”主任技師”として処遇する」（電
気機器：1社）という企業もあった。また、昇格システム自体は共通だが、昇格
のスピードで事務系と技術系との間で差が出るという企業もあった（例：「技術
系の方が事務系より能力発揮のピークが早い（35才くらい）ためか、結果的に
は技術系の方が事務系よりも早く昇格していく」（電気機器：1社））。
では、この社内の資格を上げるか否かは、どうやって審査・判定されるのだろ
うか。
通常は、
［1］過去の評価結果の積み重ね、
が重視され、
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［2］現在の資格における在籍年数や入社年次（経験炎数）等、
をも考慮して、昇格させるか否かが決定されるという形が一般的であった。
［1］の過去の評価結果の積み重ねとは、前述の目標管理制度による評価結果（専
門能力、人間性、業績の評価結果）の積み重ねである。具体的には、専門能力や
人間性の評価結果が主に反映される基本給の昇給額、業績の評価結果が主に反映
されるボーナス額の過去何年かの実績ということになる。
ただ、中には、「目標管理制度による評価結果だけではなく、その者の社内に
おけるこれまでのキャリア（海外勤務経験or事業本部間の異動経験）も考慮に入
れて人事部が昇格候補者を」リストアップする」（電気機器：1社）といった例
もあった。
［2］の年功的要素は、従来ほど重要視はされないものの、なお完全には無視でき
ない要素であり、「昇格審査に当たって年功的要素を一切考慮に入れない」と明
言した企業はなかった。
さらに、特定の資格に上がる際には、［1］や［2］に加えて、［3］昇格試験を実施
している企業がかなり多かった。具体的には、ペーパーテストと面接試験の両方
が行われるケースが多く、ペーパーテストの中身は論文試験または知識試験であ
った。例えば、
・「入社後、学士で8年目、修士で6年目の段階で、管理職への昇格試験（上
司が与えるテーマでの論文試験＋面接試験）を実施している」（鉄鋼：1
社）
・「おおむね26才頃と30才頃において、昇格試験（論文試験＋一般教養試
験＋面接試験）を実施している」（機械：1社）
・「係長や課長補佐への昇格試験（論文試験）を実施している」（機械：1
社）
・「入社後一定の年数が経過した時点で、昇格試験（知識試験＋面接試験）を
実施している」（食料品：1社）
・「係長への昇格の際（33才頃）に、昇格試験（論文試験＋筆記試験）面接
試験」を実施している」（食料品：1社）
・「入社後3年目で昇格試験（一般常識試験＋会社知識試験）を実施し、入社
後7年目で係長への昇格試験（論文試験（会社への自らの貢献や提言等に関す
る論文）＋面接試験）を実施している」（化学：1社）
・「係長級への昇格までは、昇格試験（適性試験＋論文審査）を実施してる」
（機械：1社）
・「管理職になるまでの間は、年1回、各職種ごとに昇格試験（専門的技能の
確認試験）を実施している」（サービス：1社）
ー101－
・「各人の担当業務に関する論文を書かせる」（電気機器：1社）
・「新聞の「論説」や「社説」に対する意見や考え方について論文を書かせ
る」（電気機器：1社）
といった例が挙げられる。このように、昇格試験は比較的若い時期（30代半ば
くらいまで）に行われることが多く、課長級への昇格以降においては、昇格試験
は行われず、［1］の過去の評価結果の積み重ねによるとする企業が多かった。
しかし、中には、課長級への昇格試験を実施している企業もあった（具体例は
以下の通り）。
・「課長への昇格試験では、技術系については、論文を審査委員会で審査する
とともに、面接試験を実施している」（機械：1社）
・「課長級への昇格試験では、知識試験（商品知識、就業規則、マネジメント
等に関する知識試験」＋面接試験（業務レポートを発表させ、議論する）を
実施している」（医薬品：1社）
・「一般職から中間管理職、中間管理職から管理職、管理職から経営職への昇
格試験では、筆記試験（外部機関による試験）＋論文試験（業務に関する論
文）＋面接試験を実施している」（医薬品：1社）
また、この［3］の昇格試験の位置づけについては、企業によりかなり差があり、
「［1］や［2］で昇格候補者はかなり絞り込まれており、［3］の昇格試験ではほとん
ど落ちない」（電気機器：1社）というように、昇格試験が補完的なものに過ぎ
ないとする企業もあれば、昇格試験に実質的にかなり大きなウエイトを置いてい
る企業もあった（具体例は以下の通り）。
・「課長への昇格試験の合格率は60％」（機械：1社）
・「昇格試験の合格率は50％程度」（機械：1社）
・「課長級への昇格試験の合格率は10％程度」（医薬品：1社）
2．－4　研究者及び技術者の昇給システム
これまで見てきたように、研究者・技術者は自らの評価結果に基づき、昇格し
ていくが、これに伴って給与はどのように上がっていくのだろうか。以下、いわ
ゆる月給（月例賃金）とボーナス（賞与）とに分けて見ることとする。
2－4－1　月給（月例賃金）
いわゆる月給の構成については、
基本給（年功を反映、年1回定期昇給していく）
資格給（社内の資格に対応している）
役職給（役職に就くことに伴い支給）
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の3つで構成されているのが、日本企業における伝統的な姿であった。そして、
このように構成されている月給でどのように差がついていくかについては、以下
のように整理できよう。
［1］同期入社の者の間では、A．の基本給では差はつかず、昇格が早い遅いの
差もあまり大きくはないため、B．の資格給でもあまり差がつかない。
［2］社内の資格が同じであっても、役職者（ラインの長）はそれ以外の者（ス
タッフ）よりも給与が上になる（C．の役職給が上乗せされるため）。
［3］社内の資格が同じであっても、年上の者の方が給与は上になる（B．の資
格給は同じでも、A．の基本給で差がつくため）。
［4］一旦昇格すると、降格はないため、給与は下がらないし、下の資格の者に
逆転されることもない（B．の資格給は社内の資格に対応して定められた一
定額であるため）。
ところが、このように日本企業で伝統的に見られた給与の姿が、最近急速に変
わりつつある（具体例は以下の通り）。
・「1994年度に新制度を導入」（電気機器：1社）
・「1995年度に新制度を導入」（鉄鋼：1社）
・「課長級以上について、1996年に新制度を導入」（電気機器：1社）
・「課長級以上について、1997年度から新制度に移行する予定」（化学：
1社）
・「1997年度から新制度に移行する予定」（サービス：1社）
具体的な変化の内容としては、
昇格の早い遅いの差を拡大する（同期生の間でのB．の資格給の格差が拡
大する）。
C．の役職給を縮小する。
A．の基本給を縮小する。
B．の資格給が評価結果や業務内容等に応じて増減する。
といった措置がとられることにより、上記［1］～［4］の現象が見られなくなっ
てきているのである。給与構成の変化概念を図2－6に示す。
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図2－6　給与の構成の変化
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→（D昇格の早い遅いの差が
拡大し、同期生の間で
の資格給の格差も拡大
一一→・④同じ社内資格にとどま
っていても、評価結果
や業務内容等に応じて
資格給が増減する
一一－－③縮小
ナ．ス　（賞与）
ボーナス
（賞与）
→業績評価結果の
反映度の拡大
まず、（彰はすでに多くの企業で見られ、一般的に同期生が横並びで昇格するこ
とはなくなり、B．の資格給の格差が拡大していると言えよう。
次に、（塾の具体例は以下の通り。
・「C．の役職給はない」（電気機器：2社）
・「社内の資格が同じであれば、ラインの者とスタッフの者との間で給与に特
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段の差はない」（化学：1社、機械：2社、サービス：2社）
・「ラインの者とスタッフの者との手当の差は極めて小さい（最大で月15，000
円程度）」（鉄鋼：1社）
・「ラインの者とスタッフの者との給与差は部長クラスでも最大月10，000円程
度」（医薬品：1社）
このように、全体的には、ラインの者とスタッフの者との間の給与格差はない
か、たとえあっても意外に小さいものであると言えよう（［2］の現象がみられな
くなっている）。
③の具体例は以下の通り。
・「A．の基本給はほとんどない」（医薬品：1社、サービス：2社）
・「課長級以上には、A．の基本給はない」（鉄鋼：1社、機械：1社、電気
機器：2社）
・「社内の資格が上がれば上がるほど、A．の基本給の比率は低くなり、B．
の資格給の比率が高くなる」（食料品：1社、医薬品：2社）
・「A．の基本給の比率はかつては70％だったが、現在は50％程度で、今
後も縮小していく」（機械：1社）
・「A．の基本給の比率を下げた」（サービス：1社）
このように、A．の基本給がなくなると、社内の資格が同じであれば、年令
（入社年次）にかかわらず、給与は同じということになる（上記［3］の現象がみ
られなくなる）。
最後に、④の具体例は以下の通り。
・「B．の資格給は業績評価結果により増減する」（鉄鋼：1社、サービス
：1社）
・「B．の資格給は能力評価結果を反映する」（化学：1社）
・「毎年1回上司との面談を通じて、担当している業務の区分（5段階）を決
定し、この担当業務区分に応じてB．の資格給が増減する」（鉄鋼：1社）
この場合、降格こそしないものの、評価結果次第では資格給が下がってしまう
のみならず、社内の資格が上の者がすぐ下の資格の者に資格給で逆転されてしま
うことさえあり得る（［4］の現象が見られなくなる）のである（鉄鋼：1社）。
なお、このほかに、特殊なケースとして以下のような例があった。
・「B．の資格給は年功序列的な昇格に伴い年功序列的にアップしていくため、
月給のうち資格給以外の部分を、評価結果により増減させているケースもあ
った」（化学：1社）
・「B．の資格給とC．の役職給とを統合し、各ポスト（＝役割）の価値に対
応した「役割給」を設けている。この場合、社内の資格が同じであってもポ
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スト（＝役割）を替わればこの「役割給」も増減するのみならず、ポストに
よっては社内資格が上の者よりも「役割給」では上回るケースもあり（例：
ある課長ポストの「役割給」は、ある部長ポストの「役割給」より上）、さ
らには同じポストにとどまっていても、この「役割給」自体が評価結果に応
じて増減することさえあり得る。」（電気機器：1社）
「幹部社員については、年俸制を導入している。具体的には、社内の資格と
過去1年間の評価結果に基づき、月給については前年度からの増減額が決ま
り、ボーナスについては前年度実績額とは無関係に1年間のトータル額が決
まる（支給は年2回に分けて行う）という形になっている」（電気機器：1
社）
以上のようにわが国の給与の仕組みは、個人の能力や業績をより反映させる方
向へと大きく変わりつつある。上記［1］や［2］はもはや崩れており、［3］もかな
りの企業で見られなくなってきており、残る［4］も一部の企業では見られなくな
ってきているのが現状と言えよう。
2－4－2　ボーナス（賞与）
一方、ボーナス（賞与）については、従来から月給に比べれば個人の業績の評
価結果が反映されていたと言えよう。
具体的なボーナスの決定方法については、多くの企業で、各人の社内資格と業
績の評価結果に応じて年2回のボーナス額を定めていた。そして、この業績の評
価結果がボーナス額に反映される度合いは、社内の資格が上がれば上がるほど高
まるのが一般的であった（例：「ボーナス全体のうち、社内資格と評価結果によ
り変動する部分の割合は、課長級以上になるとぐんと高くなる」（機械：1社、
鉄鋼：1社））。
なお、業績の評価については、半年単位で年2回行い、年2回支給されるボー
ナス額の決定に反映させているのが一般的であった。ただし、業績の評価は年1
回行うにとどめ、これを年2回のボーナスのうち1回のボーナスに反映させ、残
る1回のボーナスには前回（半年前）の業績の評価結果を修正して反映させてい
る企業（化学：1社、機械：1社）もあった。
また、中には、年2回のボーナスを区別し、夏のボーナスには各人に差を設け
ず、冬のボーナスで各人の業績の評価結果を反映させ差をつける企業（食料品：
1社）もあれば、逆に冬のボーナスでは各人に差を設けず、夏のボーナスで業績
の評価結果を反映させ差をつける企業（医薬品：1社）もあった。
この結果、業績の評価結果が同じであっても、社内の資格が上の者の方がボー
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ナス額は上となり、また、社内の資格が同じであっても、業績の評価結果によっ
てはボーナス額に差がつくことになる。
ただ、このボーナスの格差は企業により大きく異なっており、格差が大きい例
では、
・「ボーナス額は最高を100とすれば最低が70くらいになる」（電気機器
：1社）
・「ボーナス額で年間最大150万円程度の差がつく」（電気機器：1社）
・「ボーナス額で年間最大100万円程度の差がつく」（電気機器：1社）
・「部長クラスでは、1回のボーナスで月給1カ月分くらいの差がつく」（電
気機器：1社）
・「1回のボーナスで最大50万円くらいの差がつく」（化学：1社）
といった例がある一方で、格差が小さい例としては、
・「ボーナスは主に社内資格により決定されるため、同じ年齢・同じ社内資格
ならあまり格差は生じない」（サービス：1社）
・「ボーナスには評価結果が反映されるものの、それほどの格差は生じない。
（せいぜい数％の差）」（化学：1社、医薬品：1社）
・「ボーナスの最大格差はせいぜい10万円程度」（機械：1社）
といった例もあった。
しかし、全体的な傾向としては、「1996年から、ボーナスに業績評価結果
を反映させる対象者を管理職以上から入社3年目以上に拡大した」（食料品：1
社）、「ボーナスに業績評価結果を反映させる方向で制度改革を検討中」（サー
ビス：1社）というように、業績評価結果によりボーナス額に格差を設ける方向
にあると言える。
なお、業績評価結果が悪いと、下の社内資格の者で業績評価結果の良い者にボ
ーナス額で逆転されることもあると明言した企業（鉄鋼：1社）もあった。
このほかに、特殊な例として、「幹部社員については年俸制をとり、ボーナス
についても社内資格と1年間の業績評価結果に基づき、前年実績とは無関係に1
年間のトータル額を決める（支給は年2回に分けて行う）」（電気機器：1社）
という企業もあった。
2－5　研究者及び技術者個人の活性化策
企業において研究者及び技術者個人の能力や業績を昇格や昇給といった人事管
理に反映するのは、研究者及び技術者個人の能力開発や仕事への意欲をかきたて
る効果があるが、このほかにも研究者及び技術者個人の活性化を図るための方策
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を導入している企業があった。
具体的には、社内の研究者及び技術者個人を対象にした公募により、社内プロ
ジェクトチームのメンバー等の人選を行う「社内公募制」、技術系の者の昇格・
昇給上の不利を軽減する「専門職制度」、特許の出願・登録や博士号の取得を奨
励する「奨励制度」等が導入されている。以下、導入されている方策について考
察する。
2－5－1　社内公募制
ここでいう「社内公募制」とは、研究開発の「テーマ」を社内に提示して、そ
の実行に当たるメンバーを社内から募るものであり、社内の複数の事業部の技術
が必要である等、社内の既存の組織では対応できないプロジェクトを緊急に発足
させる場合に典型的に見られる。本制度が導入される理由としては、色々あるが、
おおむね以下の3点に整理できよう。
A．研究者・技術者本人の希望の業務を担当させることによって、その者の業
務遂行への意欲をかきたてることができる。
B．緊急に社内の優秀な人材を集める必要があるというニーズに応えることが
できる。
C．適材適所の実現を図る（社内で不遇を感じている人材に転機の機会を提供
する）ことができる。
このため、本制度においては、応募者が直属の上司には知られずに応募できる
ように配慮されている。すなわち、人事部が直接各人あてにテーマを提示して公
募し、各人は人事部に直接応募し、人事部では面接等を行い選考の上、合否の結
果を直接本人に知らせる（部下が合格して初めて直属の上司にも分かる）という
仕組みである。
社内公募制の仕組みの概略を図2－7に示す。
本人が応募しているのが職場の同僚や上司に分からないようにするために、人
事部で行う面接等を休日に社外で行っているという企業（電気機器：1社）さえ
あった。
これは、各研究者・技術者本人の意欲をかき立てるためには、本人に直接応募
させるのが適切なためであるが、さらに、直接の上司を介すると真に優秀な人材
の応募がなかなか実現せず、優秀な人材を緊急に集める必要があるというニーズ
に応えられなくなるためでもある。また、現状の処遇に不満を感じている者の応
募を促すために、本人の判断だけで周りの者に知られずに応募ができるように配
慮しているとも言える。
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図2－7　社内公募制の仕組み
人　事　部
面接等により、選考→合否の決定
1．テーマ
を示し
公募
直接の上司
研究者・技術者本人
以下、本制度を導入していない企業、導入している企業の順番で詳しく見てみ
よう。
（1）導入していない企業
本制度については、導入していないとする企業もかなりあり、導入していない
理由として、「プロジェクトチームのメンバーを選定する当たっては、公募して
選定するのは効率が悪いため」（サービス：1社）を挙げる企業が多く、これら
の企業ではプロジェクトチームのメンバーの選定は「役員会で決めている」（サ
ービス：1社）、「人事部が決めている」（医薬品：2社）、「人事部とプロジ
ェクトチームのリーダーが中心となって決めている」（食料品：1社）、「各セ
クションで決めている」（医薬品：1社、サービス：1社）というように、トッ
プダウン的に決めている例が多かった。
また、「過去に実施していたが、現在では実施していない」、（サービス：1
社）という企業もあり、その理由は上記と同じ「公募して選定するのは効率が悪
いため」ということであった。
さらに、導入していても、「2～3年に1度実施した程度」（化学：1社）
というように、実施は不定期で回数も少ないという例もあった。
（2）導入している企業
一方、この社内公募制を実施している企業については、以下のような例があっ
た。
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・「新規事業分野について、89年から5回実施している」（鉄鋼：1社）
・「新規事業分野又は儲かっている分野で年4回実施している」（機械：1
社）
・「事業部からのニーズを調査して、年2回実施している」（機械：1社）
・「新事業や新プロジェクト実施のため、年2回定期的に実施している」（電
気機器：1社）
・「特許業務の強化、新製品の開発等のために、実施している」（電気機器
：1社）
・「年1回、30程度のテーマで公募し、新規のプロジェクトチームの編成や
既存のチームの強化を図っている」（電気機器：1社）
・「毎年10～11月頃に実施している」（電気機器：1社）
・「かなり頻繁に実施している」（電気機器：1社）
・「年数回実施している」（電気機器：1社）
・「イントラネットで募集し、別の企業を作った例もある」（サービス：1
社）
このように、社内公募制を実施している企業では、主に新規事業の実施に当た
って、毎年1回以上定期的に行っていると言える。
2－5－2　専門職制度
一般的に、より上位の社内資格に昇格すればするほど、管理能力が要求される
業務に従事する（＝組織の長、ラインの長等になる）ケースが多くなり、それ以
外の業務（いわゆる”スタッフ的な業務”）に従事するケースは少なくなる。
このため、昇格審査の際にもともと管理能力が重視されている事務系と比べて、
管理能力よりも技術的能力が重視されている技術系は、社内資格が上がれば上が
るほど、昇格に当たって不利になるのではないか、という懸念が生ずる。これを
解消するため、高度な技術的能力を持ち、高い業績をあげている者については、
管理能力が不十分であっても昇格や昇給等の面で不利にならないようにする必要
があるという考え方が出てくることになる。
このような観点から、特に高度な技術的能力を持ち、高い業績をあげている研
究者及び技術者を選定し、「専門職」として、社内資格や給与等の面で優遇する
制度（いわゆる「専門職制度」）がいくつかの企業で導入されている。その専門
職制度のイメージを図2－8に示す。
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図2－8　専門職制度のイメージ
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この専門職制度の目的として、次の二点に集約できる。
1．技術系が事務系に比べて、組織の長やラインの長のポストに就きにくいた
この「専門職制度」の目的としては、次の2点に集約できよう。
め、昇格や昇給等の面で不利になるという状況を是正し、技術系の者の不満
を軽減する。
2．高度な技術的能力を持つ者を高く評価し、優遇することにより、社内の技
術系の者に技術的能力向上へのインセンティブを与え、活性化を図る。
実際には、2．の趣旨で本制度を導入したものの、次第に1．の趣旨が中心と
なり、技術系の者の技術的能力の向上や活性化にあまりつながっていないと言う
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企業が多かった。
なお、この「専門職」の名称は、企業により様々であり、以下のような例
があった。
・「フェロー」
・「リサーチフェロー」
・「シニアリサーチャー、チーフリサーチャー」
・「主席研究員、主幹研究員」
・「リサーチエンジニアリングフェロー」
・「プロフェッショナルフェロー」
・「シニアエンジニア、チーフエンジニア」
・「技師長、主席技師、主幹技師、主任技師」
以下、この「専門職制度」について詳しく見てみたい
（1）選抜方法
これらの「専門職」の選抜方法については、社内に一定の審査機構を設けて審
査し、決定しているのが一般的であった（具体例は以下の通り）。
・「部門長が推薦し、審査委員会での審査を経て決定される」（機械：1社
・「所属長が推薦し、人事部の審査を経て決定される」（機械：1社）
・「社内審査委員会での審査を経て決定される」（機械：1社）
・「係長・課長クラスの専門職については、上司が推薦し、審査委員会での審
査を経て決定され、部長クラスの専門職については、上司が推薦し、経営ト
ップと人事部との審査を経て、1年間の研修を行った後正式に決定される」
（電気機器：1社）
また、この選抜の基準については、「社内的には、科学・技術賞や注目特許賞
を受賞していること、社外的には、博士号を取得したり学会賞を受賞しているこ
と」（化学：1社）と具体的な基準を示す企業もあった。
（2）優遇の中身
このように「専門職」として選抜された者は、社内資格や給与等の面でどのよ
うな優遇を受けるのだろうか。具体的には、給与面での優遇措置（プラスα）を
講じている例もあれば、その「専門職」と社内資格が同じラインの長と給与面で
同等の処遇をしている例もあった（具体例は以下の通り）。
・「手当を支給している」（電気機器：1社）
・「すぐにではないが、3年間程度かけて給与が段階的にアップしていく」
（電気機器：1社）
・「その専門職のクラスに応じて、本部長級、統括部長級の処遇をしている」
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（電気機器：1社）
「その専門職のクラスに応じて、事業部長級から課長級までの処遇をしてい
る」（電気機器：1社）
「役員並みの処遇をしている」（鉄鋼：1社）
また、このような給与面での優遇だけでなく、研究活動面でも優遇している企
業もあった（具体例は以下の通り）。
・「専門職への就任時に一時金を支給するとともに、特別研究員1名を配下に
張り付ける」（化学：1社）
さらに、専門職に就任した者の氏名を研究所や工場等において公示し、広く知
らしめることにより、現場の研究者・技術者に専門職就任を目指すインセンティ
ブを与えている企業もあった（化学：1社）。
一方、給与等の面での優遇措置はあまりとっていないという例もあった（具体
例は以下の通り）。
・「いわば’研究者の鑑”としての称号を与えるだけで、給与等の処遇とは無関
係」（化学：1社）
また、現在は給与等の面での優遇措置はあまりとっていないものの、今後は専
門職の処遇の向上させていく必要があるとする企業もあった（具体例は以下の通
り）。
・「現在のところ、ボーナス面で多少優遇しているだけ。今後は、給与面等で
の優遇の度合いを拡大していくことが課題となっている。」（機械：1社）
・「専門職の処遇の向上が今後の課題」（電気機器：1社）
（3）在籍期間
以上のような専門職に就任した場合の在籍期間については、「一旦専門職に就
任すると、ずっとそのまま」（化学：1社）という例もあったものの、一定の期
間を定め、期間満了時に期間中の業績等に基づき再任するか否かを審査するとい
う仕組みをとっているのが一般的であった（具体例は以下の通り）。
・「1期3年で2期6年までは専門職としての地位は保証するが、3期目の就
任を認めるか否かは過去6年間（1期目＋2期目）における業績に基づき審
査し、判断する」（化学：1社）
（4）人数規模
この「専門職」は、昇格や給与等の面で優遇を受けるため、あくまでも「特別
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に選ばれた者」としての位置づけとなり、その人数規模も社員全体のごく一部に
限られている（具体例は以下の通り）。
・「専門職は全社で10名前後いる」（化学：1社）
・「専門職は全社で約30名いる」（機械：1社）
・「役員待遇の専門職が現在5、6名いる」（鉄鋼：1社）
・「全社員の5％程度が専門職」（機械：1社）
（5）今後の方向性
今後については、明言する企業は少なかったが、中には、「かつては、エンジ
ニアの専門職制度があったが、現在では廃止されており、復活すべきか否かにつ
いて検討中。」（電気機器：1社）という企業もあった。
なお、この「専門職」という用語の使い方は企業により様々であり、上記のよ
うに「特に高度な技術的能力を持っている者を選抜して優遇する」という場合以
外にも用いられている例があった（具体的には、以下のとおり）。
①　いわゆる管理能力が要求される業務に就いている者（組織の長、ラインの
長）
以外の者すべてについて、いわゆる”スタップ’としての業務に従事していると
して、「専門職」という用語を用いている（具体例は以下の通り）。
・「管理職以外の者すべてが専門職」（電気機器：1社）
・「専門職は、事務系専門職、生産技術専門職、研究専門職の3種類」（化
学：1社）
（a　組織の長・ラインの長であるかスタッフであるか否かを問わず、一定の社内
資格（課長級）以上の全員について、「専門職」という用語を用いている（具
体例は以下の通り）。
・「専門職は、組織運営専門職（＝組織の長・ラインの長）、研究開発専門
職（研究・開発・生産部門のスタッフ）、企画開発専門職（事務・企画部
門のスタッフ）の3種類」（電気機器：1社）
2－5－3　特許取得の奨励制度
研究開発の成果に係る特許の取得等を促す奨励制度は多くの企業で導入されて
いた。
これは、その特許に係る発明を行った者（個人orグループ）に対して、いくつ
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かの段階毎に金銭を支給するという制度である。具体的には、（丑出願時に一定の
金額（例：5，000円）を支給し、（訝登録時にも一定の金額（例：数万円）を
支給し、③実施時には、自社による実施の場合はそれによる収益の一部を、他社
による実施の場合は他社から支払われる特許実施料の一部を、補償金として支給
するという形が一般的であった（企業によっては、（丑と（訝だけという例もあっ
た）。年間数百万円の支給を受けている者も中にはいるという企業もあった（電
気機器：2社）
ただし、中には、「出願後6ケ月経過して公開された特許のうち、その独創性
・重要性・完成度等を総合勘案して審査し、パスしたものを表彰し、賞金（20
万円～5万円）を支給する」（化学：1社）、「社長賞表彰を行い、賞金（最大
18万円）を支給する」（機械：1社）、「表彰制度があり、賞金（最大10万
円程度）を支給している」（機械：1社）という例もあった。
一方、特許の取得等を促す奨励制度は特に設けていないという企業もあった
（食料品：1社、化学：1社、医薬品：1社、サービス：1社）。
2－5－4　博士号取得の奨励制度
これに対し、博士号の取得に伴い一時金を支給したり、昇格・昇給に反映させ
るような奨励制度を導入している企業は少なかった。これは、特許の取得が特許
料収入や商品化等により企業に直接収益をもたらすものであるのに対し、博士号
の取得は企業に直接収益をもたらすものではないからであろう。
ただし、だからといって、入社後博士号を取得する例（いわゆる論文博士の取
得、社会人大学院における課程博士の取得等）がないわけではなく、特に最近で
は多くの企業でかなり増えており、奨励している企業も多かった（具体例は以下
の通り）。
・「論文博士を取得する人が従来より増えてきた」（医薬品：1社、鉄鋼：1
社）
・「年間10名弱が論文博士を取得している」（医薬品：1社）
・「従来ほど博士が特別視されなくなってきている」（電気機器：1社）
・「社内の博士号取得者について見れば、入社してから取得した者の方が多
い」
（食料品：1社、電気機器：1社）
・「早い人では、入社後5年で博士号を取得するケースもある」（医薬品：1
社）
・「最近では、40～50才代の者が、将来大学教授になる道も開けることか
ら、社会人大学院に入学して博士号を取得するケースが増えている」（電気
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機器：1社）
・「従来はどちらかといえば、商品開発が重視され、論文博士は軽視されてい
たが、最近では、社内の技術力を対外的にアピールする意味からも、博士号
の取得が奨励されている」（電気機器：1社）
・「社内に「博士会」という組織があり、博士号を取得すると入会することがで
き、一種のステータスになる」（機械：1社）
このため、博士号取得に伴う一時金の支給等はしないものの、いわゆる論文博
士の取得や社会人大学院における課程博士の取得をサポートするため、論文審査
に当たった大学の教授への謝礼金を補助したり、大学への通学を出張扱いにして
旅費を支給したり、入学金や授業料を負担する等の措置が多くの企業でとられて
いた。これには、「（国内の）社会人大学院への入学は海外留学に比べて、ずっ
と安上がりで済む」（電気機器：1社）という事情もあるものと考えられる。
一方、数は少ないものの、博士号取得を成し遂げた者に対して一時金等を支給
したり、昇給に反映させる制度を設けている企業もあった（具体例は以下の通
り）。
・「研究所で表彰し、金一封を授与した例はある」（食料品：1社）
・「社長表彰があり、記念品が支給される」（電気機器：1社）
・「給与アップ等の措置をとっている」（電気機器：1社）
・「通常の昇給に上乗せして、1～2万円程度の特別昇給を行う」（電気機器
：1社）
なお、博士号取得による企業にとってのメリットについては、
・「博士号を取得した本人がやる気になる」（サービス：1社）
・「海外の雑誌に掲載されるまでの英文での執筆やレフェリーとのやりとり等
を通じて、博士号を取得した本人の能力アップや、研究者としての自覚の高
まりにつながる」（食料品：1社、医薬品：1社）
というように、博士号を取得した本人の能力アップ等を通じて、企業にとっても
間接的にメリットがあるという面もあれば、
・「（海外では博士でないと一人前の研究者扱いしてもらえないため、社員に
よる博士号の取得は、海外企業等との協力や海外での学会発表ではメリット
がある」（化学：1社、医薬品：1社、電気機器：1社）
・「国との共同プロジェクトに参画する上でも、博士が多いと有利」（電気機
器：1社）
というように、企業にとって直接のメリットがあるという面もあった。
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第3章　研究者及び技術者の養成
3－1　大学の教育研究に対する要望
第1章、第2章で見てきたように、企業は一定の基準に照らして研究者・技術
者の採用を決め、評価を行い、昇格や昇給等に反映させているが、この研究者・
技術者の供給源である大学における教育研究に対しては、企業はどのような要望
や意見を持っているのだろうか。
3－1－1　学生の教育に関する要望
大学における学生の教育自体に関する企業サイドの要望については、様々なも
のがあったが、以下のように整理できよう。
（1）基礎学力の充実を図るべき。
特に修士・学士レベルでは、大学では幅広い分野で基礎学力の充実を図るべき、
という要望があった。つまり、基礎学力さえしっかりしていれば、入社後に応用
的な部分はいくらでも勉強できるが、その基礎学力を入社後に身につけているヒ
マはなかなかない、というわけである（具体例は以下の通り）。
・「大学では基礎学力さえ身につけてくれれば良い。」（機械：1社）
・「大学では、基本的技術（半導体の回路設計技術、”モノ作りの技術’’等）の
教育をもっとやって欲しい。」（電気機器：2社）
・「応用は入社後にいくらでも勉強できるが、基礎を入社後に勉強するヒマは
ないので、大学ではもっと基礎学力の充実を図って欲しい。」（電気機器：
1社）
・「高い専門性を求めるなら博士を採用するので、修士はもっと知識の幅を広
て欲しい」（食料品：1社）
また、基礎学力の充実を図るためには、大学のカリキュラムの改革を求める意
見もあった（具体例は以下の通り）。
・「研究職として学部卒を採用すると、自ら実験が満足にできないため、研究
職の採用は修士以上にならざるを得ない。学部での4年間における専門教育
の期間が短過ぎるのではないか。」（医薬品：1社）
・「修士課程への進学率が高くなっているのだから、カリキュラムも最初か
ら6年間で考えるべき。」（化学：1社）
（2）学生の”現場嫌い”、”モノ作り軽視”、大学教育における”実験・実習軽視”
の傾向を改めるべき。
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最近の学生の”現場嫌い”、”モノ作り軽視”の傾向や大学教育における実験・実
習軽視の傾向を改めるべきという意見である（具体例は以下の通り）。
・「最近の学生は、”現場嫌い”、”モノ作り軽視’’、”実験嫌い”の傾向があり、
何でも頭の中、机の上（シミュレーション）だけで思考する傾向がある」（機械：1
社、電気機器：1社）
・「大学のカリキュラムで、実験や実習が少なくなっているのが問題。」（電気機器
：1社）
・「高学歴化（修士・博士の増加）が”現場嫌い”、”モノ作り軽視”の傾向ます
ます拍車をかけ、モノ作りの”技能”を衰退させていく。」（電気機器：1
社）
（3）研究室における教育・指導体制を改善すべき。
研究室における教育・指導体制に問題があるという意見である（具体例は以
下の通り）。
・「学生を”助手的に”使い過ぎるので、自主性や創造性が育たない。博士でさ
え、教授の指示に従い、計測やデータ収集ばかりしている。」（電気機器：
1社）
・「企業側から見て優秀な学生にさほど重要でないテーマをやらせる等、教授
がテーマで学生を差別する傾向がある。」（電気機器：1社）
このように、企業から見て優秀な学生と大学教授から見て優秀な学生（＝使い
やすい学生）との間には、明らかにずれがあると言えよう。
（4）自主性・独創性、協調性、管理能力等を身につける教育をやるべき
大学においても、専門分野の学力だけでなく、実際に入社してから役に立つ、
自主性・創造性、協調性、管理能力等も身につけられるように教育すべき、とい
う意見である（具体例は以下の通り）。
・「自分でやりたいことを考え、提案できる人が望ましい」（機械：1社、電
気機器：1社）
・「研究を通じてモノの見方・考え方や思考プロセスが磨かれるような教育を
もっとやって欲しい。」（化学：1社）
・「リーダーシップがあり対人関係もきちんとこなせる者が欲しい」（食料品
：1社）
・「技術系の学科においても、経営的な感覚を身につけられるようなカリキュ
ラムを組み入れて欲しい。」（電気機器：1社）
・「マネジメント能力をもっと養うような教育をして欲しい。」（電気機器：
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1社）
「修士のセールスポイントは学士を”部下”として使った経験がある点だが、
修士課程への進学率の上昇に伴い、学士を”部下”として使ったことのない
修士が増えているため、修士と学士との差は従来より縮小し、せいぜい1年
程度の差に過ぎない。」（サービス：1社）
（5）その他
その他、大学の教育に関しては以下のような意見があった。
・「学生は、大学で研究してきたことについて卑下し過ぎている。もっと大学
時代にやってきたことに自信を持って欲しい」（機械：1社）
・「大学教育の格付け機関（第三者機関）があれば、各大学の格付けに応じ
て卒業生の初任給を決めることができる。」（鉄鋼：1社）
・「現在の飛び級制度（大学の学部の3年生から大学院に飛び級する）は、き
ちんと卒業論文を書いていないのが問題。」（鉄鋼：1社、サービス：1
社）
以上の結果をまとめ、表3－1に示す。
表3－1　学生の教育に関する要望
タイ プ 業種 と企 業数
A
機械 ：1杜 、電 気機器 ：3社
食料品 ：1杜 、医薬 品 ．t社
化学 二1杜　　　　　　　　 計　 7社 （29％）
B
機械 ：1杜
電 気機器 ：3社
計　 4社 （1日目
C
電 気機器 ：2杜
計　 2杜 （8％）
D
機 械 ：1社 、 電気 機器 ：3杜
化学 ：1杜 、食料品 ：1社
サー ビス：1社　　　　　　　　 計　 7社 （29％）
E
機 械 ：l社 、鉄鋼 ：2杜
1トビえ：1社
計　 4社 （17％）
合 計 ：24社
要望種類
A：基礎学力の充実
B：現場、実験比較の重視
C：教育指導体制の改善
D：人間性（自主、独創、協調等）教育
E：その他
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3－1－2　大学の教育研究全般に関する要望
まず、大学で行われている教育研究の内容全般に関する企業サイドの要望につ
いて見てみると、以下の2つのタイプに分けることができた。
A．大学はもっと基礎研究に力を注いで欲しい。
B．大学は基礎研究ばかりでなく、産業界に近い研究をもっとやって欲しい。
A．の要望は、主に化学、医薬品業界で見られた（具体例は、以下の通り）。
・「当社の規模では本当の基礎研究を行うのは難しいため、大学には本当の基
礎研究をもっとやって欲しい。（化学：2社）
・「大学における教育研究の内容（特にバイオ関係）は、進歩が早いため、企
業から見ても非常に進んでいる。」（医薬品：1社）
・「大学における教育研究の内容が最先端の嶺域（人気のある嶺域）に集中し、
基礎的な学問領域が疎かになりがちなので、もっと基礎的な学問領域（比較
的地味な領域）にも力を入れるべき。」（化学：1社、機械：1社）
・「大学における教育研究の内容が特定の人気のある分野に集中しがちなので、
もっと幅広い分野に分散させて欲しい。」（食料品：1社）
一方、B．の要望は主に鉄鋼、機械、電気機器業界で見られた（具体例は以下
の通り）。
・「大学で行われている基礎研究の中身は企業から見てあまり魅力がない。基
礎研究ばかりではなく、もっと産業界に近い研究もやって欲しい。」（鉄鋼
：1社）
・「大学では、応用を視野に入れた基礎技術の研究をもっとやって欲しい」
（電気機器：1社）
・「博士課程の学生を増やす以上、博士課程で、もっと産業界のニーズを踏ま
えた教育研究を行うようにして欲しい」（機械：1社、電気機器：1社）
・「大学で行われている研究内容には、そもそもあまり期待していない。」
（化学：1社）
・「一部の特定の大学を除いて、大学では当社が期待するような教育はほとん
ど行われていないため、学士で採用して社内で教育している。」（サービス
：1社）
以上のように、大学の教育研究（特に基礎研究）に対する期待度は企業によっ
て大きく異なっている。
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3－2　産・学問の交流
このように、大学における教育研究が産業界のニーズを反映したものとなるた
めには、産業界と大学との間の人材の交流をより強化する必要がある。
3－2－1　産業界から大学への人材の流動
産業界から大学への人材の流動については、
（1）大学院生として行く場合と、
（2）教員として行く場合とがあり、
それぞれ以下のような意見があった。
（1）大学院生として行く場合
・「博士課程進学者やボスドクを増やすよりも、社会人大学院制度の拡充を図
るべき。企業サイドにとっては、大学での”純粋培養者”よりも、企業で実務
経験を何年か積んでから社会人大学院に入学して何年か勉強し、その後もと
の企業に戻ってきた者の方がずっと役に立つし、大学側にとっても、企業か
ら大学院生が派遣されて来れば、周りへの刺激にもなるし、修了後の就職先
の心配もせずにすむ。」（鉄鋼：1社）
・「社会人大学院への企業からの派遣については、大学院における教育内容に
対する疑問（企業にとって役に立たないのではないか？）があり、また、企
業側にとって派遣したい人（＝優秀な人）は忙しく、なかなか派遣する余裕
がないことから、積極的になれない。」（電気機器：1社）
このように、社会人大学院制度については賛否両論あったが、教育内容次第で
は。企業にとって十分魅力のあるものとなり、産学交流の推進役となろう。
（2）教員として行く場合
・「当社出身の大学教授も多数いる。」（電気機器：1社）
・「特に新設大学や新設学部等から教授や助教授を出してくれという要望が来
ることもある。」（サービス：1社）
・「閉鎖的・硬直化した大学の人事を改め、他大学出身者はもとより、外国人
や企業の人をもっと教授に登用すべき。」（電気機器：1社）
3－2－2　大学から産業界への人材の流動
一方、大学から産業界に人材が流動するケースとしては、学生が一定期間企業
で研修を受け、それが単位の認定につながる制度（インターンシップ制度）等の
導入が進められているが、以下のような意見があった。
・「学生が企業の研究所で研修を受けた場合に単位の取得を認める制度（イン
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ターンシップ制度）の活用等により、学生にもっと外部（企業等）の技術に触
れる機会を与えるべき。」（化学：1社、電気機器：2社）
・「大学の先生が一定期間企業に来れるような仕組みを作るべき。」（電気機
器：1社）
・「大学の先生にもっとビジネスマインドを持って欲しい。」（電気機器：1
社）
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第4章　考察
4－1　考察
本調査研究の各企業による研究者及び技術者の採用に係わるアンケート結果を、
労働統計年報（労働大臣官房政策調査部）、学校基本調査報告書（高等教育機関
編、文部省）及び科学技術指標（科学技術政策研究所）等の関連する統計データ
と比較検討し、企業におけるキャリアニーズの考察を行う。
まず、企業の雇用管理上の問題点に関する統計データが、第48回労働統計年
報（1995年）に示されている。このデータを基に解析した結果を、図4－1
に示す。
図4－1現在（1996年）の雇用管理上の問題点＊
??????
A B C D E
企業規模（人）
企業規模
A：51000人以上、B：1，000～4，999人、C：300－999人、D：100－299人、E：30～99人
＊：第48回労働統計年報の統計ブ一夕を基に作成
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この結果が示すように、技術者の不足・採用難及び戦略部門・新事業部門での人
材難が主要な問題点となっているている。
これらの問題点は、図で示すように企業規模間での格差が大きく、大企業ほど
採用難は感じていないが、逆に産業構造転換に係わる余剰人員対策については、
大企業ほど大きな問題となっている。一方、戦略部門・新事業部門での人材難は
企業規模の大小に係わらず全てが同程度の題意識を抱えている。
以上のような雇用に係わる全般的な問題意識と企業規模格差を念頭におきなが
ら、大企業を対象とした本調査研究結果を、他の既存統計データと対比させなが
ら考察する。
4－1－1　新卒者の採用
大学の理工系学部及び大学院卒業者の各企業による新卒採用結果を考察するた
めには、大学における大学院への進学状況及びその卒業生の就業状況を調べる必
要がある。そこで、そのデータベースとなる学校基本調査報告書（文部省）及び
科学技術指標（NISTEP REPORT No．50、科学技術政策研究所）のデータを基に、関
連する情報を整理した。
まず、最近10年間における理工系学生の修士課程及び博士課程への進学状況
を調べた。その結果を表4－2及び4－3に示す。
表4－2　最近10年間の理工系修士課程進学率の推移＊
詣 ＼ 学部卒業者 数 修 士課程進 学者数 進 学率 ％
（人 ） （人） （修 士進 学者／学 部卒業者）
’8 6 鵬，130 13，120 15　2
’9 1 100．332 19，120 191
’9　6 117，455 30．081 25　6
（???????????）???
．86　　　’91　　　’96
年度
’86　　　191　　196
年度
－124－
＊　平成9年版科学技術指標（HISTEP REPO只T
Ho50．1997年5月、科学技術政策研究所）及び
学校基本調査報告書（高等研究機関．文部省）
の抜粋統計データより作成
表4－3　最近10年間の理工系博士課程進学率の推移＊
年度
①同窓学部卒業者 ② 修士課程修了者 ③博士課程進学者
進学率（％）数 致 数
（人） （人） （人） （Ⅰ）③／U （Ⅱ）③／②
’86 82，720 11，639 1，547 1．9 13．3
’91 88，973 16，054 2，078 2．3 12．g
’96 106，320 27，509 3，692 3．5 13．4
「P
－◆一博士進学者数／
学部卒業者数
十博士進学者数′～修士卒音
I
l l
L－＿－調－．．1－＿＿＿＿＿＿＿＿－」
▲一一一一一一「←・一一一一▲
←一一一→／◆
’86　　　’91　　　’96
年度
??
（???????
’86　　’91　　’96
年度
＊：平成9年版科学技術指標（NISTEP REPORT No．50．1997年5月、科学技術政策研究所）及び
学校基本調査報告書（高等研究機関、文部省）の抜粋統計データより作成
表4－2は、86年から96年までの理工系学生の修士課程への進学率推移を
調べた結果である。86年の修士課程進学率は約15％であったが、10年後の
96年では、1．7倍の約26％に増加している。進学者の絶対数では、2．3
倍に増加している。
表4－3は博士課程への進学状況結果を示したものである。進学率については、
修士課程修了者に対するものと、同窓の学部卒者に対するもので示す。前者の比
率では、この10年間にほとんど変化なく、約13％前後である。後者の比率で
は、この10年間に増加傾向を示し、学部卒者に対する比が1．9％から3．5
％に増加した。またその絶対数も2．4倍に増加した。
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一方、大学卒業後の社会への就業状況を上記二つの統計資料から調査、整理す
ると表4－4の結果が得られる。この表は、最近10年間の学部卒、修士卒及び
博士卒者の就業割合とその絶対数の推移を示す。この結果が示すように、修士及
び博士卒の就業者率はそれぞれ約12％（86年）から22％（96年）及び約
1％（86年）から2％（96年）へと単調に増加している。一方、学部卒就業
者率は約87％から76％へと単調に減少を辿り、なおかつその絶対数は、大卒
の全就業者数が増加しているにもかかわらず、91年ごろを境に増加から減少に
ヽ
転じている。　このような状況から単純に判断しても、各企業が採用する新卒者
における高キャリアー化は自然の趨勢と考えられる。
表4－4　最近10年間の理工系学士、修士及び博士卒就業者の推移＊
年度
全就 業者数 学 部 卒就業 修 士 辛就 業 博 士 辛就 業
（人） 春 数 （人 ） 音数 （人） 音 数 （人）
’8 6
理 学系 10，372 8． 51 1．223 298
工学 系 69，川8 60， 79 8，487 402
計 79，540 69， 30 9．710 700
（86．蛸） （は 2I） （091）
’9 1
理学 系 ll，852 9．661 1．850 347
工学系 81．282 58，899 11，533 750
計 93．134 78．560 13．483 1，097
（84．31） 日4 鍋） （1 21）
19 6
理学系 12，382 9，038 2，807 537
工学系 88，835 67，857 1g，497 1，481
計 101，217 76，椚 5 22，304 2，0用
（76．Ol） （22 61） （201）
カツコ内　各 就業 者数／全就 業者数
100％
90％
80＼
70＼
??????????? ?? ?
???????????????
各就業者数／全就業者数
学部卒
」二二二コ
．86　　　．91　　　’96
年度
修士卒
23％
「一一一一、
’86年度’91　’96
2＼
＿一一一一　／・
186年度191196
?????????? ?? ??? ?? ???
博士卒
??????????????
人数（千人）
ご二二二
’86　年度’91　．96
ピー一一一・一r／一
’86年度’91　朋
●一一〆一●
’86　年度’91　’96
＊：平成9年版科学技術指標（NISTEPREPORT No．50．1997年5月．科学技術政策研究所）及び
学校基本調査報告書（高等研究機関、文部省）の抜粋統計データより作成
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本調査研究の大きな目的は、日本の将来を支えるであろう事業展開の活発な、
研究開発活動の高いと思われる企業が求めている、人材のキャリアー実態及びそ
の動向を調べることにある。そしてその結果が、大学から輩出するキャリアーの
比率（学部卒、修士卒及び博士卒の比）とどの程度整合しているかを判断するこ
とは、日本の将来にとって重要である。
両結果を比較検討する一つの判断数値として、前述した統計データの’96年
の理工系修士卒就業者比率、23％、と博士卒就業者比率、2％、をひとつの比
較基準として採用することができる。
企業が求めた結果は、本調査研究結果の表1－1及び表1－7に示されている。
表1－1に関する本調査結果では、96年修士卒就業者率の23％を下回る企業
は調査した企業は28社中1社だけであった。残りの95％以上の企業は平均よ
り高いキャリアーを要求していることになる。
一方、博士採用の本調査結果の表1－7と表4－4の比較では、大学からの9
6年博士卒就業者率の2％を下回る企業は約30％もあった。この結果が示すよ
うに、研究開発活動が高い企業においてもまだ、博士採用にまで積極的になれな
い企業が多いことを示している。
しかし本調査結果の表1－3に示すように、博士を採用してマイナスイメージ
を示した企業が15％程度しかない状況と、今後益々研究開発のための知識と創
造性が要求される時代になる等を考慮すると、企業における博士採用は今後さら
に増加していくと思われる。
このようなキャリアーニーズは業種によっても異なる。理工系学部卒者の主要
産業別就職割合の推移（平成9年版　科学技術指標　NISTEP REPORT No．50）によ
れば、製造関連企業における学部採用率が近年急激に減少していることを示し、
その反対にサービス関連企業では学部卒採用割合が増加していることを示してい
る。この結果は本調査研究結果の表1－1及び1－7が示す、主にサービス関連
企業での修士及び博士採用率が低いことと良く一致している。
すなわち、本調査研究のインタビュー調査により得られた内容から、サービス
関連等の企業では、学部卒者を企業固有の目的及びノウハウに沿って育成した方
が、高キャリアー者を採用するより有利であると考えている。また一方、日本の
主要な製造企業では近年、より高度な研究開発のため、より知識と能力及び創造
性を持った高キャリアー人材を求める傾向にあるといえる。
本調査研究から得られたこの典型的な製造企業による高キャリアー化採用の例
を表4－5に示す。
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表4－5先進的な企業における最近の特徴的な修士及び博士採用例
①　最近特に高キャリアー化が進んだ企業（エレクトロニクス材料、機器メーカ）の例
年次
’92 ’93 ．94 ’95 ’96
修 士と学士 の
比
修士 20 30 65 89 85
学士 80 70 35 11 15
②　修士採用率が高く、博士採用率は中程度（化学繊維メーカ）
年 次
79 5 ’9 6
修 士 採 用 率 、
修 士 ／全 体 、 ％ 94．6 95．3
博 士 採 用 率 、
博 士 ／全 体 、 ％ 1．5 3．7
③　博士採用率のもっとも高い（フイルムメーカ）
年次
’95～’97平均
修士採用率、修士
／全体‡、％ 約73％
博士採用率、博士
／全体、％ 約25％
＊全体：全大卒技術系採用音数
この表は、次の三つの特徴を表している。
（訂最近特に高キャリアー化が進んだ企業
②修士採用率が非常に高く、博士採用率は中程度の企業
③博士採用率が最も高い企業
（丑の例の企業では4年前の修士卒採用率が20％しかなかったが、96年には
85％の4倍以上に急激に増加している。
②の修士採用率が高く、博士採用率が中程度の企業の例では、修士採用率が約
95％で残りが博士採用と学士採用となるが、ここ数年では博士採用率も増加し
ており、学士採用率は1％程度になってしまった。
③の博士採用率が最も高い例では、91年から97年までの平均でほぼ修士対
博士の比率が73：25で、博士採用率が96年理工系大卒就業者中の博士割合、
2％、の10倍以上に達している。また一方学士採用は1－2％と非常に少なく
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なっている。
このらの企業の例が示すように、これからの創造的な科学技術を基にした事業
展開が必要な将来においては、ますます表4－5の例が示すような高キャリアー
化採用企業が増加してくるものと考える。
4－1－2　経験者の採用
労働大臣官房調査部による「第47回労働統計年報（1994）」の中途採用
（本報告では以下経験者採用とする）に係わる調査の統計データの抜粋整理した
結果を図4－2に示す。
図4－2　今後3年間の経験者の採用の見通し＊
0％
今後の採用予定　今後の採用予定
手業規模三：い
??????
未定　　　　　　無回答
5，000以上1，000～4，999　300～999　100～299　　30－99
企業規模（人）
＊：第47回労働統計年報（1994）、労働大臣官房政策調査部の統計データを基に作成
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この結果によると、企業の約44％が経験者採用を考えており、それらの企業
の内約80％が現状どうりか、今後増やしたいと考えている。また規模の小さい
企業ほど、経験者採用をしたいと考えている傾向にある。
一方、本調査研究結果の表1－12では、28社中22社が経験者採用を現在
行っており、その率は約8割になる。またその採用動機は、新製品開発も含めた
新事業展開が約6割になる。
両者の結果を比較すると、労働統計データ中の問い”今後採用予定がある”の
5000人以上の大企業平均は26％であり、本調査研究結果（約80％）の約1／3
にあたる。
また、図4－1中の雇用管理上の問題点における”戦略的・新事業部門での人
材難”が経験者採用の動機につながるとするとその率（22．4の　は本調査研究結果
（表1－12）の経験者採用動機比率（59％）の約1／3になる。
これらの結果から考察すると、本研究調査対象の企業は、新事業展開等の企業
活性が高い企業群であることがわかる。特にその活性の高い企業業種は、本調査
研究結果の表1－11から、化学、電気機器、機械、鉄鋼、及びサービス関連と
業種幅が広い。
特に高キャリアー化採用企業ではあまり含まれていなかった企業の機械、鉄鋼
及びサービス関連が含まれていることが特徴といえる。このことはある企業にお
いて、経験者採用が活発に行われている（新事業展開等の企業活性が高い）こと
と、高キャリア人材の採用が活発に行われていることとの間には明確な関係はな
いことを示しているものと思われる。これは、経験者採用が、主に新事業展開に
必要な特定の分野の即戦力人材を確保するために行われるのに対し、高キャリア
人材（特に博士）の採用は、より高度な研究開発に必要な知識と創造性を備えた
人材を確保するために行われるというように、両者の動機と目的が異なっている
ことによるものと言えよう。
4－1－3　技術系女性の採用
本調査研究結果の技術系女性採用における特徴は、図1胃6で示すように、化
学及び医薬品関連企業の高い採用率があげられる。これを考察するため、’96
年の理工系大卒の化学と薬学系及び理工系と工学系における女性進学率及び就業
率を、平成8年度　学校基本調査報告書の統計データから調査した。その結果を
表4－6及び図4－3に示す。
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表4－6’96年度理工系大卒就業者の男女別、キャリアー別比率
?
?
?
カッコ内：各系全就業者数に対する比率
理 工 学 系
2，685
1，960 1，157 700 103 725 567 148 10
化 学 （73．0％） （59．0％） （35．用 ） （5．3％） （27．0％） （78．2％） （20．硝 ） （1．硝 ）
薬 字
5，606
2，321 1，400 793 128 4，285 3，927 344 14
（35．1％） （60．3％） （34．2％） （5．5％） （64．9％） （引．6％） （8．0％） （0．3％）
表4－5は、’96年度の理工系大卒就業者の男女別及びキャリア一別比率の
調査結果を示す。この表が示すように、理学部化学系の女性就業者比率は27％
であり、理学系全体でも同程度の約23％となっている。一方薬学系での女性就
業者比率は男性より大きく、約65％となっている。
このことより、本調査研究結果の図1－－6が示す化学系及び医薬晶系企業の高
い女性採用割合は、これらの学科の高い女性割合の反映とみることができる．
しかし、化学系及び医薬晶系企業の採用傾向が、主にこれらに関係する学科卒
業生からとしてみた場合、その女性割合は、学科女性比率の約1／3に小さいこ
とがわかる（化学：27％→11．4％、医薬品：64．9％→22．3％）。
同様な傾向は、理工系全体での女性比率と化学及び医薬品以外の企業による女性
採用率の関係においてもみられる。
すなわち、図4－3に示すように理工系全体における女性就業者割合は約9％で
あるのに対し、化学及び医薬品を除いた企業の技術系女性採用比率は、図1－6
から約4％弱であり、1／2－1／3に小さくなっている。
このように、本調査対象の企業においては、まだ技術系女性の採用が難しい傾
向にあるものと結論ずけられる。
主要学部入学者に占める女性割合の過去30年間における推移データは、平成
9年版　科学技術指標に示されているように、理工系学部における女性割合は今
後も増加の一途を辿ると予想される。このことから、適切な女性研究者及び技術
者の採用が企業にとっても社会にとっても今後重要な課題であるといえる。
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図4胃3’96年度理工系の関係学科別女性就業者比率＊
（C）女性就業者のキャリアー内訳
（?）???????
0％
理工系理学系工学系 化学　薬学
＊：平成8年度学校基本調査報告書（高等教育機関編、文部省）の抜粋統計データより作成
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4－1－4　外国人の採用
平成2年国勢調査摘要データシリーズNo。6「外国人人口・世帯数」（総務
庁統計局、1995）の専門的・技術的外国人職業従事者数の統計データを抜粋
し、外国人総数及びアメリカ人数を示すと表4－7の結果が得られる。総数及び
アメリカ人数共に1985年から5年間に1．6－1．7倍に増加していること
がわかる。
表4－7　専門的・技術的外国人職業従事者数の推移＊
外 国人雇 用者数 （人）
年 度
外 国人総数 米国人
昭和 60年
（1985） 27，677 6，911
平成 2年
（1990） 46，165 11，321
増加率 1．7倍 1．6倍
＊　平成2年国勢調査適用ギータジトガNo．6
「外国人人口・世帯数」総務庁統計局」（1995）のギータを基に作成
図4－4は、第48回労働統計年報（1995年）の雇用管理調査データから
抜粋し作成したもので、国際化への対応の人事・労務管理方針の企業数割合を示
すものである。
この図が示すように、企業の全体平均では、外国人専門職等の採用を増やす又
は検討するとする企業割合は、4．4％と低い。しかしこれを企業規模で分類す
ると、5000人以上の大企業では約30％と高いことがわかる。
一方、本調査研究対象の事業展開活性の高い企業の調査結果では、約54％が
外国人研究者及び技術者を採用している。その採用動機は、約50％が外国人の
専門能力に期待し、また約30％が外国への事業展開のためとなっている。
－133一
図4－4　国際化への対応の人事・労務管理方針の企業数
の割合（企業全体平均）＊
??????????????????????????????
外国人専門職　外国人専門職どちらともいえな　　無回答
等の採用を増す　等の採用は当　い
又は検討する　面考えていない
ヽ戸規模内訳
＊　第48回労働統計年報（1995）、労働大臣官房政策調査部の統計ブータを素に作成
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4－1－5　無業者問題
本調査研究のアンケート項目にはないが、大学側のキャリアーと、採用企業側
のキャリアーニーズとの不整合を表す統計データの一つとして考えられるものに、
無業者数がある。
これは大学を卒業したが、進学も就職もしない、また一時的な仕事にも就かな
いものをいう。科学技術指標からのこの最近10年間の大卒無業者率の推移の統
計データを整理し、表4－8に示す。
表4－8　最近10年間の無業者数の推移＊
年
卒業 者 数 （人 ） 無業 者数 （人 ） 無 業者比 率 （％）
学 部 修士 博士 学 部 修 士 博 士 学部 修 士 博 士
’86 86，130 11，639 1，152 2，352 270 367 2．7 2．3 31．9
’9 1 100．322 16，054 1，722 1，481 269 369 1．5 1．7 21．4
’9　6 117，456 27，509 3，143 7，576 1，070 710 6．5 3．9 22．6
（???????????）?????
’86　　’91　　’96
年度
???????????????????????????????
????????????
（?）????
’86　　’91　’96
年度
＊：平成9年版科学技術指標（NISTEP REPORT No．50．1997年5月、科学技術政策研究所）及び
学校基本調査報告書（高等教育機関編編の各年度版、文部省）の抜粋統計データより作成
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この表が示すように、各年度における景気変動によるバラツキもあるものの、
学部卒及び修士卒者の無業者率は5％前後で、博士卒の無業者率はその5－6倍
の20－30％である。
博士卒無業者のこの大きな値の要因は、詳細な調査をしないと明らかではない
が、一つの大きな要因としては、企業側の博士卒採用に積極性がないことがあげ
られる。このことは、1－4－1章でも示したように、本調査研究結果の大企業
における修士卒採用率は高いが、博士卒採用率は理工系博士就業者率の2％より
も低い企業が約30％もあったことからも伺える。
今後ますます大学においては高キャリアー化し、博士卒者が増加することは間
違いない。それに伴って博士卒者の無業者率が現在の比率で推移した場合、その
数自体が一つの社会問題化していく可能性がある。
そのため、博士卒者に対する国及び民間企業等における積極的な対応が必要で
あるとともに、博士卒者の質を高めていくことが重要である。すなわち、現在国
で進めている「ポストドクター等の一万人支援計画」の例でみられるような、積極
的な受け皿の機構と社会的な適合性を図ることを国、企業及び大学側がともに努
力していく必要がある。
4－2　提言
これまで見てきたように、現在、科学技術基本計画に基づいて「大学院の拡
充」や「ポストドクター等1万人支援計画の達成」等により大学院修士課程、博
士課程への進学が促され、大学院修士課程修了者が増えるだけでなく、博士課程
修了者（ボスドクを含む）も増えることが予測される。これは、どちらかと言え
ば大学サイドの要望に応えたものであるため、今後は企業サイドのニーズも反映
させる方向で改革を進める必要があろう。
以下、企業サイドから見て、大学、学生に対しどのような要望があるか、企業
自身がどのように変わらなければならないと認識しているか、について若干の考
察を行う。
（1）大学への要望
1）博士の配属先の拡大に対応した大学の教育研究内容の改善と情報の提供
企業における博士課程修了者の採用については、「博士」の専門能力を高く評
価して「博士」だから採用したという例もあれば、修士のレベルの低下、博士課
程への進学率の上昇に応じて博士の採用数も増やさざるを得なかったという例も
あり、個別の業界・企業によって大きく異なっていた。いずれの場合にせよ、入
社後の配属先は、研究部門（基礎研究部門・応用研究部門）に集中しており、今
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後、企業における博士の採用数が増えるとなると、研究部門以外（開発部門、生
産部門等）への配属も必要となろう。
その際に企業サイドから見て問題となるのは、博士の高い専門能力を活かせな
いのではないか、という点である。つまり、企業が博士課程修了者を採用し、研
究部門に配属するのは、主に研究部門が博士の専門能力を必要としているからで
あり、研究部門以外の部門（開発部門、生産部門等）に配属したのではその能力
を十分に発揮させることができず、企業サイドにとってのメリットがあまりない
のではないか、ということである。言い換えれば、研究部門以外の部門なら、修
士や学士を配属すれば十分で、そこに博士を配属するのは、企業サイドから見て
”人材のムダ使い”になる、というわけである。
この点を解決するには、企業の開発部門や生産部門でも活かせる専門能力を持
った博士を養成できるように、大学院の教育研究内容の改善を図る必要があろう。
また、企業が博士やボスドクを採用するに当たって、企業のニーズにピッタリ
合った博士やボスドクがどこにどれだけいるか、といったデータが不足している
ため、企業が積極的に博士やボスドクを採用したくてもなかなかできず、結局受
け身的な採用にならざるを得ない、という声が多かった。
この点を解決するためには、どこにどれだけどのような分野・領域、レベルの
博士やボスドクがいるのかという情報を企業に提供できるようにすることが必要
となろう。
2）社会人大学院の拡充
一方、修士課程から博士課程へ進学した後、企業に就職する者の数を増やすよ
りも、学士や修士で企業に就職した者を社会人大学院で勉強させた方がずっと良
い、という意見もあった。つまり、いくら大学院の教育研究内容を改善しても、
企業の開発部門や生産部門でも活躍できるような博士を養成することは難しいた
め、むしろ、社会人大学院を拡充して、企業で何年間か現場経験を積んだ者を社
会人大学院に入学させて何年間か勉強させ博士号を取得させた後、もとの企業で
勤務させる方がずっと良い、という考え方である。
ただし、社会人大学院の拡充については、消極的な意見もあった。その理由は、
企業サイドから見て社会人大学院における教育研究内容にあまり期待できないこ
と、企業において外に出して勉強させたい人材は、優秀な人材であるため忙しく、
なかなか外に出す余裕がない、といった点である。
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（2）学生への要望
従来、博士課程への進学は、主に、将来大学や国立試験研究機関等での研究者
を目指すコースと位置づけられており、博士課程修了後、企業への就職をする者
は少数派であった。ところが、ここ数年、博士課程への進学者数が増えているた
め、博士課程への進学をこれまでのようなコースとしてのみ位置付けることが難
しくなっている。従って、将来企業に就職してビジネスの仕事をしたい、という
意向の者がもっと博士課程に進学するようになる必要があろう。今回調査した企
業の中でも、「従来応募していきた博士は、大学に残れなかったので仕方なく企
業に応募した（従って入社後も専ら研究をしたい）、という者も見受けられたが、
最近では、博士課程までの経験を活かしてビジネスの仕事をしたい、というビジ
ネス志向の学生が増えている」といった声もあり、博士課程へ進学する学生の中
でもビジネス志向の学生が増えつつあると言えよう。
（3）企業自身の変革への自覚
企業がより良い博士を採用し、入社後も有効に活用していくには、企業自身も
今のままでは十分ではないという認識を持っている企業も今回調査した企業の中
では見られた。全般的に見て、博士の採用については、博士本人からの売り込み
や大学教授からの博士の推薦があった場合に受動的に対応するというケースが最
も一般的で、企業側が積極的に博士の採用や採用後の活用について方針を掲げ、
積極的に動くというケースは少数派であった。今後は、企業ももっと積極的に博
士の採用方針を掲げ、オープンな体制で、採用活動を行うとともに、入社後の社
内での博士の活用方針も明確にし、学生が安心して応募できるように努める必要
があろう。今回調査した企業の中には、1996年4月採用から博士の採用を自
由公募制に切り替えた企業もあり、企業自身の変革も現在進行中であると言えよ
う。
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4－3　結論
本調査研究結果及び考察から、以下のように総括的に結論する。
・本調査研究のインタビュー調査及び各種統計データの解析結果の比較検
討から、企業が求める研究者及び技術者のキャリアニーズの実態を考察する
ことができた。
・本調査研究の結果、多くの企業において高キャリア者（修士及び博士）、
経験者、女性及び外国人研究者及び技術者の採用はこれからの事業展開にと
って重要と考え、今後さらに増加させていく傾向にあることがわかった。
しかし、一方では大学における高キャリア化を必ずしも歓迎しない企業もあ
りまた、無業者数の増加等にみられるように、研究者及び技術者に対する需
給に不均衡が存在する等の課題がある。
・そのため大学において、民間サイドのニーズにも十分対応できるよう優れた
高キャリア人材を育成するため、特に大学院における教育の一層の向上が期
待される。
また、科学技術基本計画では、研究開発活動の活性化及び高キャリア人材の
活躍の場を拡大すること等をめざした、「ポストドクター等の1万人支援計
画」を推進することとしているが、今後ますます増加する高キャリア人材の
適正な需給に十分配慮することが必要である。
以上の結論の他、今後関連する調査研究及び議論が更になされることを期待
する。
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